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はじめに 

１ 趣旨 

点検評価制度について 

 「地方教育行政の組織及び運営に関する法律」により、教育委員会は、毎年、その権限に属する事務

の管理及び執行の状況について点検及び評価を行い、その結果に関する報告書を作成し、これを議会に

提出するとともに、公表することとされています。また、この点検及び評価を行うに当たっては、教育

に関し学識経験を有する者の知見の活用を図ることとされています。 

この点検評価の制度の趣旨は、効果的な教育行政の推進に資するとともに、県民への説明責任を果た

すことにあります。 

この報告書は、同法の規定に基づき、岐阜県教育委員会が行った点検評価の結果をまとめたものです。 

 

２ 根拠 

（１）地方教育行政の組織及び運営に関する法律 第26条 

地方教育行政の組織及び運営に関する法律（抜粋） 

（教育に関する事務の管理及び執行の状況の点検及び評価等） 

第 26条 教育委員会は、毎年、その権限に属する事務（前条第１項の規定により教育長に委任された事務その他教

育長の権限に属する事務（同条第４項の規定により事務局職員等に委任された事務を含む。）を含む。）の管理及び

執行の状況について点検及び評価を行い、その結果に関する報告書を作成し、これを議会に提出するとともに、公

表しなければならない。  

２ 教育委員会は、前項の点検及び評価を行うに当たつては、教育に関し学識経験を有する者の知見の活用を図る

ものとする。 

 

（２）第２次岐阜県教育ビジョン 第６章２ 

○第２次岐阜県教育ビジョンの進行管理にあたっては、外部有識者からなる「岐阜県教育委員会点検評価会議」を

設置し、施策の推進状況や、第４章で設定した「長期目標」と「施策実施目標」の達成状況を明らかにした上

で、会議の意見を踏まえ、毎年度、幅広い観点から客観的かつ公正な点検・評価を実施し、その結果を次年度以

降の新たな取組に反映させるＰＤＣＡサイクル（Plan-Do-Check-Action）の考え方に基づく進行管理を行いま

す。 

 

３ 報告書の構成 

第１章 教育委員会の運営状況及び教育委員の活動状況 

第２章 第２次岐阜県教育ビジョン基本目標の取組状況 

第３章 第２次岐阜県教育ビジョン重点政策の取組状況 

第４章 第２次岐阜県教育ビジョンの数値目標の達成状況 

第５章 外部有識者の意見 

 

４ 点検評価の流れ 

（１）教育委員会の施策や事業の取組実績、成果と課題等について自己評価 

（２）教育に関する有識者（岐阜県教育委員会点検評価会議）による外部評価 

（３）教育委員会で協議、議決 

（４）岐阜県議会に報告 

（５）ホームページにて公表 
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第１章 教育委員会の運営状況及び教育委員の活動状況 

 

１ 教育長及び教育委員について             （平成 31年４月１日現在） 

職 名 氏 名 職 業 就任日 任期満了日 備 考 

教育長 安福 正寿 － H30. 4. 1 R3. 3.31  

教育長職務代理者 稲本  正 会社経営者 H31. 3.17 R5. 3.16  

委員 野原 正美 
中央子ども相談センター 

学習指導専門職 H28. 4. 1 R2. 3.31  

委員 森口 祐子 プロゴルファー H28. 3.24 R2. 3.23  

委員 竹中 裕紀 会社経営者 H29. 7.18 R3. 7.17  

委員 近藤 恵里 スクールカウンセラー H29.10.15 R3.10.14 保護者委員 

 

２ 教育委員会会議の実施状況及び教育委員の活動状況 

１ 教育委員会会議の実施状況 

平成26～30年

度の実施状況 

[平成 26～30年度の状況] 

○審議件数 

 年度 H26  H27  H28  H29 H30 

議案 70  53  78  50 56 

 

可決 69  53  77  50 56 

一部修正の上可決 1  0  1  0 0 

否決 0  0  0  0 0 

専決報告 27  27  33  32 27 

 

[平成 30年度の取組] 

○開催回数：定例会議（毎月１回）・臨時会議（平成 30年度は３回） 

○審議状況 

・ 議案及び専決報告の審議について厳正に行われた。 

・ 委員からの情報提供や、事務局からの教育課題への取組状況等の報告が行われ、

委員間及び委員と事務局間において活発な意見交換が行われた。 

成 果 

○議案や専決報告等について重要な教育課題等を報告し、審議を行った。 

なお、平成 30 年度は、岐阜県立高等学校部活動ガイドラインの策定やいじめに関

する重大事態の発生報告及び調査結果、本県における各種審議会等での取組みなど

の意見交換を行った。 

○教育現場や教育施設の実情を踏まえた意見交換を行った。 

なお、平成 30 年度は、陽南中学校の視察や岐阜かかみがはら航空宇宙博物館にお

いて、視察と移動教育委員会を行った。 

○従来からの会議録に加えて、新たに会議資料のホームページへの公開及び岐阜県教

育委員会傍聴規則の改正により、会議の透明化を図った。 
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２ 調査活動の実施状況  

平成26～30年

度の実施状況 

[平成 26～30年度の取組] 

○県内視察 

平成 26年度 ＜岐阜地区＞ 

加納高校（岐阜市）、岐阜市子ども・若者総合支援センター「エールぎふ」（岐阜市） 

平成 27年度 ＜岐阜地区＞ 

岐山高校（岐阜市）、岐阜県図書館（岐阜市） 

平成 28年度 ＜可茂地区＞ 

杉原千畝記念館（八百津町）、可茂特別支援学校（美濃加茂市） 

平成 29年度 ＜岐阜地区＞ 

 岐阜清流高等特別支援学校（岐阜市）、岐阜高校（岐阜市）、 

県立岐阜商業高校（岐阜市）、岐阜農林高校（岐阜市）、岐阜工業高校（岐阜市） 

平成 30年度 ＜岐阜地区＞ 

 岐阜かかみがはら航空宇宙博物館（各務原市）、陽南中学校（岐阜市） 

○県外視察 

平成 26年度 ＜横浜市・東京都内＞ 

横浜市立横浜サイエンスフロンティア高校、東京都立国際高校、 

東京都立杉並総合高校 

平成 27年度 ＜石川県内＞ 

石川県立金沢商業高校、石川県立金沢錦丘中学校、金沢錦丘高校、いしかわ師範塾、 

金沢２１世紀美術館 

平成 28年度 ＜愛知県・京都府・滋賀県内＞ 

愛知県立愛知総合工科高等学校、京都府立清明高等学校、滋賀県立愛知高等学校、 

滋賀県立愛知高等養護学校                 ※平成 29、30年度は視察なし 

成 果 

○県内視察 

  岐阜かかみがはら航空博物館では、児童生徒が発達段階に応じて学ぶことができ

る充実した施設の見学を、陽南中学校では、ICT を含む教育環境整備の重要性や働

き方改革のための、マネジメント力の必要性等の再確認をすることができ、委員の

見識を深め、教育委員会審議等に役立てた。 

３ 特記事項（１、２以外の教育委員の活動等） 

平成26～30年

度の実施状況 

[平成 26～30年度の取組] 

○総合教育会議への出席 

 ・平成 27年度は、岐阜県教育大綱策定等のため４回出席 

 ・平成 28年度は、県立高校の活性化等の課題への意見交換のため２回出席 

 ・平成 29年度は、教職員の働き方改革等の課題への意見交換のため２回出席 

 ・平成 30年度は、岐阜県教育大綱及び岐阜県教育ビジョンの策定のため４回出席 

○教育現場視察等 

・学校視察、スクールミーティングの実施 

・教育モニター情報連絡会議・学校参観への出席 

・年間を通じての学校行事や文化施設行事への出席 

○教員人事への参画 

・教員採用試験への参画（第２次選考試験の選考会議等） 

・教員管理職登用試験における面接官としての参加 
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３ 課題 

  教育委員会制度改革の趣旨を踏まえ、教育委員による教育長へのチェック機能の強化と会議の透明

化を図るとともに、総合教育会議において、教育委員が知事と直接協議・調整を行うなど、教育施策

の充実発展を図ってきた。 

今後も、様々な教育課題についての議論や教育現場の視察を通じ、さらなる教育委員会機能の充実

発展に努めていく必要がある。 

  

成 果 

○総合教育会議において、教育のための条件整備や重点的に講ずべき施策などについ

て、今後の方向性を協議した。 

○教育委員が積極的に教育現場に赴き、様々な教育課題の把握を行うことで、教育委

員会審議に役立てた。 

○教育委員が教員人事へ参画し、優秀な教員の確保に重要な役割を果たした。 
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第２章 第２次岐阜県教育ビジョン基本目標の取組状況  

 

 第２次岐阜県教育ビジョン「第４章 施策の体系」に掲げた 27の主要施策について、平成 26～30年

度の点検評価は、次のとおりです。また、同章にある「主な施策の目標水準」に対する現況値と現状分

析については、第４章で一覧を掲載しています。 

 

 

 

（１）確かな学力の育成  

■取り組むべき主な施策内容と評価 

施策内容 ① 学ぶ意欲を高め、基礎的・基本的な知識・技能を習得し、思考力・判断力・表現力を育成する教育の推進（学校支援課） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

平成26～30年

度の実施状況 

【点検】 

 

 

 

 

 

 

 

[平成 26～30年度の状況] 

・ 各市町村教育委員会及び学校の関係者に、全国学力・学習状況調査（全国調査）の

結果を踏まえた指導の改善・充実について示す指導改善説明会（平成 29年度にお

いては、『学びに向かう力を育む会』）を実施した。 

・ 県内全ての小学校、中学校及び義務教育学校で、県独自の学習状況調査（対象：教

科…小学校第４、５学年：国・社・算・理、中学校第２学年：国・社・数・理・

英）を実施した。(～平成 29年度実施) 

・大学、小・中学校教育研究会、校長会、市町村教育委員会等との連携を強化し、大

学教員の協力による「学力分析会議」を開催し、専門的な見地からの助言を受けた

り、小・中学校教育研究会の全教科の代表者が参加する「学力向上推進会議」を開

催して、全教科で学力の向上を図る授業改善を進めたりした。 

・小学校において、児童が主体的に学習に取り組み、教師の個に応じた指導を充実さ

せるために、ＩＣＴを活用した教科学習Ｗｅｂシステムを構築するとともに、先行

実施協力校において各種試験を行い、平成 29年度から全面実施できるようにし

た。 

[平成 30年度の取組] 

・ 全国学力・学習状況調査の結果を踏まえた指導の改善・充実の方向性及び新学習指

導要領が求める方向性について示す「地区学力向上推進会議」を実施した。以下に

基本目標１ 確かな学力の育成と多様なニーズに対応した教育の推進 

 「確かな学力」を育成することは、知識の蓄積だけにとどまらず、問題解決能力やコミ

ュニケーション能力など、多様で変化の激しい現代社会を主体的にたくましく生き抜く

力を身に付けることにもつながります。そのため、子どもたち一人一人に応じたきめ細

かな教育を行うことにより、基礎的・基本的な知識や技能の定着に加え、思考力・判断

力等の育成や個性・能力の伸長を図ります。 

 子どもたちが、将来、自立した社会人として主体的に社会参画できるよう、望ましい勤

労観と職業観を身に付けさせます。 

 障がいのある子どもたちや外国人の子どもたちなど、一人一人の多様なニーズに応じた

教育を充実し、それぞれの夢や目標に向かって安心して学べるよう、必要な支援を行い

ます。 
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平成26～30年

度の実施状況 

【点検】 

 

 

 

平成 30年度の全国学力・学習状況調査の結果を示す。 

・ 大学、小中学校教育研究会、校長会、市町村教育委員会の代表者が参加し、「オー

ル岐阜学力向上協議会」を開催し、県全体で授業における見届けの充実を通して学

力向上を図る取組を進めた。 

・ 小学校において、教科学習Ｗｅｂシステムを全面実施した。 

 

○全国学力・学習状況調査の結果（平成 30年度） 

全国調査の 

平均正答率 

小学校 中学校 

岐阜県 全国 岐阜県 全国 

国語Ａ（知識） ７２ 70.7 ７６ 76.1 

国語Ｂ（活用） ５６ 54.7 ６２ 61.2 

算数Ａ・数学Ａ（知識） ６３ 63.5 ６７ 66.1 

算数Ｂ・数学Ｂ（活用） ５１ 51.5 ４９ 46.9 

理科 ６１ 60.3 ６８ 66.1 
 

取組による 
成果と課題 

【評価】 

[成果] 

・県内全ての小学校、中学校及び義務教育学校において、教育に関する継続的な検証

改善サイクルが確立されている。             

データは P91に掲載 

[課題] 

・ 大学、小中学校教育研究会、市町村教育委員会との連携を強化し、全教科において、

学力の定着状況を確実に見届け、個に応じたきめ細かな指導の充実を図ること 

・授業において、学習の内容を理解できない児童生徒がそのまま次の学習に進むこと

がないよう、基礎的・基本的な知識・技能の定着、きめ細かな指導の充実を図るこ

と 

・新しい学習指導要領で求められている「主体的・対話的で深い学び」の実現に向け

た授業改善を進めること 

・児童及び学校等の実態に応じた教科学習Ｗｅｂシステムの有効な活用の在り方を開

発・実践し、有効な活用方法の普及を図ること 

施 策 名 ②  高等学校における教育の質の保証と授業改善（学校支援課） 

平成26～30年

度の実施状況 

【点検】 

[平成 26～30年度の状況] 

・ 「第Ⅱ期ステップアップカリキュラム研究開発事業」及び「基礎学力定着のための

学習改善事業」により、生徒に身に付けさせたい基礎学力の定着の研究開発を行っ

た。また、「授業改善アクションプラン」及び「次期学習指導要領を見据えたカリキ

ュラム開発事業」により、思考力・判断力・表現力を育てるための授業改善につい

て研究開発を行った。 

[平成 30年度の取組] 

・ 「基礎学力定着のための学習改善事業」の研究指定校の海津明誠高校及び研究協力

校の武義高校、可児工業高校、華陽フロンティア高校において、思考力・判断力・

表現力を育て「基礎学力を定着させる授業改善」の研究を行った。 
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取組による 

成果と課題 

【評価】 

[成果]   

・ 研究指定校の海津明誠高校では、「基礎学力を定着させる授業改善」と併せて、全教

科にわたって「知識・技能、思考力・判断力・表現力等を測る問題」の研究を行っ

た。 

・ 研究協力校の武義高校、可児工業高校、華陽フロンティア高校では、「基礎学力を定

着させる授業改善」をテーマに研究を行った。 

[課題] 

・ 「基礎学力定着のための学習改善事業」における研究成果等の普及を図ること 

施 策 名 ③ 科学的思考力を育成する教育の推進（統計課、学校支援課） 

平成26～30年

度の実施状況 

【点検】 

[平成 26～30年度の状況] 

・ 県立学校において観察・実験に必要な設備等の環境整備を充実した。 

・ 「スーパーサイエンスハイスクール（SSH）事業」として、恵那高校と岐阜農林高校

（国指定）を支援した。 

・ グラフ作成や資料の分析など統計分野に関する実践的な出前授業「データ活用講座」

を実施し、ホームページなどで機会をとらえ、幅広く成果等を公表した。 

 

○「データ活用講座」実施状況 

平成 26年度 延べ 21校 小学校 13 中学校 5  大学 3 延べ1475名 

平成 27年度 延べ 10校 小学校 4 中学校 3 高校 1 大学 2 延べ 371 名 

平成 28年度 延べ 13校 小学校 9 中学校 3 高校 1  延べ 551 名 

平成 29年度 

平成 30年度 

延べ 15校 

延べ 11校 

小学校 9 

小学校 4 

中学校 4 

中学校 2 

高校 2 

高校 5 

 延べ 584 名 

延べ 810 名 

計 延べ 70校 小学校 39 中学校 17 高校 9 大学 5 延べ3791名 

 

・出前授業の内容をより多くの児童に提供するため、統計データから見た岐阜県の特

徴、グラフの書き方や市町村別データをまとめた小学校高学年向けの統計学習副読

本を作成し、県内の全小学４年生に配布した。 

 [平成 30年度の取組] 

・ 顕微鏡、薬品保管庫などの設備等の環境整備を充実させた。 

・ 「スーパーサイエンスハイスクール（SSH）事業」として、恵那高校を支援した。 

・ グラフ作成や資料の分析など統計分野に関する実践的な出前授業「データ活用講座」

を実施（小・中学校６校 高等学校５校、延べ 810 名）し、教材をホームページ上

に公表した。 

・出前授業の内容をより多くの児童に提供するため、統計データから見た岐阜県の特

徴、グラフの書き方や市町村別データをまとめた小学校高学年向けの統計学習副読

本を作成し、県内の全小学４年生に配布した。 

取組による 

成果と課題 

【評価】 

[成果] 

・ 各学校において、観察、実験を行う授業の充実が図られた。 

・出前授業を実施した学校では、総合的な学習の時間や生活科のまち探検等でも活用した

い等、高い評価を得た。また、教材をテキストとしてまとめ、ホームページで公表した。 

・小学校高学年向けの統計学習副読本の配布により、多くの児童に出前授業の内容を

伝えることができ、副読本を用いた出前授業も好評であった。 

・ 「スーパーサイエンスハイスクール事業」においては、各指定校の現状を踏まえた

課題を設定し、将来国際的に活躍し得る科学技術系人材の育成を図るためカリキュ

ラムの研究開発を通し、次のような課題研究を行った。 
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＜恵那高校＞ 

自ら課題を発見・解決する力を養うためスーパーサイエンスという学校設定科目

を設けた。また、課題研究では無尾翼機の飛行安定性に関する研究を行った。 

＜岐阜農林高校＞ 

大学等の研究機関と積極的に連携を図ることができるよう、ＳＳ課題研究という

学校設定科目を設け、酵母と豆苗の突然変異体の作出を目指して、微生物と植物の

両面から有用性向上について調査研究を行った。 

[課題] 

・ 学習指導の一層の充実を図るために設備の計画的な整備を進めること 

・スーパーサイエンスハイスクール事業の研究開発成果の普及を図ること 

・理数科設置校を中心に理数教育の推進を図ること 

施 策 名 ④ 家庭や地域と連携した学習支援の充実（環境生活政策課） 

平成26～30年

度の実施状況 

【点検】 

[平成 26～30年度の状況] 

・全ての児童が放課後を安心・安全に過ごし多様な体験・活動ができるよう、放課後 

 子ども教室と放課後児童クラブを一体的または連携して実施する放課後子ども総合

プランを推進した。 

【放課後子ども教室の実施状況】 

    H26：12市町村57教室（他に、岐阜市（中核市）において56教室） 

    H27：12市町村59教室（他に、岐阜市（中核市）において54教室） 

    H28：12市町村60教室（他に、岐阜市（中核市）において55教室） 

    H29：15市町村69教室（他に、岐阜市（中核市）において53教室） 

H30：15市町村79教室（他に、岐阜市（中核市）において53教室） 

・学校や公民館等を活動場所に、土曜日等に地域の人材を活用した特色・魅力のある

教育プログラムを実施する市町村を支援した（H26～）。 

【土曜日の教育支援体制構築事業の実施状況】 

H26：９市町村39箇所（他に、岐阜市（中核市）において５箇所） 

    H27：12市町村37箇所（他に、岐阜市（中核市）において５箇所） 

    H28：11市町村35箇所（他に、岐阜市（中核市）において５箇所） 

    H29：12市町村37箇所（他に、岐阜市（中核市）において５箇所） 

    H30：14市町村40箇所（他に、岐阜市（中核市）において５箇所） 

・家庭での学習が困難、または学習習慣が十分に身についていない中学生等の学力向

上を図るため、地域人材を活用して地域未来塾を実施する市町村を支援した。 

【地域未来塾の実施状況】 

H28：３市町村４箇所、H29：３市町村８箇所、H30：４市町村 11箇所 

・地域と学校をつなぐ「地域学校協働活動推進員」の配置や機能強化により、基盤と

なる「地域学校協働本部」の整備を推進するとともに、学びによるまちづくりや地

域人材の育成を行う市町村を支援した（H30～）。 

【地域学校協働活動の実施状況】 

    H30：２市町村２本部 

[平成 30年度の取組] 

・地域住民や豊富な社会経験を持つ外部人材等の協力を得て実施する放課後子ども教

室、放課後児童クラブ、土曜日の教育支援体制の構築、地域未来塾、地域学校協働

活動の効果的な推進を図るため、有識者による推進委員会（年２回）を開催し、研

修会の計画や事業実施の検証を行った。 
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・事業従事者等を対象に、活動中の安全指導や安全管理、子どものトラブルなどにつ

いての研修会を３会場で開催した。 

・市町村の事業担当者を対象に事業説明、実践発表、意見交流を中心とした研修会を

開催した。 

取組による 

成果と課題 

【評価】 

[成果] 

・ 「放課後子ども教室」「土曜日の教育支援体制構築事業」「地域未来塾」の実施数は

着実に増加しており、地域全体で子どもたちの成長を支えるとともに、地域のつな

がりが強化され、地域の活性化が図られた。 

[課題] 

・地域と学校をつなぐ地域学校協働活動推進員、コーディネーター及び学習支援を行

う地域人材を継続的に確保すること。 

施 策 名 ⑤ 学力向上に向けた効果的な教員の配置と活用（教職員課） 

平成26～30年

度の実施状況 

【点検】 

[平成 26～30年度の状況] 

・ 国の学級編制基準により小１で 35人学級を実施し、県の学級編制基準により小

２、小３及び中１で 35人学級を実施した。 

・少人数指導による基礎学力向上の期待が高い教科の指導体制強化を図るため、25

人以下の学習集団を編制できるよう教員を加配した。 

[平成 30年度の取組] 

・ 国の学級編制基準により小１で 35人学級を実施し、県の学級編制基準により小２、

小３及び中１で 35人学級を実施した（小２は 50 校、小３は 52校、中１は 56 校で

35人以下学級を実施）。 

・ 少人数指導による基礎学力向上の期待が高い教科の指導体制強化を図るため、25人

以下の学習集団を編制できるよう小学校に 320人、中学校に 290 人の教員を加配し

た。 

取組による 

成果と課題 

【評価】 

[成果] 

・ 各小学校からは「学習・生活習慣に向上が見られると感じる学級担任が 98％以上い

る。」、「落ち着いて学校生活を送れている児童が 93％以上いる。」、各中学校からは

「責任を持って活動できる生徒が 92％以上いる。」、「生徒に向き合う時間の増加に

つながっていると感じる学級担任が 95％いる。」等の回答を得た。 

[課題] 

・小学校高学年における教科担任制の導入など、専門性を一層重視した指導体制を構

築し、児童生徒の学力向上を図ること 

施 策 名 ⑥ へき地・複式教育等における教育の充実（学校支援課） 

平成26～30年

度の実施状況 

【点検】 

[平成 26～30年度の状況] 

・へき地・複式教員研修会として、初めてへき地・複式の学校に勤務する教員及びへ

き地・複式教育や少人数指導等について学ぶ意欲を抱く教員を対象に研修を実施し

た。 

・少人数学級や複式学級における指導方法の工夫改善のため資料「岐阜県のへき地教

育」を作成し、市町村教育委員会、へき地学校、教育研究団体等に配付し、活用を

促した。 

[平成 30年度の取組] 

・県や地区の「へき地複式教育研究会」の研究大会と当課主催の「へき地・複式教員
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研修会」を重ねて実施したり、大会発表校の事前発表の場として当課の研修会を開

催したりと、県や地区の研究会と協力して研究実践を進めることにより、各会に多

くの教員が参加し学べるようにした。 

取組による 

成果と課題 

【評価】 

[成果] 

・ 県や地区の研究会及び「へき地教育振興会」との連携を図りながら研修や啓発活動

を進めてきたことにより、平成 30 年度の「へき地・複式教員研修会」（各地区で開

催）には計 93名、県の研究大会には 100名が参加し、へき地教育について多くの教

員が学ぶ機会となった。 

[課題] 

・少子化、人口減少により、学校の小規模化はへき地学校だけの実情ではなくなって

きていることを踏まえ、へき地学校の「小規模性」を生かした優れた実践について、

へき地以外の学校にも学ぶ機会を確保していくこと 
  
※ 「学校の授業が分かる児童生徒の割合」、及び「自分から進んで勉強しようという気持ちがある児

童生徒の割合」のデータは P90に掲載。 
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（２）特別支援教育の充実 

■取り組むべき主な施策内容と評価 

施 策 名 ① 地域での学びを支える教育環境の整備（特別支援教育課） 

平成26～30年

度の実施状況 
【点検】 

[平成 26～30年度の状況] 

・平成 28年４月開校した羽島特別支援学校施設整備事業建設工事（H26～H28） 

・平成 29年４月開校した岐阜清流高等特別支援学校施設整備事業建設工事（H27～H28） 

・平成 30年４月開校の西濃高等特別支援学校施設整備改修工事(H29～H30) 

・平成 31年３月竣工の岐阜希望が丘特別支援学校施設整備（H26～H31） 

・平成 31年４月に竣工予定の岐阜本巣特別支援学校施設整備改修工事（H30～H31） 

[平成 30年度の取組] 

・西濃高等特別支援学校施設整備第３期改修工事    （H30.6～H30.11） 

               第４期工事実施設計   （H30.8～H31.2） 

・岐阜希望が丘特別支援学校施設整備第２期建設工事  （H29.11～H31.3） 

・岐阜本巣特別支援学校施設整備改修工事       （H30.3～H31.4） 

取組による 

成果と課題 

【評価】 

[成果] 

・西濃高等特別支援学校の第３期改修工事を竣工し、食品加工、喫茶サービス実習室

の整備をした。 

・岐阜希望が丘特別支援学校の第２期建設工事を竣工し、体育館、グラウンド等の整

備をした。 

・岐阜本巣特別支援学校の改修工事に着工し、平成 31年４月に竣工。 

[課題] 

・計画に沿った建設工事等を着実に推進すること 

施 策 名 ② 特別支援教育における教職員の専門性の向上（特別支援教育課） 

平成26～30年

度の実施状況 

【点検】 

[平成 26～30年度の状況] 

・特別支援学級・通級指導教室の教員の専門性の向上を図るため、県内の実践者によ

る授業実践を通した研究を行い、特別支援学級・通級指導教室の障がい種別の指導

の手引を作成した。 

・各障がい種に対する専門性の高い教育を行う特別支援学校（岐阜盲学校、岐阜聾学

校、長良特別支援学校、岐阜希望が丘特別支援学校、岐阜清流高等特別支援学校の

５校）をコア・スクールとし、それぞれのコア・スクールにおいて研究を中心に進

めるコア・ティーチャーを位置づけ、校内研修等により、次世代のコア・ティーチ

ャーを養成する仕組みを構築した。 

・ 特別支援学級及び通級指導教室の経験年数が２年目（平成 30 年度は 3 年目以上も

対象）であり、今後も特別支援教育に携わる意思のある教員に対して、担当する障

がい種の指導に応じた研修を実施することにより、専門性を高め、実践的指導力の

向上を図った（特別支援教育担当教員ステップアップ事業）。 

[平成 30年度の取組] 

・ 特別支援学校に勤務する経験の浅い若手教職員の専門性を高めるため、各特別支援

学校から、研修等に生かすことができるコンテンツを持ち寄り、精選。 
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取組による 

成果と課題 

【評価】 

[成果] 

・ 各学校から収集し精選したコンテンツをまとめ、経験の浅い若手教職員が、e-ラー

ニングによる視聴をしながら研修に取り組むことができるプログラムを構築した。 

・ 特別支援学校における特別支援学校教諭免許保有率が向上した。 

データは P91に掲載 

・ 特別支援教育担当教員ステップアップ事業において、３回の校外研修と１回の在勤

校研修（ＯＪＴ）を行い、実践力の向上を図った。 

 [課題] 

・ 免許保有率を向上させるための有効な対策を講ずること 

・ 特別支援学級・通級指導教室担当者の専門性を向上するための研修を充実させること 

・ 通常の学級の担任の専門性向上を図ること 

・ 合理的配慮の正しい理解についての推進を図ること 

・ コア・ティーチャー、次世代コア・ティーチャーの養成の促進と適任者の選定等、

特別支援学校の障がい種ごとの核となる教員を継続的に育成すること 

施 策 名 ③ 一人一人の多様なニーズに対応した「学びのスタイル」の構築（特別支援教育課） 

平成26～30年

度の実施状況 

【点検】 

[平成 26～30年度の状況] 

・「居住地校交流」について、平成 25 年度に、飛騨地区において『交流籍』を学齢簿

に位置付けた居住地校交流をモデル的に行い、平成 26 年度より全県展開をし、「居

住地校交流」の促進を図っている。 

・特別支援学校の高等部において、地域の高校と職業教育（作業学習体験、作業製品

の開発等）や教科指導における交流及び共同学習を推進した。 

・高等学校特別支援教育支援員を配置（平成 28年度～）。平成 28年度は９校に配置。 

[平成 30年度の取組] 

・県内２校目となる高等特別支援学校の開校。 

・中学生の発達段階を考慮し、自分だけが他の生徒と違うことをすることに抵抗があ

る、授業を抜け出して通級指導教室に通うことに抵抗がある等の心理的負担を軽減

するため、中学校の少人数指導において、さらにその中から個別の支援を必要とす

る数人を取り出して指導をする学びの場（個別支援教室）をモデル的に実施。 

・高等学校において、発達障がい等によりコミュニケーションを苦手とする生徒に対

して、「自立活動」の内容を行う「少人数コミュニケーション講座」をモデル的に実

施。自校型と他校型について２つの学校で検証した。 

・平成 31年度の開設に向け、新たに 1校で自校型の研究を実施した。 

取組による 

成果と課題 

【評価】 

[成果] 

・ 職業教育を中心的に行う高等特別支援学校を開校したことで、知的障がいの程度が

軽度である生徒にとっての学び場が広がり、一般企業への就労を目指すことが大き

な希望となった。 

・ 高等学校少人数コミュニケーション講座について、自校型を実施する高等学校では、

教育課程の編成、単位の取得、対象生徒の選定等を行い、平成 30年度からの実施体

制が整った。 

・ 他校型を実施する高等学校では、対象生徒の選定の方法を検討し、他校の生徒を対

象としたプレ講座（３回）を実施し、平成 30年度からの実施の目途が立った。 
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[課題] 

・ 特別支援学校高等部における職業教育の充実 

・ 「少人数コミュニケーション講座」の円滑な実施と、担当する教員を養成・育成す

ること 

・ 指導内容を充実すること 

施 策 名 ④ 就学前から高等学校卒業まで、柔軟で連続性のある支援体制の構築（特別支援教育課） 

平成26～30年

度の実施状況 
【点検】 

[平成 26～30年度の状況] 

・早期からの一貫した教育支援体制に関する自己診断をもとに、各市町村で取り組む

べき課題を明確にし、県へ支援を要請した市町村（年３市町村）を重点推進地区と

し、スーパーバイザーを派遣して、支援体制の構築を図った。 

・大垣市、養老町、八百津町の３市町を重点推進地区とし、大学教授等から指導・助

言を受けながら、教育支援体制の構築に取り組んだ。（平成 29年度にて終了） 

 [平成 30年度の取組] 

・重点推進地区の取組の成果物をホームページに掲載し、他市町村の教育支援体制構

築の参考となるように周知した。 

取組による 

成果と課題 

【評価】 

[成果] 

・ 重点推進地区の３市町（大垣市、養老町、八百津町）において、各市町の課題解決

に向けた早期からの一貫した教育支援体制を構築し、成果物を作成。 

[課題] 

・ 全ての市町村において早期からの一貫した教育支援体制を構築するため、各市町村

が教育支援の体制を構築するための実情を把握し、ニーズに応じた支援を必要に応

じて実施すること 

施 策 名 ⑤ 発達障がい等のある児童生徒の特性を踏まえた支援の充実（特別支援教育課） 

平成26～30年

度の実施状況 

【点検】 

[平成 26～30年度の状況] 

・ 小・中学校や高校において、障がいの有無に関係なく、どの児童生徒にとっても分

かりやすい「ユニバーサルデザインの授業づくり」の推進を図った（H25年度～）。 

・ 大学教授や医師、臨床心理士等の専門家の指導・助言を基に、障がい特性を踏まえ

た学級経営や校内支援体制の整備を進めた。 

・高等学校において、発達障がい等により特別な教育的支援を必要とする生徒に対

し、特性に応じた支援を実施するため、県立高等学校に支援員を配置した（H28年

度９校）（再掲）。 

・発達障がいのある児童生徒の教育支援体制検討会議を立ち上げ、児童生徒の実態把

握及び、円滑な引継ぎについて検討。（～平成 29年度実施）「個別の教育支援計

画」の中高連携システムを構築・周知。 

[平成 30年度の取組] 

・ 「ユニバーサルデザインの授業づくり」の研究指定校２校（美濃市立美濃中学校、

中津川市立第二中学校）において、公表会を開催。 

・ 大学教授や医師、臨床心理士等の専門家を派遣。 

・高等学校において、発達障がい等により特別な教育的支援を必要とする生徒に対し、

特性に応じた支援を実施するため、県立高等学校 18校に支援員を配置した。また、

肢体不自由の生徒等、合理的配慮の提供のための支援員を５校に配置した。 
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取組による 

成果と課題 

【評価】 

[成果] 

・ 大学教授や医師、臨床心理士等の専門家を、小・中学校に 97回、高校に 21回派遣

し、発達障がいのある児童生徒の理解と支援に関する指導・助言を行った。 

・ 高等学校に支援員を配置したことにより、落ち着いて学校生活や学習に取り組むこ

とができるようになり、進学をあきらめていた生徒が、大学に進学した。 

・ 発達障がいのある児童生徒の指導の手引き（学習編）の作成。 

・ 「個別の教育支援計画」に係る手引きの改訂。 

・ 「個別の教育支援計画」に係る保護者向けの文書の作成。 

[課題] 

・ 通常の学級に在籍する発達障がいのあると思われる児童生徒への支援の仕方につい

ての継続的な指導・助言の在り方 

・ 保護者への理解啓発の取組 

 

（３）グローバル社会で活躍できる人材の育成 

■取り組むべき主な施策内容と評価 

施 策 名 ① グローバル化に対応した教育の推進（学校支援課） 

平成26～30年

度の実施状況 

【点検】 

[平成 26～30年度の状況] 

・ 留学支援金の受給者は平成 26年度 16名、27年度 17名、28年度 21 名、29年度 21

名、30年度 24名と、着実に増加した。 

・ 岐阜県中高生留学フェアを平成 26年度（12月 7日（日）ハートフルスクエア Gに

て実施、名古屋米国領事館コバチーチ首席領事による講演）、平成 27年度（11月

22日（日）ふれあい福寿会館にて実施、インターナショナル・スクール・オブ・

アジア軽井沢河野弘子理事長による講演）、平成 28年度（12月 11日（日）ハート

フルスクエア Gにて実施、国際教養大学左治木敦子准教授による講演）、平成 29年

度（12月 2日（日）長良川国際会議場大会議室にて実施、名古屋大学岡田亜弥副

理事による講演）に実施した。 

・ 「スーパーグローバルハイスクール（SGH）事業」として、平成 26年度から大垣北

高校（国指定）、関高校（県指定）の２校を支援し、平成 29年度は、岐阜商業高

校、多治見北高校、斐太高校（県指定）の３校を追加し支援した。 

・ 岐阜県の自然、歴史、文化等をテーマとした「岐阜県英語ふるさと副教材

“Welcome! GIFU Land of Clear Waters”」を作成・配付した。併せて教員向けの

活用事例集を作成した。 

[平成 30年度の取組] 

・ 高校生の留学を促進するために、30万円の留学支援金を、24名の生徒に給付した。 

・ 「スーパーグローバルハイスクール（SGH）事業」として、大垣北高校（国指定）、関

高校、岐阜商業高校、多治見北高校、斐太高校（県指定）を支援した。 

・ 岐阜県の自然、歴史、文化等をテーマとした「岐阜県英語ふるさと副教材“Welcome! 

GIFU Land of Clear Waters”」を継続配付した。 
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取組による 

成果と課題 

【評価】 

[成果] 

・ 留学支援金の受給者は平成 26 年度 16名、27年度 17 名、28年度 21 名、29年度 21

名、30年度 24名と、着実に増加した。 

・ 平成 30 年度の留学支援金受給者 24 名の留学先は、アメリカ８名、オーストラリア

４名、ニュージーランド４名、カナダ 3 名、ドイツ２名、メキシコ、ロシア、チリ

各 1名の、計８か国。 

・ スーパーグローバルハイスクール事業指定校において、海外フィールドワーク、課

題研究、論文を執筆し英語でプレゼンテーション、外国人留学生（大学生）を招い

て英語によるディスカッションなどを行った。 

・ 岐阜県英語ふるさと副教材を活用した実践事例を、「ふるさと教育フェスタ（平成 30

年１月 30日開催）」において約 400名の参加者に周知した。 

[課題] 

・ 留学への機運を高め、高校生の海外留学を促進すること 

・ 「スーパーグローバルハイスクール事業」において、県内の高校に対して、指定校

の研究成果の普及を図ること 

施 策 名 ② 外国語によるコミュニケーション能力の向上を図る教育の推進（学校支援課） 

平成26～30年

度の実施状況 

【点検】 

[平成 26～30年度の状況] 

・ 岐阜県英語教育イノベーション戦略事業」として、小中高連携英語拠点校区事業

（4年間の英語拠点校総数：小学校 18 校、中学校 10校、高等学校 6校）、中学校

英語評価改善事業、英語でふるさと自慢わくわく・ワークショップ（小学生対

象）、岐阜県英語ふるさと副教材の作成・配付、英語スピーチコンテスト（中学

生・高校生対象）、高校生英語プレゼンテーション講習会（H28）及び大会、岐阜県

高校生英語キャンプ等を行った。 

[平成 30年度の取組] 

・ 「小中高連携英語拠点校区事業」において、全小学校、中学校及び義務教育学校の

英語担当教員（各校１名）を対象とした「英語教育改善研修会」を開催した。 

・ 「中学校英語評価改善事業」において、全中・義務教育学校（後期課程）学校の英

語担当教員（各校１名）を対象とした「定期テスト改善研修会」を開催した。 

・ 中学生・高校生を対象とした英語スピーチコンテストを継続開催した。 

・ 高校生英語プレゼンテーション大会を継続開催した。 

・ 岐阜県高校生英語キャンプ継続開催した。 

取組による 

成果と課題 

【評価】 

[成果] 

・ 授業の時間の 75％以上、英語を使った言語活動に取り組んでいる生徒の割合が増加

した。 

中学校 平成 26年度 16.1％ → 平成 30年度 42.7％ 

・ 授業における発話の 75％以上、英語で行っている教員の割合が増加した。 

  中学校 平成 26年度 15.8％ → 平成 30年度 32.3％ 

・ 英語スピーチコンテストの参加者が増加した。 

高等学校 平成 25年度：126人 → 平成 30年度：143人 

・ プレゼンテーション大会の開催により、多くの生徒の活躍の場とすることができた。 

  参加校・生徒数 H28 生徒 16校 62名 → 平成 30 生徒 16校 60名 

 [課題] 

・ 生徒の英語力を向上させるために、目標と指導と評価の一体化を一層図る。 
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施 策 名 ③ グローバル化に対応した産業教育の推進（学校支援課） 

平成26～30年

度の実施状況 

【点検】 

[平成 26～30年度の状況] 

「専門高校生国際化推進事業」 

・ 海外研修や留学生との交流等により、語学力の育成や国際化の進展を体感した。 

平成 26年度 飛騨高山高校、岐阜工業高校、大垣商業高校、大垣桜高校 

平成 27年度 大垣養老高校、岐南工業高校、中津商業高校、東濃実業高校 

平成 28年度 郡上高校、可児工業高校、土岐商業高校、海津明誠高校 

平成 29年度 恵那農業高校、大垣工業高校、武義高校、関有知高校 

平成 30年度 加茂農林高校、多治見工業高校、東濃実業高校、瑞浪高校 

「農業高校生海外実習派遣事業」 

・ブラジル及びオランダに農業高校生を 22日間派遣した。 

平成26年度（６校10人）、平成27年度（６校10人）、 

平成28年度（６校10人）、平成29年度（６校９人））、平成30年度（６校10人） 

[平成 30年度の取組] 

・ 「専門高校生国際化推進事業」として、農業科、工業科、商業科、生活産業科の４分

野ごとに各１校（加茂農林高校、多治見工業高校、東濃実業高校、瑞浪高校）を指定

し、海外の企業・高校等を視察（４校 30名）及び留学生等との交流を実施した。 

・ 「農業高校生海外実習派遣事業」として、農業高校生 10人を、ブラジル及びオラン

ダに派遣した。平成 30年度からは、ブラジル、オランダに加え、アメリカ、ドイツ

を追加した。 

取組による 

成果と課題 

【評価】 

[成果] 

・地元企業の海外拠点の見学や現地学生との交流により、国際的な感覚を有した職業

人育成に必要な考え方を身に付け、コミュニケーション能力育成の一助となった。 

・講話等を通じ、異文化理解やコミュニケーション能力、語学力という自ら習得すべ

き必要性を感じ、それらに取り組もうとする意欲も湧いている。 

・講話や校外研修により、企業の取組を見聞きして産業現場のグローバル化の現状を

理解することができた。 

・ ブラジル及びオランダに派遣した農業高校生が、農業大学校等へ進学したり、農業

関係企業に就職したりするなど、将来の地域農業の従事者育成に資することができた。 

[課題] 

・ コミュニケーション能力を育成する学習プログラムを充実させること 

・ 語彙力等を高めるプログラムを充実させること 

施 策 名 ④ グローバル化に対応するための指導力の向上（教育研修課） 

平成26～30年

度の実施状況 

【点検】 

[平成 26～30年度の状況] 

・経験年数に応じた研修における英語力向上の研修、海外派遣研修、英語教師の英語

力向上講座等の実施により、教員の英語力の向上を図った。特に、英語力向上の研

修では、ｅ-Learningによる英語学習の機会を提供し、集合研修にとらわれず研修

方法の改善を図った。また、全ての英語教員に対して機会を捉えて外部検定試験の

受験を勧めることで英語力向上に取り組んだ。さらに、令和２年度の小学校英語教

科化に対応する研修講座を新設し、新教材を活用した小学校英語の指導方法に係る

研修を通して教員の指導力向上を図った。 
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 [平成 30年度の取組] 

・ 英語教員の英語力向上、指導力向上、小学校英語教科化対応の 3 つに重点置き、以

下の海外派遣研修及び国内研修を実施した。 

＜派遣型研修＞ 

① 独立行政法人教員研修センター主催英語教員海外派遣事業補助 １人 

② 国外大学プログラム ８人 

＜国内研修＞ 

① 英語教師の英語力向上講座（通い２日間） 44人 

② 英語指導力向上講座 20人 

③ 英語教育推進リーダー中央研修派遣 10人 

④ 英語教育推進リーダーによる指導力向上研修 ５年間で悉皆 

⑤ 外部検定試験による成果検証 98人 

⑥ 英語教員の英語力向上研修（ e-Learning ） 92人 

⑦ 研修協力校による授業公開 小学校・中学校・高等学校で開催 

⑧ 英語教師の評価・充実講座 180人 

⑨ 小学校英語教科化対応講座 94人 

 

取組による 

成果と課題 

【評価】 

[成果] 

・ 海外研修派遣者や中央研修派遣者（英語教育推進リーダー）が様々な講座で講師を

務め、研修成果を広く共有して、多くの教員に還元することができた。 

・ 生徒の英語力について、中学生では CEFRA1レベル相当以上の割合が H29から H30に

8.7％伸びた。 

・小学校英語の教科化に向けて、初期段階の「読み・書き」の指導や新教材の取扱いに

ついて理解が深まった。 

 [課題] 

・ CEFRB2相当以上の英語力を有する中学校英語教員の割合をさらに増加させること 

 

（４）多文化共生社会を目指した外国人児童生徒の教育の充実 

■取り組むべき主な施策内容と評価 

施 策 名 ① 外国人児童生徒に対する支援の充実（学校支援課） 

平成26～30年

度の実施状況 

【点検】 

[平成 26～30年度の状況] 

・学校生活への適応指導や日本語指導を支援するため、外国人児童生徒の母語を使用

できる外国人児童生徒適応指導員を、外国人児童生徒が比較的多い地区の教育事務

所及び高校・特別支援学校に配置するとともに、必要に応じて各学校に派遣した。

平成 29年度から、タガログ語対応の適応指導員を２名増員し、日本語指導が必要

な外国人児童生徒に対して、学校生活への適応指導や日本語指導の支援をしてき

た。（平成 30年度配置状況：ポルトガル語対応 10名、タガログ語対応８名、中国

語対応１名、計 19名） 

・「外国人児童生徒教育連絡協議会」を年に１回開催し、市町村教育委員会及び各学

校における就学促進や効果的な指導・支援について、公開授業参観やその協議を通

して研修を行ってきた。 

・中学校、義務教育学校（後期課程）及び高校における日本語指導が必要な外国人生
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徒を対象にした特別の教育課程の編成・実施に向けたカリキュラム開発、小学校、

中学校及び義務教育学校における初期の日本語指導が必要な外国人児童生徒を対象

にした初期指導用カリキュラム等の開発に取り組んだ。 

[平成 30年度の取組] 

・ 上記の取組を実施した。 

取組による 

成果と課題 

【評価】 

[成果] 

・外国人児童生徒の母語（ポルトガル語、タガログ語、中国語）に対応した外国人児  

 童生徒適応指導員が、学校と連携を図りながら日本語指導の必要な児童生徒の状況

に応じて支援を行うことにより、外国人児童生徒の学校生活への適応が早くなると

ともに、学習の機会が保障できている。 

・ 外国人児童生徒適応指導員の派遣校は、適応指導員の派遣を始めた平成 21 年度の

29校から、平成 30年度は 85校に増加した。 

・ 市町村教育委員会と連携し、外国人児童生徒の受入れ体制の整備や効果的な指導・

支援の在り方について協議できた。 

・ 中学校及び高校で活用できる日本語指導等の指導計画及び教材を作成した。初期指

導用カリキュラム及び教材については開発途中である。 

[課題] 

・初期指導を終えた児童生徒が、通常学級に戻っても学力が向上できるように、日本

語の定着をより図れるカリキュラム及び教材の開発・工夫が必要であること 

・日本語指導・適応指導の充実による外国人児童生徒が就学しやすい環境づくり 

施 策 名 
② 高校卒業後のキャリア支援・就職支援に係る環境づくりの推進（外国人活躍・共生

社会推進課） 

平成26～30年

度の実施状況 

【点検】 

[平成 26～30年度の状況] 

・フィリピンやブラジルにルーツを持つ高校生などを対象に、以下のキャリア支援事

業等を実施した（（公財）岐阜県国際交流センター助成事業を含む）。 

  ・外国人の先輩社員や、ファイナンシャル・プランナーが、仕事のやりがいや、

働き方などを紹介するセミナー 

  ・日本の教育制度や、教育費、長期的な生活設計の必要性などを学ぶための生活

設計講座 

・平成 29年度から、新たに在住外国人の学生を対象としたインターンシップを実施

した。 

 

[平成 30年度の取組] 

・ 上記事業を実施した。 

取組による 

成果と課題 

【評価】 

[成果] 

・生徒が自らのキャリアを考える機会を提供するとともに、保護者に対しても子ども

の将来について考えてもらう機会を提供することができた。 

・永住化の進行や児童生徒の増加といった状況の変化と外国人県民の意見を踏まえ、

生活設計講座の充実や、インターンシップ事業を新たに実施するなど、内容の充実

を図ることができた。 

 ＜H30年度＞ 

  ・外国人高校生等を対象とした外国人の先輩社員や、ファイナンシャル・プラン

ナーによる講話（３回） 
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    東濃高校、不破高校、：参加者計 41名 

  ・外国人の子ども・保護者向けセミナー（４回） 

 加茂高校（定時制）、可児市国際交流協会、美濃加茂市のぞみ教室、 

ＨＩＲＯ学園：参加者計 76名 

・30年度から新たに、ライフプラン講座の動画配信を開始（日本語、ポルトガル

語、タガログ語） 

  ・インターンシップ 

    参加者：東濃高校   ３名（受入団体２） 

ＨＩＲＯ学園 ４名（受入団体３） 

 [課題] 

・ キャリア支援に向けた取組みの継続と充実を図ること 

施 策 名 
③ 地域や市町村が実施するプレスクールや学習教室等を運営するための環境づくりの推進（外国人活躍・

共生社会推進課） 

平成26～30年

度の実施状況 

【点検】 

[平成 26～30年度の状況] 

・県内のＮＰＯ法人が実施する“義務教育の就学年齢を超えた外国にルーツを持つ子

ども”に対する進学、就学支援事業を支援した（（公財）岐阜県国際交流センター

助成事業を含む）。 

・平成 29年度からは、市町村が多文化共生の推進に向けて行うハード整備を支援す

る「多文化共生推進補助金」を新設し、外国人児童生徒の初期指導教室の整備を支

援した。 

[平成 30年度の取組] 

・上記の事業を実施した。 

取組による 

成果と課題 

【評価】 

[成果] 

・進学、就学支援事業の支援 

  支援した教室等では、例年、30名程度の生徒に対し指導等が行われ、高校進学や

大学合格、中卒認定試験合格などの成果もあげている。 

 ＜H30年度＞ 

・３団体が行う支援教室や進路等相談事業に対して「岐阜県外国籍の子どもの進学支

援事業費補助金」により支援（受講者等計：31名） 

・多文化共生推進補助金 

  初期指導教室の整備事業について 1市（美濃加茂市）へ交付 

 [課題] 

・ 進学、就学支援に向けた取組みの継続と充実を図ること 

施 策 名 ④ 外国人学校の各種学校化・学校法人化への支援（私学振興・青少年課） 

平成26～30年

度の実施状況 

【点検】 

[平成 26～30年度の状況] 

・認可学校法人の学校運営経費に対し、専修学校及び各種学校教育振興費補助金によ

る支援を行った。 

・外国人学校の高等課程の生徒の世帯に対し、私立高等学校等授業料軽減補助金によ

る支援を実施した。 

[平成 30年度の取組] 

・上記の取組を継続して行った。 
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取組による 

成果と課題 

【評価】 

[成果] 

・ 認可学校法人の教育環境の維持及び向上並びに保護者の経済的負担の軽減が図ら

れ、児童生徒の就学機会の確保につながった。 

[課題] 

・ 外国人児童生徒が就学しやすい環境づくりを行うこと 

 

（５）キャリア教育の充実 

■取り組むべき主な施策内容と評価 

施 策 名 ① 児童生徒の発達の段階に応じたキャリア教育の推進（学校支援課） 

平成26～30年

度の実施状況 

【点検】 

[平成 26～30年度の状況] 

・小・中・義務教育学校においては「小・中学校進路指導主事等実践講習会」、高等学

校等においては「県進路指導主事会議」を開催し、キャリア教育の基本的な考え方

や指導の在り方等についての研修を実施した。 

・小・中・義務教育学校における全ての教育活動を通じたキャリア教育の推進のため

「キャリア教育実践事例集」を作成し、ホームページに掲載した。 

・就職者が多い普通科高等学校を中心にキャリア教育アドバイザーを配置するととも

に、外部リソース活用事業（平成 25～27年度）を実施した。 

[平成 30年度の取組] 

・上記の取組を実施した。「小・中学校進路指導主事等実践講習会」は県内６地区で年

１回開催、「県進路指導主事会議」は年２回開催した。 

・キャリア教育アドバイザーの配置状況：県立高等学校 21校 

取組による 

成果と課題 

【評価】 

[成果] 

・ 小・中・義務教育学校においては、９年間を見通した進路指導の重要性を理解する

ため、全ての学校のキャリア教育担当者が進路指導主事等実践講習会に参加した。 

・ 県立高等学校におけるキャリア教育アドバイザーは、平成 26年度の 16校から、平

成 30年度は 21校に配置を拡大し、キャリア教育を計画的に推進した。 

[課題] 

・ 各校において、キャリア教育の効果的な指導方法の共有を図ること 

施 策 名 ② 地域の人々や民間の力を利用したキャリア教育の充実（学校支援課） 

平成26～30年

度の実施状況 

【点検】 

[平成 26～30年度の状況] 

・ 全ての中学校（義務教育学校を含む。）で職場体験活動を実施できる体制や、全ての

県立高等学校でインターンシップを実施できる体制を整備した。 

[平成 30年度の取組] 

・ 上記の取組を実施した。 

取組による 

成果と課題 

【評価】 

[成果] 

・ ほぼ全ての中学校（義務教育学校を含む。）で、各中学校区やその近隣の企業、地域

の産業界等の理解や協力を得て、職場体験活動を実施した。 

（平成 29年度の公立中学校における職場体験活動の実施率 99.4％） 

・ 全ての県立高校で、インターンシップを実施した。 

（平成 30年度の全日制高等学校におけるインターンシップ体験の実施率 100％） 

[課題] 

・ 関係機関との連携強化に努め、職場体験等の受入先の拡充に取り組むとともに、地
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元企業等と連携した事前学習等の充実を図るなど指導方法の工夫や改善を行うこと 

施 策 名 ③ 個性を活かすキャリア教育の推進（男女共同参画・女性の活躍推進課） 

平成26～30年

度の実施状況 

【点検】 

[平成 26～30年度の状況] 

・県内で活躍している男女の「ロールモデル」を、女性の活躍応援ポータルサイト

『ぎふジョ！』や地域広報誌で紹介するとともに、女子学生を対象とした社会人女

性との交流イベントを開催し、ライフプランの早期形成の促進を図った。 

[平成 30年度の取組] 

・女子学生と岐阜で活躍する女性との交流会の開催 

参加人数：学生 31名、社会人 30名 

取組による 

成果と課題 

【評価】 

[成果] 

・ 女子大生と社会人女性との交流会を通し、ライフイベントを踏まえた将来について

の活発な意見交換があった。 

 [課題] 

・ 女子学生のみならず、男子学生の意識改革に向けた取組みも必要であること（男性

育児参加等） 

 

（６）産業教育の充実 

■取り組むべき主な施策内容と評価 

施 策 名 ① 産業教育の充実に向けた校種間や地域との連携の推進（学校支援課） 

平成26～30年

度の実施状況 

【点検】 

[平成 26～30年度の状況] 

・「専門高校生地域連携推進事業」として、研究期間を２年間とし「地域の課題解

決」、「ものづくり」、「人づくり」を視点に、地域と連携しながら専門教科の特色を

生かした取組を実践した。産業人として高度な資質・能力を備えた、本県産業をリ

ードする役割を担う、次代の優れた産業人育成に向けた実践的な活動に取り組ん

だ。 

平成 26～27年度  西濃地区４校（大垣養老高校、大垣工業高校、海津明誠高校、

揖斐高校） 

中濃地区４校（郡上高校、可児工業高校、武義高校、関有知高

校） 

 平成 28～29 年度  東濃地区４校（恵那農業高校、中津川工業高校、中津商業高

校、坂下高校） 

飛騨地区３校（飛騨高山高校、高山工業高校、益田清風高校） 

平成 30～31年度  西濃地区４校（大垣養老高校、大垣工業高校、大垣商業高校、 

大垣桜高校） 

[平成 30年度の取組] 

・ 「専門高校生地域連携推進事業」 

西濃地区における農業科、工業科、商業科、生活産業科各１校を指定した。 

１年目の研究成果として、平成 31年 1月に成果発表会を開催した。 

＜大垣養老高校＞地方創生へのアプローチ 

地域資源を活用した商品開発と持続可能な農業を目指して 

＜大垣工業高校＞ものづくりで地域に笑顔を 

グローバルエンジニアの育成を目指して 
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＜大垣商業高校＞地域社会における実践活動を通し、将来の西濃地域におけるビジ  

ネスリーダーとして活躍できる生徒の主体性・社会性の育成を図  

る 

＜大垣桜高校＞ 墨俣町の活性化 地域の課題を発見し解決策を提案しよう 

取組による 

成果と課題 

【評価】 

[成果] 

・専門高校の活動が新聞等で数多く取り上げられ、産業教育の魅力を発信できた。 

・「専門高校生地域連携推進事業」の成果発表会において、中学生や中学校の教員、運

営推進委員等に研究成果を発表することで、専門高校の魅力を伝えることができた。 

・地域を舞台に身に付けた専門的知識・技術を、実践的・体験的に活用することがで

きた。 

 [課題] 

・最先端の産業技術等の習得には、地元産業界、大学等との連携が不可欠であり、一

層の連携強化を推進すること 

施 策 名 ② スペシャリストの育成に必要な意欲的な学習の推進（学校支援課） 

平成26～30年

度の実施状況 

【点検】 

[平成 26～30年度の状況] 

・本県において地域の産業界を牽引し、先見性や創造性に富み、卓越した知識・技

術・指導力をもった人材育成のために、先進的な取組を行う県立専門高校が文部科

学省の「スーパー・プロフェッショナル・ハイスクール（SPH）事業」に指定さ

れ、実践的・体験的な取組を行った。 

[平成 30年度の取組] 

・ 「スーパー・プロフェッショナル・ハイスクール（SPH）事業」 

岐阜工業高校、岐阜農林高校を支援した。 

・航空宇宙産業の今後の発展や情報通信産業の振興を担うことができる人材の育成な

どを行った。 

・安全で安心な価値の高い食品ブランド化等に向けた取組を行った。 

・積極的に各種競技会、コンクール等へ参加した。 

取組による 

成果と課題 

【評価】 

[成果] 

・ 地場産業や岐阜県食材等の理解と消費者ニーズを反映した商品開発からモノづくり

を行う力が身に付いた。 

・県内航空機産業関連企業から指導を受け、航空機部品製造の一連の工程を想定した

学習を実施し、関連企業の理解や航空機部品製造に関する技能が向上した。 

・各種コンテスト・大会への挑戦が、生徒の学習意欲を向上させ、上位入賞につなが

った。産業教育に関する全国規模のコンテスト・大会における最高賞の受賞は以下

のとおりである。                    

データは P92に掲載 

 

 

＜農  業＞ 

全国高校生花いけバトル栗林公園杯２０１８ 優勝      （大垣養老高校） 

和牛甲子園          総合部門 最優秀賞     （飛騨高山高校） 

パテントコンテスト・デザインパテントコンテスト特許庁長官賞（岐阜農林高校） 

＜工  業＞ 

全国人工衛星・探査機模型製作コンテスト高校生部門  
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最優秀賞    （岐南工業高校） 

インターナショナル ロボットコンテスト２０１８ 

カーリングの部 国別対応団体戦    金メダル    （飛騨神岡高校） 

＜商  業＞ 

全国高等学校情報処理競技大会      団体優勝    （県立岐阜商業高校） 

全国高等学校簿記コンクール       団体優勝    （県立岐阜商業高校） 

全国高等学校ＩＴ・簿記選手権大会全国大会  

簿記部門 団体優勝    （県立岐阜商業高校） 

全国高等学校速記競技大会        団体優勝    （県立岐阜商業高校） 

個人優勝    （県立岐阜商業高校） 

 

全商協会主催全国大会（珠算・電卓、簿記、ワープロ、情報処理） 

全国ランキング１位（岐阜県） 

＜生活産業＞ 

東京国際キルトフェスティバル「日本キルト対象」ユース部門１位（大垣桜高校） 

全国高校生ホームプロジェクトコンクール最優秀賞   （揖斐高校・大垣桜高校） 

オレンジページ×味の素 KKジュニア料理選手権 グランプリ （大垣桜高校） 

 [課題] 

・特色ある取組や研究成果を各研究推進校や高等学校全体で共有できるようにするこ  

 と 

・身に付けた知識や技能を社会で活用できる実践力を身に付けること 

施 策 名 ③ 産学官との連携の充実（学校支援課）  

平成26～30年

度の実施状況 

【点検】 

[平成 26～30年度の状況]  

・高校生インターンシップ推進事業の実施 

当事業は、主体的な職業選択や職業意識の高揚、就労意識の形成・向上の役割を担 

っており、自己の職業適性や将来設計について考える機会として取り組んだ。 

平成 26年度：県立高校 62校／63校、実施生徒数：8,404人 

平成 27年度：県立高校 62校／63校、実施生徒数：8,229人 

平成 28年度：県立高校 63校／63校、実施生徒数：8,263人 

平成 29年度：県立高校 62校／63校、実施生徒数：8,115人 

・岐阜県職業能力開発協会と連携し、熟練技能者を小学校、中学校及び高等学校に派

遣。小学生から高校生まで段階的にものづくりに触れ、ものづくりの魅力発信と技

術・技能力の向上を図った。 

平成 26年度：（高校）12校で実技指導を実施、（中学校）７校で講義や体験教室 

平成 27年度：（高校）13校で実技指導を実施、（中学校）７校で講義や体験教室 

平成 28年度：（高校）13校で実技指導を実施、（中学校）９校で講義や体験教室 

（小学校）１校で体験教室 

平成 29年度：（高校）10校で実技指導を実施、（中学校）８校で講義や体験教室 

（小学校）５校で体験教室 

・商工労働部と連携し、社会人講師派遣合同交流会を開催し、工業高校生を対象に技

能検定等を受ける際に必要な技能の向上を図った。 

 

[平成 30年度の取組] 

・ 働くことの意義や将来の生き方、進路について考え、働くことに対する望ましい勤



第２章 第２次岐阜県教育ビジョン基本目標の取組状況 

基本目標１ 確かな学力の育成と多様なニーズに対応した教育の推進 

 

- 24 - 

 

労観や職業観を育成することを目的に「高校生インターンシップ推進事業」を展開

した。 

インターンシップ実施校：県立高校 63校／63校、実施生徒数：8,118 人 

・ 岐阜県職業能力開発協会よる「ものづくりマイスター等の活用に係る業務」等を活

用し、熟練技能者を小学校、中学校及び高等学校に派遣。 

高 校：12校で実技指導を実施（工業関係高等学校での実施率は100％） 

中学校：８校で企業見学や体験教室を実施 

小学校：５校で体験教室を実施（小学校及び中学校全13校で生徒向けと教員向け講

座を実施） 

取組による 

成果と課題 

【評価】 

[成果] 

・ 多様な年齢・立場の人、職業にかかわる様々な現場、体験を通して、自己と社会の

双方についての多様な気付きや発見を経験させる機会となった。 

[課題] 

・インターンシップを通して、主体的に進路を選択・決定する能力や職業観、勤労観

の育成等を図ること 

・産業界で活躍できる人材育成のために、地域産業、研究機関等との連携強化を図る

こと 

施 策 名 ④ 産業教育施設設備の計画的な更新整備（学校支援課） 

平成26～30年

度の実施状況 

【点検】 

[平成 26～30年度の状況]   

・ 産業教育設備として、以下の装置を整備した。 

・情報機器を活用した実習装置（文書処理、表計算、データベース、プログラミ

ング、CAD/CAM、CGデザイン、動画編集、Webページ制作、ネットワーク構築

等） 

電子計算組織（15校）、CAD/CAM実習装置・デザイン装置（８校）、情報処理 

実習装置 等（20校） 

・食品製造に関する実習装置 

    食品製造実習装置（６校） 

・コンピュータ数値制御で金属や木材を加工する装置 

    数値制御実習装置（４校） 

・電気配線を学ぶための装置  

シーケンス制御実習装置（２校） 

・測量機器 トータルステーション （２校） 

・その他、老朽化した設備の修繕を実施した。 

[平成 30年度の取組]   

・産業教育設備として、以下の装置の更新を行った。 

・電子計算組織（６校）、情報処理実習装置（５校）、商業技術実習装置（１校）、

総合実践実習装置（１校）、マーケティング実習装置（１校）  

・CAD システム装置（１校）、模擬負荷実習装置（１校）、数値制御実習装置（１

校）、食品製造実習装置（２校）、トータルステーション（１校） 

・その他、老朽化した設備の修繕を実施した。 

 

取組による 

成果と課題 

[成果] 

・ 専門的知識の基礎・基本を確実に身に付ける実験実習を充実するとともに、学校の特
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【評価】 色や地域産業の特色を生かした実験実習を行うために必要な教育環境の改善を図っ

た。 

[課題] 

・ 生徒の安全を確保するとともに、産業界と学校現場の実験実習施設環境との大きな

乖離が生じないよう、実験実習施設等の継続的・計画的な整備を進める必要がある

こと 

施 策 名 ⑤ グローバル化に対応した産業教育の推進（学校支援課）【再掲：基本目標１（３）③】 

 

（７）情報教育の推進 

■取り組むべき主な施策内容と評価 

施 策 名 ① ＩＣＴや多様なメディアの積極的な活用による教育改革（教育研修課） 

平成26～30年

度の実施状況 

【点検】 

[平成 26～30年度の状況] 

・文部科学省「人口減少社会におけるＩＣＴの活用による教育の質の維持向上に係る

実証事業(学校教育におけるＩＣＴを活用した実証事業)」委託事業で、遠隔授業の

有効な利用方法について研究を行った（平成 27～28年度）。 

[平成 30年度の取組] 

・ＩＣＴの積極的な活用を図るため、初任者研修及び基礎形成期選択講座（２～５年

目の教員対象）、「ＩＣＴ活用入門講座」等の e-Learning 講座５講座、「授業で活用

するプレゼンテーション講座」や「プログラミングと制御講座」等の情報関連講座

７講座、教科指導力等向上講座の「算数」・「数学」（小・中）の講座において、ＩＣ

Ｔの活用実践研修を実施した。 

・テレビ会議システムを活用した遠隔交流学習の支援を実施した。また、全県立学校

に整備されたＷｅｂ会議システムの運用を推進し、勤務場所を離れずに行う研修や

会議、手軽な遠隔交流授業の支援を行った。 

取組による 

成果と課題 

【評価】 

[成果] 

・授業でＩＣＴを利用して指導できる教職員の割合が向上した。データは P92に掲載 

・テレビ会議システム及びＷｅｂ会議システムを活用した研修や授業の実施により、

機器整備や指導方法について検討し、より効率のよい活用方法や運用方法を計画す

ることができた。 

・通信制課程における家庭学習（反転学習）や、特別支援学校教員研修において、e-

Learningシステムを活用し、学習活動や教員研修を実施することができた。 

[課題] 

・社会や時代の変化に対応したＩＣＴ機器の整備と更新を行うこと 

・学習意欲や知的好奇心を引き出す学習方法について、更に研修の充実を図ること 

施 策 名 ② 情報教育に関する指導力の向上（教育研修課、学校安全課） 

平成26～30年

度の実施状況 

【点検】 

[平成 26～30年度の状況] 

・文部科学省「ＩＣＴを活用した教育推進自治体応援事業（ＩＣＴを活用した学びの

推進プロジェクト）」委託事業を実施。研修プログラムを作成し、リーダー研修を実

証校４校で実施した（平成 27～28年度）。 

 

[平成 30年度の取組] 

・ 「情報モラル指導者養成講座」（希望研修）、「情報モラルとセキュリティに関する
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教員研修」（出前講座）、初任者研修及び基礎形成期選択講座（２～５年目の教員対

象）における「情報にかかわる研修」の実施に加え、情報モラル調査（全公立学校

を対象に各学校で抽出調査を実施）、情報モラル普及啓発用リーフレットの作成・

配布を行った。 

・ 研修方法を講義中心の研修から教科等の小グループ等による対話的で主体的なもの

とし、自己研鑽しながら学び続け指導力を高められるよう働きかけた。 

・プログラミングやＩＣＴの利活用について、出前講座「ＩＣＴ活用」により各ニー

ズに応じた研修を通じてＩＣＴ活用指導力の向上を図った。 

取組による 

成果と課題 

【評価】 

[成果] 

・ 教員研修を通じ、情報モラルの必要性の意識の高揚とともに、学校で情報モラルな

どを指導できる教職員の割合が向上した。 

データは P92に掲載 

・教員のＩＣＴを利活用し工夫した授業をしようとする意識が高くなった。 

・ＩＣＴを活用した教員の指導力向上のための研修プログラムを作成した。 

 [課題] 

・校種によって情報モラルなどを指導できる教職員の割合に差があるので、全校種で

指導力向上を図ること 

・社会や時代の変化に対応した研修の充実を図ること 

施 策 名 ③ 安全・安心な岐阜県教育情報ネットワーク（学校間総合ネット）の運用と環境整備（教育財務課・特別支援教育課） 

平成26～30年

度の実施状況 

【点検】 

[平成 26～30年度の状況] 

・ いつでも安心してネットワークを使用できるよう、平成 26年 12月に学校間総合ネ

ットのデータセンター機器を再構築し維持運用管理を行った。 

・ 児童生徒が使用する教育用パソコン及び周辺機器や、教員が使用する校務用パソコ

ンを更新した。 

・ ネットワークに接続するパソコン等の個体認証、電子メールの誤送信防止やＵＳＢ

メモリの利用制限を行うシステムを導入し、情報漏えい防止に向けた情報セキュリ

ティ対策の強化を図った。 

・ 「情報セキュリティ研修」を県立学校情報化推進担当者全員に対して毎年実施した。 

・ 平成 29 年 9 月に県立学校図書館管理システムを統一して、学校を超えて蔵書を検

索できる仕組みを導入した。 

[平成 30年度の取組] 

・ 上記の取組に加えて、未整備であった県立特別支援学校の体育館へネットワークを

配線することにより、ＩＣＴ機器を利活用できる環境整備を行った。 

取組による 

成果と課題 

【評価】 

[成果] 

・ 適切なフィルタリングにより安全かつ快適にインターネットを活用する教育活動を

支援した。 

・ データセンターにサーバを集約することで、学校の担当者がサーバ管理から解放さ

れ、ＩＣＴ機器の利活用に専念できる環境整備を行い順次移行している。 

・ ネットワークに接続するパソコン等の個体認証、電子メール誤送信防止やＵＳＢメ

モリ利用制限のシステムを導入することにより、情報漏えいのリスクが低減した。 

・ 県内の遠隔地バックアップにより、災害時におけるデータの保全を図った。 

[課題] 

・ 情報漏えい対策など情報セキュリティの更なる強化と、安全安心に活用できる安定
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したネットワーク運用を維持するための保守と更新を行うこと 

施 策 名 ④ インターネットの安全・安心な利用に関する啓発の充実（私学振興・青少年課、学校安全課） 

平成26～30年

度の実施状況 

【点検】 

[平成 26～30年度の状況] 

・教育、学校、保護者、事業者、行政の関係機関で構成する「ネット安全・安心ぎふ

コンソーシアム」において、青少年のネット安全・安心利用に向けた環境整備を推

進するため、以下の取組みを実施した。 

ケータイ・安全安心利用研修会の促進（学校等へ無料講師を派遣） 

保護者向けの情報モラル普及啓発リーフレットの作成・配布 

小中高生向けワークショップの実施 

保護者・教職員関係者等向けのフォーラムの開催 

・小学生～高校生向けの情報モラル普及啓発用リーフレットを作成し、県内全ての公

立及び私立の小中学校、義務教育学校、高等学校、特別支援学校に配布している。 

・学校裏サイト等のネットパトロールを実施している。 

[平成 30年度の取組] 

上記の取組みについて以下のとおり実施した。 

・ ケータイ安全・安心利用研修会の開催促進（学校等へ無料講師の派遣 162件）。 

・情報モラル普及啓発用リーフレットの発行。（25万 5千部）。 

・情報モラル普及啓発用リーフレットの発行。（学校安全課発行分 21万部） 

・ 小中高校生向けの「ネット安全・安心ぎふワークショップ」の実施(７回)。 

・ 学校裏サイト等のネットパトロール事業を専門業者に委託して実施。                                                                                                                                                                                                                                  

取組による 

成果と課題 

【評価】 

[成果] 

・ 「ネット安全・安心ぎふワークショップ」（約 150人参加）の開催等により、青少年

のネット利用に関する県民の意識向上が図られた。 

・ ネットパトロール業務は、ＳＮＳの多様化により状況把握が難しくなってきており、

報告数も減少していたが、専門業者への委託により検知数は増加した。 

（H26:1,093件 H27:301件 H28:56件 H29:33件  H30:1885件 ） 

[課題] 

・ 青少年が有害情報に接触する危険性や、ネット依存に陥りやすい傾向が高まってお

り、学校における情報モラル指導の工夫等、さらなる対策が必要 

・ ＳＮＳの多様化により状況把握が難しくなってきており、ネットパトロールの専門

業者への委託等の対策が必要 

 

（８）幼児期からの教育の充実 

■取り組むべき主な施策内容と評価 

施 策 名 ① 幼保小が連携して行う幼児一人一人の発達に応じた指導の充実（学校支援課） 

平成26～30年

度の実施状況 

【点検】 

[平成 26～30年度の状況] 

・幼児教育に関する有識者、市町村関係者、幼稚園や保育所、認定こども園、小学校

の関係者、保護者や地域の代表による幼児教育推進会議を開催し、幼児教育の更な

る充実に向けた検討を行った。 

・平成 28年３月には、「第１次岐阜県幼児教育アクションプラン」の成果と課題を踏

まえつつ、更なる振興・充実を図るために「第２次岐阜県幼児教育アクションプラ

ン」を策定した。 



第２章 第２次岐阜県教育ビジョン基本目標の取組状況 

基本目標１ 確かな学力の育成と多様なニーズに対応した教育の推進 

 

- 28 - 

 

・「第２次岐阜県幼児教育アクションプラン」の推進のために、「３つの深まる」（①

幼稚園や保育所、認定こども園と小学校の円滑な接続、②特別支援教育の体制整

備、③子育て支援ネットワーク体制の確立と家庭学級を通じた乳幼児からの子育

て支援）を重点的に取り組むべき内容とし、更なる幼児教育の充実を図っている。 

・ 平成 29年度は、「岐阜県幼児教育推進会議」を３回開催した。また、「岐阜県版接続

期カリキュラム」の作成に向けて、「幼保小連携資料作成委員会」を７回開催した。 

[平成 30年度の取組] 

・ 「岐阜県幼児教育推進会議」を２回開催した。 

・ 作成した「岐阜県版接続期カリキュラム」の普及・啓発を図った。 

取組による 

成果と課題 

【評価】 

[成果] 

・ 「岐阜県幼児教育推進会議」において、「第２次岐阜県幼児教育アクションプラン」

についての理解を深めるとともに、進捗状況や今後取り組むべき内容について検討

することができた。 

・ 「幼保小連携資料作成委員会」において、各園、学校等で作成する幼児期の教育から

小学校教育への接続を円滑にするためのカリキュラムの指針「岐阜県版接続期カリ

キュラム」を作成することができた。 

・ 作成した「岐阜県版接続期カリキュラム」が、各園、学校等で作成する幼児期の教育

から小学校教育への接続を円滑にするためのカリキュラムの指針として、県内で活

用されつつある。 

[課題] 

・ 「第２次岐阜県幼児教育アクションプラン」を推進すること 

・ 「岐阜県版接続期カリキュラム」の普及及び活用に向けての啓発 

施 策 名 ② 幼児の健やかな成長を願う子育てネットワーク体制の確立（学校支援課） 

平成26～30年

度の実施状況 

【点検】 

[平成 26～30年度の状況] 

・「第２次岐阜県幼児教育アクションプラン」の策定に向けて、幼稚園や保育所、認

定こども園と地域の子育て支援センター等が連携できるよう、「アクションプラン

実践協力地域」に協力を依頼し、関係部局が協力して保護者の子育て不安を解消し

たり、幼児との関わり方を支援したりする子育て支援の実践事例を収集した。 

[平成 30年度の取組] 

・県内６地区で行った「家庭教育学級リーダー研修会（幼保対象）」において、幼稚園

における子育て支援の実態について把握し、幼児教育推進会議で報告した。 

・研究団体における調査研究の重点内容に子育て支援ネットワーク体制の構築を位置

付けて、実践を収集した。 

取組による 

成果と課題 

【評価】 

[成果] 

・研究調査園における成果と課題を、「研究指定園報告会」にて発表し、県内の幼稚園

と共有することができた。 

 [課題] 

・ 各地域の子育て支援ネットワークの状況について、より良い実践事例を収集し、市

町村へ普及・啓発をすること 

 

施 策 名 ③ 家庭教育を通じた乳幼児期からの子育て支援（環境生活政策課） 
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平成26～30年

度の実施状況 

【点検】 

[平成 26～30年度の状況] 

・幼少期から各家庭において基本的な生活習慣を身に付けられるよう、乳幼児期の保

護者を対象とした家庭教育学級のリーダーを養成する研修会を開催した。 

【家庭教育学級のリーダーを養成する研修会参加者数（人）】 

年度 保護者リーダー 園指導者 市町村担当者 その他 計 

H26 344 135 61 26 566 

H27 316 142 64 1 523 

H28 311 107 68 0 486 

H29 396 142 65 31 634 

H30 375 135 84 32 626 

 

[平成 30年度の取組] 

・ 多くの保護者が参加し、充実した家庭教育学級が開催されるよう、６地区８会場で

家庭教育学級リーダー研修会を開催した。 

・ リーダーを養成する研修会では、担当者から家庭教育学級の運営方法の説明を聞く

だけでなく、優れた実践の発表や参加者の意見交換を行うなど、参加者が意欲的、主

体的に参加できる内容にした。 

取組による 

成果と課題 

【評価】 

[成果] 

・私立幼稚園の参加者数は平成２９年度に１５園だったものが、平成３０年度は新た

な園の参加で２４園になった。幼稚園への家庭教育学級の周知が進んでいる。 

・ リーダー研修会で実践発表や意見交換の時間を設けたことで、研修者の意欲を高め、

実践に向けた具体的アイデアを学ぶことができる充実した研修となった。 

[課題] 

・ 幼稚園、保育所等職員の参加をさらに促進するとともに、多くの保護者が参加でき

るよう、家庭教育学級の開催場所を工夫すること 

 

（９）私立学校教育の振興  

■取り組むべき主な施策内容と評価 

施 策 名 
① 私立学校の振興（私学振興・青少年課） 

② 児童生徒のニーズに応える特色ある学校づくり（私学振興・青少年課） 

平成26～30年

度の実施状況 

【点検】 

[平成 26～30年度の状況] 

・教育条件の向上、保護者の経済的負担の軽減、特色ある学校づくりの支援等のため

私立学校教育振興費補助金による支援を実施した。また、公立高校との授業料格差

是正、保護者の経済的負担軽減を図るため、私立高等学校等授業料軽減補助金によ

る支援を実施した（国の高等学校等就学支援金に合わせ、年収 250 万円未満の世帯

の生徒については、授業料実質無償化を実現）。 

[平成 30年度の取組] 

・上記の取組を継続して行った。 
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取組による 

成果と課題 

【評価】 

[成果] 

・ 私立学校の教育に要する経常経費について支援し、安定した学校運営の確保を図る

とともに、教育改革を支援し、各学校の創意と工夫による魅力ある学校づくりを推

進した。 

・ 教育費負担の軽減を図ることにより、高校生等の就学機会の確保につながった。 

[課題] 

・ 持続可能な私立学校運営を確保すること 

・ 選ばれる、一層魅力のある学校づくりを行うこと 
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（１）心の教育の充実と望ましい人間関係を築く力の向上 

■取り組むべき主な施策内容と評価 

施 策 名 
① 命を大切にする心、思いやりや助け合いの心、自律の心など「あたたかい心」を育

む道徳教育の充実（学校安全課、学校支援課） 

平成26～30年

度の実施状況 

【点検】 

[平成 26～30年度の状況] 

・ 「心を育てる教育計画訪問」によって県内の全小学校、中学校及び義務教育学校を

訪問し、道徳の時間（特別の教科 道徳）を要として、学校の教育活動全体を通し

た道徳教育が充実するよう指導を行った。 

・ 郷土の先人を取り上げた指導資料「心に響くふるさとの道徳教育資料」（小・中学校

編）を作成・配付した。 

・ 一部改正学習指導要領及び新学習指導要領による「特別の教科 道徳」の新設に伴

い、「実施の手引き及びＱ＆Ａ」を作成・配付した。 

・ 県警提唱の高等学校及び特別支援学校におけるＭＳリーダーズ活動が浸透し、清掃

活動や挨拶運動、街頭での交通安全運動等、高校生が自主的に非行防止やボランテ

ィア活動を展開している。 

・H27からは中学生によるＭＳJ（ＭＳジュニア）リーダーズ活動を推進している。 

[平成 30年度の取組] 

・ 「心を育てる教育計画訪問（第 13期２年次）」により、「特別の教科 道徳」を要と

して、学校の教育活動全体を通した道徳教育が充実するよう指導を行った。 

・一部改正学習指導要領及び新学習指導要領を踏まえ、「特別の教科 道徳」の趣旨や

目標、内容について理解が図られるよう道徳教育パワーアップ研究協議会を開催し、

周知徹底を図った。（道徳教育パワーアップ研究協議会参加者数：326名） 

・ 中学校におけるＭＳJ（ＭＳジュニア）リーダーズ活動が定着してきた。 

取組による 

成果と課題 

【評価】 

[成果] 

・ 小学校、中学校及び義務教育学校では、教育活動全体を通した道徳教育の全体計画

が全ての学校で作成されている。また、「特別の教科 道徳」の指導においては、

基本目標２ 豊かな心と健やかな体を育む教育の推進 

 学校、家庭、地域など、様々な集団の中における多様な体験活動・交流活動を通じて、

コミュニケーション機会の充実を図り、望ましい人間関係を築く力を養うとともに、人

を思いやる心、自分自身を大切にする心、命を大切にする心、自然を愛する心などを育

みます。 

 いじめは、決して許されず、また、どの学校でもどの子どもにも起こりうるという認識

のもと、その兆候をいち早く把握し、迅速に対応できる体制の充実を図るとともに、不

登校や問題行動に対しても、未然防止と早期対応に向けた取組を推進します。 

 地域の自然や歴史、文化及び産業などに関する学習や体験の機会を充実し、子どもたち

に「ふるさと岐阜」への誇りと愛着を育むふるさと教育を推進します。 

 生涯を通じて健康でいきいきとした生活を送ることができるよう、望ましい生活習慣・

食習慣の確立や健康・体力の向上を図ります。 
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ねらいや指導構想を明確にし、児童生徒が道徳的価値を自覚するための発問を吟味

するなどの授業改善が進められている。 

・ 平成 30 年度は、県内延べ 110 校の高校及び特別支援学校で 8,023 人がＭＳリーダ

ーズの活動に参加し、小・中学生、ＰＴＡ、地域住民と共に、挨拶運動等に取り組

んだ。また、中学校におけるＭＳＪリーダーズも本格的に活動が始まり、県内 164

校 7,734人が参加した。 

 [課題] 

・ 「特別の教科 道徳」の全面実施（小学校：H30、中学校：H31）を踏まえ、教科書

を活用した指導計画の充実と児童生徒が自己の生き方を見つめ考えを深めるため

の指導方法の工夫改善が適切に行われること 

・ ＭＳリーダーズとＭＳＪリーダーズとの連携強化 

施 策 名 ② 学校、家庭、地域が一体となった道徳的実践力を育てる運動の展開（学校支援課） 

平成26～30年

度の実施状況 

【点検】 

[平成 26～30年度の状況] 

・ 道徳教育パワーアップ研究協議会を開催し、小学校、中学校及び高等学校の各実践

校の取組、地域の道徳教育の充実を図る取組の発表等を行い、学校、家庭・地域が

一体となった取組の具体例を示し、説明を行った。 

・ 県民運動として展開している「１家庭１ボランティア」運動の機運を醸成するため、

啓発チラシ（チャレンジカード・「１家庭１ボランティア」ポスター）等を作成・配

付した。 

・「１家庭１ボランティア」郵便を実施し、道徳教育パワーアップ研究協議会やふる

さと教育フェスタの会場、道徳教育振興会議ホームページ上等で掲示・掲載し、紹

介した。 

[平成 30年度の取組] 

・ 道徳教育パワーアップ研究協議会を開催し、小学校、中学校及び高等学校の各実践

校の取組、地域の道徳教育の充実を図る取組の発表等を行い、学校、家庭・地域社

会が一体となった取組の具体例を示し、説明を行った。 

（道徳教育パワーアップ実践校：郡上市立八幡小学校、本巣市立糸貫中学校、県立

羽島北高校） 

・ 岐阜県道徳教育振興会議実践協力校において、各実践校の道徳教育の充実を図る取

組の発表等を行い、学校、家庭・地域社会が連携した取組の具体例を示し、説明を

行った。 

（岐阜県道徳教育実践協力校：揖斐川町揖斐小学校、県立羽島北高等学校） 

・ 県民運動として展開している「１家庭１ボランティア」運動の機運を醸成するため、

啓発チラシ（チャレンジカード・「１家庭１ボランティア」ポスター）等を作成・配

付した。 

・「１家庭１ボランティア」郵便を実施し、一部作品を道徳教育啓発資料や道徳教育

振興会議ホームページ上等で、掲示・掲載し紹介した。 

取組による 

成果と課題 

【評価】 

[成果] 

・ 道徳教育パワーアップ研究協議会における小学校、中学校及び高等学校の各実践校

による取組の発表では、児童生徒の道徳性の高まりや指導方法の工夫について提案

することができた。また、地域の道徳教育の充実を図る取組の発表では、家庭・地

域社会と連携した道徳的実践についての取組を提案することができた。 

・ 岐阜県道徳教育振興会議実践協力校における地域の道徳教育の充実を図る取組の
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発表では、家庭・地域社会と連携した道徳的実践についての取組を提案することが

できた。 

・ 「１家庭１ボランティア」郵便が、はがきという手軽なサイズだったため、比較的容易に参

加することができ、「１家庭１ボランティア」運動への応募が増えた。 

・ ボランティア活動に参加したことがある児童生徒の割合が向上しつつある。 

データは P92に掲載 

[課題] 

・ 学校、家庭、地域が一体となって児童生徒の道徳的実践力を育てるために、「１家庭

１ボランティア」運動を継続し、その充実を図っていく必要があること 

施 策 名 ③ 一人一人が安心して学び合える教育体制づくり（学校安全課、学校支援課） 

平成26～30年

度の実施状況 

【点検】 

[平成 26～30年度の状況] 

・ いじめ・不登校等未然防止事業における「あったかい言葉かけ運動」参加作品数は、

平成 26年度の 59,937点から平成 30年度 118,662点と大幅に増加し、「仲間のよさ

を見つける活動」が広がりを見せている。 

・ 一人一人の児童生徒に自己肯定感を育むために、学級で「よさ見つけ」の活動を位

置付け、認め合う雰囲気づくりを推進した。 

・ 指導主事が学校を訪問した際に、特別活動主任が学級経営について語る場の設定

や、特別活動に係る現職研修の実施など、特別活動について学び合う機会を設けた。 

・ 全ての公立小学校、中学校及び義務教育学校を対象に実施している「心を育てる教

育計画訪問」において、道徳の時間に加え特別活動等も公開し、教育活動全体を通

して道徳教育の充実を図った。 

[平成 30年度の取組] 

・ 「あったかい言葉かけ運動」の取り組みを推進した。 

・ 県の特別活動担当指導主事会にて、Ａ４サイズ１枚の指導啓発資料「学級経営の充

実のために～思いに光をあてる学級づくりを～」を作成し、全教育事務所が各種学

校訪問の場で配付し、共通の指導を行えるようにした。 

・ 全ての公立小学校、中学校及び義務教育学校を対象に実施している「心を育てる教

育計画訪問」において、「特別の教科 道徳」に加え特別活動や帰りの会等の公開も

位置付け、教育活動全体を通して道徳教育の充実を図った。  

「心を育てる教育計画訪問」180校（参加数：3,532名） 

取組による 

成果と課題 

【評価】 

[成果] 

・ 学級経営の指導啓発資料を作成したことにより、各種の学校訪問で特別活動につい

ての指導を行う際の共通基盤ができ、県として次に目指すべき方向を明らかにする

ことができた。 

・ 本県の各地域において、挨拶運動やボランティア活動等に取り組む地域が数多くみ

られるなど、奉仕活動等への参加意識の向上が図られている。 

[課題] 

・ 全教育活動を通して道徳教育の更なる充実が図られるよう、道徳教育と他の教育活

動との連携を図った全体計画及び指導計画の改善を図ること 

・ 学級経営において「よさ見つけ」の活動が広まった反面、形式的になりつつある側

面も見られるため、作成した指導啓発資料をもとに更なる内容の充実を図ること 

・ 一人一人のよさを見つけ、互いに認め合う温かい仲間づくりを基盤とした学級経営

の中で、「特別の教科 道徳」を要とした学校の教育活動全体を通じて、日常生活や
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体験活動等との関連を図りつつ、意図的・計画的な道徳教育推進の一層の充実を図

ること 

施 策 名 ④ 読書活動の推進（文化伝承課） 

平成26～30年

度の実施状況 

【点検】 

[平成 26～30年度の状況] 

・ 「岐阜県子どもの読書活動推進計画（第３次）」（平成 27年度～平成 31年度）を策

定（平成 27 年 3月）した。 

・ 公共図書館、学校図書館等の子どもの読書推進のため、図書館等の職員を対象とし

た「児童サービス実践研修講座」を開催した。 

・ 県図書館での子どもの読書活動推進のため、幼児から小学生向けの「おはなし会」、

「お父さんお母さんのための読み聞かせ講座」に加え、平成 28年度は「子育て世代

のための文化系トーク」、平成 29年度から親子で参加できるプログラム「パパと過

ごす図書館」を開催した。 

・ 特に中高生の読書活動推進を図るため、平成 29 年 1 月に県図書館に「ティーンズ

コーナー」を設置した。また、平成 29年度から県図書館で講演会・ワークショップ

等の中高生向け事業を開催した。 

・ 高校での読書活動を充実するため、県図書館所蔵資料の高校への貸出配送を実施し

た。 

・ 子どもの読書環境を整えるため、市町の図書館を経由して児童生徒用の調べ学習図

書等のセット貸出を行い、学校と市町図書館の連携による資料活用を推進した。 

・高校生の読書活動推進を図るため、全国高等学校ビブリオバトルの予選大会となる 

岐阜県大会と、ビブリオバトルを体験できる講習会を開催した。(平成 28年度～) 

・ 高校生の読書活動推進と自ら考える力の育成を図るため、平成 28 年度からイラス

トＰＯＰ部門を新設し、「清流の国ぎふ・おすすめの１冊コンクール」を開催した。 

[平成 30年度の取組] 

・上記の取組みを実施した。 

「児童サービス実践研修講座」における満足度 「大変満足」92％「満足」8％ 

出前講座 児童サービス関連 5回、地図関連 4回、その他 2回 

幼児から小学生向けの「おはなし会」実施回数 40回・参加者数  588人 

「お父さんお母さんのための読み聞かせ講座」（毎年１回開催）参加者数19人 

「パパと過ごす図書館」（上記「お父さんお母さんのための読み聞かせ講座」を 

含めて６回開催）参加者数 134人 

中高生向けの図書購入 289冊 

高校への貸出冊数 1,675冊 

児童・生徒用の調べ学習図書・朝読書用図書セット貸出学校数71校 

県内公立図書館との連携スタンプラリー（36館参加）1回 

「全国高等学校ビブリオバトル岐阜県大会」・講習会（2回） 

講習会参加者数50人・大会参加者数18人 

  「清流の国ぎふ・おすすめの１冊コンクール」高校生の応募点数 

           紹介文98点 ＰＯＰ104点 イラストＰＯＰ215点 

取組による 

成果と課題 

【評価】 

[成果]  

・子どもたちや保護者に対し、読書活動に触れる機会を提供することができた。 

[課題] 

・ボランティアの連携・参加による読み聞かせイベントなど読書活動を一層推進する



第２章 第２次岐阜県教育ビジョン基本目標の取組状況 

基本目標２ 豊かな心と健やかな体を育む教育の推進 

 

- 35 - 

 

こと 

※ 「自分にはよいところがあると思う児童生徒の割合」及び「将来の夢や目標を持っている児童生徒

の割合」のデータは P90に掲載。 

 

（２）人権教育の推進 

■取り組むべき主な施策内容と評価 

施 策 名 ① 今日的な人権課題に関する教職員研修の充実（教育研修課、学校支援課） 

平成26～30年

度の実施状況 

【点検】 

[平成 26～30年度の状況] 

・ 人権教育幹部研修会、人権教育教員研修会、高等学校・特別支援学校人権教育教員

研修会、高等学校・特別支援学校人権教育担当者連絡会を実施した。 

・ 人権教育講座や経年研修等（新任主幹教諭研修、６年目研修等）の研修において、

同和問題をはじめとした人権課題や「認識力・自己啓発力・行動力」育成の意義に

ついての講義を位置付け、研修を実施した。 

・情報モラル指導の充実を図るため、「情報モラル教育指導者養成講座」、初任者研修

（情報モラル教育、個人情報の管理）、３年目研修（情報に関わる研修）を実施し

た。 

[平成 30年度の取組] 

・ 次の取組を実施した。 

人権教育教員研修会(小・中・義務教育学校の教員対象)  ６地区９会場（478人） 

人権教育幹部研修会(小・中・義務教育学校の管理職･人権教育主任対象) 

６地区16会場（953人） 

人権教育教員研修会(高等学校・特別支援学校の教員対象) ８地区15会場（240人） 

人権教育担当者連絡会(高等学校・特別支援学校の教員対象)   １会場（115人） 

取組による 

成果と課題 

【評価】 

[成果] 

・上記の研修を各学校からの悉皆参加実施することで、参加者の理解が図られるとと

もに、研修内容等を学校職員へ伝達することで、同和問題や性的指向、性同一性障

がいを理由とする差別など今日的課題についての周知を進めることができた。 

・ 教員研修を通して、情報モラルの必要性の意識の高揚とともに、学校での情報モラ

ル教育の実践も行われるようになった。 

・ 教科における「人権教育の観点」を明確にした指導の在り方や、人権に関わる今日

的な課題についての理解等が図られ、教員の校内での指導に役立った。 

[課題] 

・ インターネット等による人権侵害の発生などの今日的な人権課題について、学校・

家庭において、より一層理解を深めるために、情報モラル教育の指導を継続的に行

う必要がある。 

・ 「性同一性障害に係る児童生徒に対するきめ細かな対応の実施等」（平成27年4月

30日付け文部科学省通知）や「部落差別の解消の推進に関する法律」などの周知

を徹底するなど、人権課題に関する理解を一層促すとともに、授業実践の充実を

図ること 
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施 策 名 ② 人権教育における行動力を養う「ひびきあいの日」の充実（学校支援課） 

平成26～30年

度の実施状況 

【点検】 

[平成 26～30年度の状況] 

・ 人権教育における行動力の育成を図る取組については、これまでの各学校が設定す

る日のみの取組である「ひびきあいの日」を更に充実させ、平成３０年度からは日

頃から家庭・地域と連携しながら意図的・計画的な取組「ひびきあい活動」とした。

このことについては、研修会等で趣旨等を確認し、意見交換を行った。 

・実施報告書を取りまとめ、表彰校の決定と表彰を行った。 

[平成 30年度の取組] 

・ 幼稚園 18 園、小学校 93 校、中学校 45 校、高校 17 校、特別支援学校６校（計 179

校）を「ひびきあい賞」として表彰した。 

・ 優れた取組を継続して行っている園・学校（２園、17校）を「人権文化あふれる学

校賞」として表彰した。 

取組による 

成果と課題 

【評価】 

[成果] 

・ 管理職のリーダーシップのもと、学校において培いたい行動力を明らかにし、「ひび

きあい活動」の趣旨を理解した上で、意図的、計画的に実践しようとする意識が高

まっている。 

・ 児童会・生徒会が中心となって学校生活における身近な問題の解決を図り、自らの

人権意識を高めようとする自主的・実践的な活動が広がっている。 

・ 「ひびきあい活動」の取組では、家庭・地域と連携した学校の取組が充実してきた。 

[課題] 

・ 同和問題をはじめとする様々な人権課題を、教科、「特別の教科 道徳」、特別活動、

総合的な学習の時間・外国語活動等において計画的に取り上げ、一人一人が様々な

人権課題を自分の問題として捉え、自己の生き方を考える契機となるよう、指導の

一層の充実を図る必要があること 

施 策 名 ③ 家庭や地域と連携した人権教育の推進（人権施策推進課） 

平成26～30年

度の実施状況 

【点検】 

[平成 26～30年度の状況] 

・地域で人権教育・啓発活動を推進するリーダーの育成及び資質向上を図るためにセ

ミナーを開催した。 

・家庭内で人権問題について考え、豊かな人権感覚を育むための資料「社会人権学習

資料」を作成し、小学 6年生、中学 2年生の保護者等に配布した。 

[平成 30年度の取組] 

・ 教員、行政職員、人権擁護委員、福祉関係職員など地域で活動を推進しているリー

ダー等を対象に以下のセミナーを開催した。 

インターネットによる人権侵害について学ぶ生き合いセミナー 参加者 104名 

・ 社会人権学習資料について、12月上旬までに 44,000部を配布した。 

取組による 

成果と課題 

【評価】 

[成果] 

・ 受講後のアンケートで、99％の人からセミナーのテーマへの「関心や理解が深まっ

た」、100％の人からセミナーの内容に「満足した」との回答があった。 

・ 社会人権学習資料については、冬休み期間中に家庭で人権について考えるきっかけ

になった。 

[課題] 

・ 参加者のニーズに合わせて研修内容を検討し、継続して開催する必要があること 
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・ 家庭に対する情報提供など保護者の人権意識の高揚を図るための学習機会の充実

を図ること 

施 策 名 ④ 若年層に向けたＤＶ予防啓発の推進（子ども家庭課） 

平成26～30年

度の実施状況 

【点検】 

[平成 26～30年度の状況] 

・平成 25年度に策定した「ＤＶ防止基本計画」（第３次：平成 26年度～平成 30年度

までの５年間）に基づき、対象を中学生に拡大して啓発事業を実施。 

[平成 30年度の取組] 

・ 県内の中学・高校・大学・専門学校等へ案内を送付。申込みのあった 15校へ講師を

派遣し、延べ 3,972人に対して事業を実施した。 

取組による 

成果と課題 

【評価】 

[成果] 

・ 若年層を対象に「女性の人権」及び「女性に対する暴力の根絶」に対する意識啓発

を行った。 

[課題] 

・ 教職員、福祉関係者への啓発も引き続き実施していく必要があること 

・ 引き続きより多くの若年層へのＤＶ防止啓発を行う必要があること 

 

（３）いじめ等の問題行動や不登校への対応と教育相談体制の充実 

■取り組むべき主な施策内容と評価 

施 策 名 
① いじめ等の問題行動や不登校を生まない魅力ある学校づくりの推進（学校安全課） 

② いじめ等の問題行動や不登校の未然防止と複雑化・多様化する問題行動への組織的な対応（学校安全課）  

平成26～30年

度の実施状況 

【点検】 

[平成 26～30年度の状況] 

・ 「岐阜県におけるいじめの防止等のための基本的な方針」に基づき、県教育委員会

の附属機関として「岐阜県いじめ防止等対策審議会」を、また、全県立学校に「い

じめ防止等対策組織」を設置し、いじめ防止等の対策などを検討した。 

・ いじめの問題や不登校の悩みを抱える児童生徒や保護者の相談にのることができ

る２４時間体制の電話相談「子供ＳＯＳ２４」を開設している。 

・ いじめや不登校等の未然防止のため、海津市（H26～27）、羽島市（H28～29）におい

て「魅力ある学校づくり調査研究事業」（国立教育政策研究所）を実施した。 

 [平成 30年度の取組] 

・ 学校で問題行動の発生が予測される場合や突発的な事件・事故が発生した場合、事

案に応じて専門家を派遣するスペシャリストサポート事業を実施した。 

・24時間電話相談「子供ＳＯＳ２４」により、いじめ等の問題行動の電話相談を行っ

た（電話相談回数：2,540件（平日昼間 1,285件、夜間休日 1,255件））。 

・若年層の用いるコミュニケーション手段が電話からＳＮＳに移行していることか

ら、中高生段階の生徒を対象とするＳＮＳ相談窓口を開設し、今後の相談体制の在

り方について検証した。（平成 30年 12月 1日～21日） 

・ 「魅力ある学校づくり調査研究事業」の成果を普及するため、大学教授や教員ＯＢ

を学校に派遣した。 

取組による 

成果と課題 

【評価】 

[成果] 

・学校だけでは対応が困難な問題が発生した初期段階で、スペシャリストサポート事

業を用いた外部専門家の派遣により、指導体制の確立と問題行動等の未然防止や早

期解決を図ることができた。（平成 30年度派遣回数：391校、441回） 
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・24時間電話相談「子供ＳＯＳ２４」により、いじめ等の問題行動に悩み苦しむ児童

生徒やその保護者に寄り添い、支援することができた。 

・ＳＮＳ相談については、短期間の試行であったが、多くの生徒からの相談に対応し

た。（アクセス数 555件、対応件数 474件） 

[課題] 

・学校外における児童生徒が相談しやすい窓口の整備・周知すること。 

・ 「魅力ある学校づくり調査研究事業」の普及をすること。 

施 策 名 ③ スクールカウンセラー等を活用した教育相談体制の充実（学校安全課） 

平成26～30年

度の実施状況 

【点検】 

[平成 26～30年度の状況] 

・平成 28年度までにスクールカウンセラー等を全中学校区、公立高等学校・特別支援

学校に配置し、不登校やいじめ等の問題行動の未然防止及び早期発見・早期対応が

進められるよう体制の充実を図っている。 

・各学校においてスクールカウンセラー等の効果的な活用を柱とした研修の機会を設 

け、教育相談力の向上を図っている。 

・スクールソーシャルワーカーを各学校に派遣し、関係機関と連携を図りながら、児

童生徒や保護者を取り巻く環境の改善に向けた支援を推進している。 

・県総合教育センターや各教育事務所で行う電話、面接相談において児童生徒や保護

者が抱える問題に寄り添い、その解決に努めるとともに、電話相談広報カード等に

より県内の全児童生徒へ学校以外にも相談窓口があることを周知している。 

[平成 30年度の取組] 

・ いじめ等の問題行動や不登校に対応するため、全ての公立小・中・義務教育学校、

高等学校・特別支援学校にスクールカウンセラーを派遣し、教育相談体制の充実を

図った。また、県内６地区で開催したスクールカウンセラー等合同研修会では、各

学校においてスクールカウンセラーを活用して研修を行うよう周知した。                            

データは P93に掲載 

・ 学校安全課や６教育事務所にスクールソーシャルワーカーを配置し、市町村教育委

員会からの要請に応じ、問題を抱える児童生徒の置かれた環境への働きかけや、関

係機関等のネットワークの構築を行うことができた（活動時間：1,245 時間）。 

取組による 

成果と課題 

【評価】 

[成果] 

・各学校の教育相談体制が整備され、学校におけるいじめの問題に対する日常の取組

においては、スクールカウンセラー、相談員、養護教諭を積極的に活用して教育相

談体制の充実を図った学校の割合が、平成 26年度 89.0％、平成 27年度 99.2％、平

成 28年度に 100％と上昇した（平成 30 年度の結果は令和元年 10月頃文部科学省よ

り発表）。 

・スクールソーシャルワーカーが中心となって児童生徒の置かれた様々な環境への働

きかけを行うことで、学校、家庭、関係機関等のネットワークが構築され、児童生

徒が抱える諸問題の解消に向けた支援を行うことができた。 

[課題] 

・「チーム学校」として、児童生徒の心の悩みや生活上の困難さの軽減・解消に応じる

ことができる体制の一層の整備 
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施 策 名 ④ 地域で子どもを守り育てる運動の推進（学校安全課） 

平成26～30年

度の実施状況 

【点検】 

[平成 26～30年度の状況] 

・ 青少年育成団体の育成指導者や関係機関の代表者 27 名が参加する岐阜県生徒指導

推進会議（年２回）を開催し、県内６地区で生徒指導連携強化委員会を平成 29年度

までは年間３回ずつ開催した。 

[平成 30年度の取組] 

・ 生徒指導連携強化委員会では、特に、いじめ問題について、直接大人と子どもが語

り合う「居場所と絆づくり交流会」を設定した。その中で、新たに「安心ネット啓

発運動」を位置付け、ネット上のトラブルやいじめについて、子どもと大人が問題

点を一緒に考え、正しい使い方を学び合う場を設定した（各地区２回（計 12回））。 

取組による 

成果と課題 

【評価】 

[成果] 

・ 岐阜県生徒指導推進会議では、いじめの未然防止の取組の成果と課題について意見

交換が行われ、県民運動の趣旨を生かした取組の実施に向け共通理解が図られた。 

・「子どもの居場所と絆づくり県民運動」の一つである「あったかい言葉かけ運動」の

作品応募数が増加し（平成 26年度：59,937点、平成 30年度：118,662 点）、運動が

定着してきた。 

[課題] 

・ 「子どもの居場所と絆づくり県民運動」について、いじめ防止のメッセージを前面

に出すなど運動の名称も含め見直しを図るとともに、メディア等を利用し効果的に

推進すること 

 

 

（４）ふるさと教育・環境教育・体験活動の推進 

■取り組むべき主な施策内容と評価 

施 策 名 ① 「清流の国ぎふ」への誇りと愛着を育む地域に根差したふるさと教育の推進（学校支援課、文化伝承課） 

平成26～30年

度の実施状況 

【点検】 

[平成 26～30年度の状況] 

・ 「岐阜県ふるさと教育週間」において、全ての公立の幼稚園、小学校、中学校、義

務教育学校、高等学校及び特別支援学校で、学校公開を行うとともに、地域への誇

りと愛着を育む教育の充実を図った。 

・ 県内の各学校が取り組む「ふるさと教育」の一層の充実を図るため、「岐阜県ふるさ

と教育表彰」として、優れた実践を行っている学校を表彰した。 

・ 優れたふるさと教育実践校の取組を広く県内に紹介するため、「岐阜県ふるさと教

育実践集」の作成・配付を行った。 

・平成 29年度から「清流の国ぎふ ふるさと魅力体験事業」として、県内の公立の小

学校、中学校、義務教育学校及び特別支援学校等が、岐阜県の自然、歴史、文化、

産業等に関わる施設・史跡等で体験学習を行うに当たり、経費を補助する事業を実

施した。 

[平成 30年度の取組] 

・「岐阜県ふるさと教育週間」 

   県内全ての公立幼稚園(72)、小学校(368)、中学校(178)、義務教育学校(2)、高

等学校(66)、特別支援学校(21)で実施 

・「岐阜県ふるさと教育表彰」 

優秀賞 37校（小学校18校、中学校10校、小中合同２校、義務教育学校１校、高校５
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校、特別支援学校１校） 

奨励賞 47 校（小学校 28校、中学校 14校、小中合同１校、義務教育学校１校、高校２

校、特別支援学校１校） 

・「清流の国ぎふ ふるさと魅力体験事業」 

  小学校 161校、中学校 18校、義務教育学校２校、県立特別支援学校６校、適応指

導教室１教室が、岐阜かかみがはら航空宇宙博物館（各務原市）、杉原千畝記念館（八

百津町）、美濃和紙の里会館（美濃市）等で体験学習を実施した。 

・ 県有文化施設（県図書館、県博物館、県美術館、県現代陶芸美術館、高山陣屋）で

は、学校の利用や親子での参加が広がるよう以下の教育活動を行った。 

＜県図書館＞ 企画展示・パネル展示 4回、おとなのための岐阜学講座 3回、ふる

さと古地図散歩 3回、地図講座４回、児童生徒地図作品展、わくわ

く地図教室 2回、（子ども向け）、なつかシネマ 12回、等 

＜県図書館、県内公立図書館等＞ 

共通テーマ展示（子ども向け生物多様性関連図書、36館参加）1回 

＜県図書館、県博物館＞ 

博物館・図書館連携企画（展示、関連ワークショップ、講演会）2回 

＜県図書館、県文化財保護センター＞ 

共催展示（県内出土品展示）1回 

＜県博物館＞ 催し物 73回、わくわく体験 26回、展示解説 434回等 

＜県美術館＞ スクールミュージアム１回、移動美術館１回、美術講演会・美術講

座・作品鑑賞会１６回、団体鑑賞 60回等 

＜県現代陶芸美術館＞ 出張授業・出前講座 51回、ワークショップ 12回、鑑賞会・

鑑賞学習交流会 8回 

＜高山陣屋＞ おもしろ歴史教室４回、歴史教室の夕べ１回 

・また、11月３日を「岐阜～ふるさとを学ぶ日」として、県博物館、県美術館、県現

代陶芸美術館、高山陣屋、岐阜かかみがはら航空宇宙博物館を無料開放した。 

取組による 

成果と課題 

【評価】 

[成果] 

・「岐阜県ふるさと教育表彰」への応募校が、H26：94校、H27:119校、H28:152校、

H29:164 校、H30:165 校と、H25 年度の 88 校から５年間で倍増し、ふるさと教育の

推進について各学校の理解が図られた。 

・「岐阜～ふるさとを学ぶ日」に、県美術館へ 926人（高校生以下 278 人、「文化の森

の秋祭り」関連イベント等は高校生以下人数をカウントしていないため不明）、県博

物館へ 1,153人（高校生以下 312人）、高山陣屋へ 2,770人（高校生以下 179人）、

現代陶芸美術館に 263人（高校生以下 8人）が入館した。 

[課題] 

・「岐阜県ふるさと教育表彰」においては、地域の魅力や課題を知る学習の質的な向

上を目指し、各教科等との関連を図った実践や、県内施設や地域人材等の外部資源

を活用した実践等を促し、優れた実践の普及・啓発を図る 

・岐阜県の自然、歴史、文化、産業等に関わる施設等で行う「ふるさと魅力体験事業」

等の充実により、各学校の「ふるさと教育」の実践を後押ししていくこと 

・ 岐阜の自然・歴史・文化を実感でき、親子で参加できるような企画内容を一層充実

させること 

・学校の県有文化施設の利用を促進するため、「生活科」「社会・理科」など教科学習

に活用できる展示プログラムを充実させること 
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施 策 名 ② 清流を通じた地域との連携による環境学習の推進（環境企画課） 

平成26～30年

度の実施状況 

【点検】 

[平成 26～30年度の状況] 

 森・里・川・海における環境学習や自然体験を通じて、児童・生徒の環境保全意識

の醸成や森・里・川・海のつながりについて理解を深めるため、環境学習に資する各

種事業を行った。 

 [平成 30年度の取組] 

・ 環境教育に関する助言や専門的な授業を行うため、環境保全に関する活動を実践し

ている有識者等を環境教育推進員として委嘱し、希望する学校へ派遣した（21小・

中学校に対し延べ 49回派遣）。 

・ 森・里・川・海のつながりを踏まえた環境保全への理解を深めるため、上下流域で

の自然体験や環境保全活動等を行う親子ツアーを実施した。（16回 379名参加） 

・ 水質保全や河川愛護の重要性を認識してもらうため、県内の小・中学校や環境保全

団体による「カワゲラウオッチング」（水生生物調査）の実施を促進した。 

・ 世界淡水魚園水族館アクア・トトぎふにおいて、森・里・川・海で環境学習に取り

組む岐阜県４校、三重県１校の児童・生徒 83人が一堂に会し、体験発表、交流する

「ぎふ清流未来の会議」を開催した。 

取組による 

成果と課題 

【評価】 

[成果] 

・ 環境教育推進員の派遣により、児童生徒の発達段階に応じた環境学習に関わる計画

の立案や年間を通じた学習の実施、地域の自然に目を向けた学習が実施できたほ

か、派遣を継続的に依頼する学校があるなど、制度の定着化が見られる（H26:13小

中学校 18回→H30:21小中学校 49回）。 

・ 親子で環境学習や自然体験を行うことで、家庭における環境の話題の提供や、環境

保全意識の向上を図ることができ、森・里・川・海のつながりの理解について親子

で共有することができた。 

・ 「カワゲラウオッチング」には、団体として 87団体、延べ 4,535人の参加があり、

県内各地での取組が定着している。 

・ 森・里・川・海のつながりの理解醸成や、地域への愛着、環境を守り、伝えていく

知識の醸成が図られた。また、小・中・高校生による世代間の交流や上下流域の地

域交流する機会を提供することができた。 

[課題] 

・ 派遣する人材の育成や学校に対する活用の普及を図ること 

・ 参加者と現地の方が交流する体験プログラムを実施すること 

施 策 名 ③ 森や木と触れ合い、学び、ともに生きる「ぎふ木育」の推進（恵みの森づくり推進課） 

平成26～30年

度の実施状況 

【点検】 

[平成 26～30年度の状況] 

・ 保育園、幼稚園、小・中・高・特別支援学校等を対象に、「ぎふ木育教室」、「緑と水

の子ども会議」を実施するとともに、岐阜県産材を活用した玩具や木製教材の導入

を支援した。 

・ ぎふ木育教室、緑と水の子ども会議を実施する学校等の保育士、教員等を対象とし

た「ぎふ木育指導者研修」、森のようちえん等の実践者を対象とした「ぎふ木育交流

会」を開催した。 

・ 木のおもちゃに触れて遊ぶ「ぎふ木育キャラバン」を開催するとともに、地域の木

育拠点となる「ぎふ木育ひろば」の設置を支援した。 
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[平成 30年度の取組] 

・ ぎふ木育教室、緑と水の子ども会議を実施（117校（園））するとともに、県産材を

活用した玩具や木製教材の導入を支援した（60施設）。 

・ ぎふ木育指導者研修を 2回（参加者 57人）、ぎふ木育交流会を 3回（参加者 209人）

実施した。 

・ ぎふ木育キャラバンを 3回開催（参加者約 3,100人）するとともに、ぎふ木育ひろ

ばの設置を支援した（19施設）。 

取組による 

成果と課題 

【評価】 

[成果] 

・ ぎふ木育教室、緑と水の子ども会議では、地域の森や木を活かした体験学習が各学

校等で実施され、子ども達がふるさと岐阜の自然に親しみ、学ぶ機会となった。 

・ ぎふ木育指導者研修、ぎふ木育交流会では、地域の自然や木と共生する文化を生か

したぎふ木育の指導者として必要な知識の習得や情報の共有、ネットワークづくり

が図られた。 

・ ぎふ木育キャラバンに計 11,080人以上の参加があり、木のおもちゃに触れ、遊ぶこ

とを通して、ぎふの木の魅力を伝える機会となった。 

・ 「ぎふ木育ひろば」が計 75 箇所設置され、県内のどこに居住していても木育に触

れることのできる環境づくりが進んだ。 

[課題] 

・ 学校等と地域の指導者をつなぐネットワークの拡充を図ること 

・ 未実施の学校等が取り組みやすいようなプログラム等を提示すること 

施 策 名 ④ 清流と森に学ぶ教育活動の推進（学校支援課） 

平成26～30年

度の実施状況 

【点検】 

[平成 26～30年度の状況] 

・平成 26年度 山県市立いわ桜小学校、美濃加茂市立三和小学校、東白川村立東白

川中学校 

・平成 27年度 養老町立広幡小学校、白川町立佐見小学校、本巣市立本巣中学校 

・平成 28年度 郡上市立石徹白小学校、中津川市立福岡小学校、岐阜市立三輪中学    

        校 

・平成 29年度 美濃加茂市立山之上小学校、中津川市立阿木小学校、輪之内町立輪

之内中学校 

・平成 30年度 本巣市立根尾中学校、恵那市立中野方小学校、郡上市立大和西小学

校 

[平成 30年度の取組] 

・ 岐阜県の豊かな河川・森林環境に学び、積極的に関わる活動に取り組むふるさと教

育の優れた実践校を「水と森に学ぶ推進校」として選定し、各学校の取組を支援し

た。 

・ 「水と森に学ぶ推進校」等が地域の方たちと協力して、河川や森林等の自然環境を

守り育てる活動に取り組んだ。また、地域の自然環境のよさの紹介や発表を行った。 

取組による 

成果と課題 

【評価】 

[成果] 

・ 「水と森に学ぶ推進校」等から、「水生生物を調査したり、植物を種から育てたりす

る活動を通して、地域の川や自然を大切にしたいという思いを育むことができた」

や、「植林や枝打ち、間伐材を使った制作活動を通して、地域の自然を守ることの大

切さやそれに携わる方の苦労に気付くことができた」との報告を受けた。 
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[課題] 

・ 清流と森に学ぶふるさと教育や環境教育等の教育活動の一層の普及・啓発を図るこ

と 

施 策 名 ⑤ ふるさと教育・環境教育に関する教職員研修の充実（教育研修課） 

平成26～30年

度の実施状況 

【点検】 

[平成 26～30年度の状況] 

・幼稚園、小中高特支学校の校種に応じて、ふるさと教育及び環境教育の実践に必要

な教員の資質・能力を育成するために、岐阜県の豊かな自然環境を活用や専門機関

との連携による体験型の研修により、環境教育に関する研修を充実させた。 

[平成 30年度の取組] 

・特別支援学校の初任者を対象に宿泊研修における自然体験活動を実施した。 

・サイエンスワールド、県博物館、県森林文化アカデミーと連携した環境学習に関す

る研修講座を６回開講した。 

取組による 

成果と課題 

【評価】 

[成果] 

・自然体験活動の研修では、「自然と触れ合う中で様々な知識や経験を身に付けること

ができることに気付けた」との報告を受けた。 

[課題] 

・ふるさと教育・環境教育への理解及び児童生徒への実践的指導力の習得を図るため

研修内容を充実させること 

・開催回数や開催場所など、受講者のニーズに対応した研修を企画し開催すること 

※ 「自然の中で遊んだことや自然観察をしたことのある児童生徒の割合」、及び「今住んでいる地域の

行事に参加している児童生徒の割合」のデータは P90に掲載。 
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（５）健康・体力つくりの推進 

■取り組むべき主な施策内容と評価 

施 策 名 ① 幼児児童生徒の実態に即した体力つくりの推進（体育健康課） 

平成26～30年

度の実施状況 

【点検】 

[平成 26～30年度の状況] 

・文部科学省が示している「幼児期運動指針（H25）」に基づいて、平成 26年度に大

学有識者を交えた検討会を設立、平成 27年度に「幼児運動遊びガイドブック」を

策定。平成 28年度に「幼児運動遊びガイドブック」を啓発する目的で、幼稚園を

訪問し保護者等を対象とした親子運動遊び教室を８園で開催。 

・併せて平成 26年度から中央研修へ幼稚園教諭を派遣し、全地区で伝達講習会を実

施。（H26 岐阜・中濃 H27 西濃・東濃 H28 飛騨・中濃 H29 岐阜・中濃 H30

西濃・東農） 

[平成 30年度の取組] 

・ 体力向上におけるマネジメントの研修を受講した幼稚園管理職と大学教授が幼稚

園教諭等を対象に岐阜地区と中濃地区において講習会を実施した。 

取組による 

成果と課題 

【評価】 

[成果] 

・ 幼稚園等の現場では、体力向上において組織的に取り組むマネジメント方法や実践

的な講習会のニーズが多く、参加者から高い評価を得ることができた（H30 講習会参

加人数：西濃地区 72人、東濃地区 74人）。 

[課題] 

・ 子どもたちを取り巻く環境において、体を動かす遊びの時間、自由に遊べる空き地

などの空間、身近で一緒に遊べる仲間など、遊びや運動に必要な要素（時間、空間、

仲間）が失われている状況にあること 

・ 日常の運動習慣が身に付くような指導の在り方を確立すること 

施 策 名 ② 「ぎふ清流国体・ぎふ清流大会」の財産を活用した学校体育・スポーツの推進（地域スポーツ課、ねんりんピック推進事務局、体育健康課） 

平成26～30年

度の実施状況 

【点検】 

[平成 26～30年度の状況] 

・平成 29年度には、ミナモ体操の脳トレバージョンを収録したＤＶＤを作成し、幼

稚園のほか、学校、各種団体、企業、レクリエーション関係団体へ配布した。 

・世界及び日本で活躍するトップアスリートからの指導やパフォーマンスを見る事で

スポーツへの意欲・関心を高めるため、要望のあった学校等へ出前指導を行った。

（出前指導件数、H26：14回、H27：37回、H28：118回、H29：173 回、H30：162

回） 

[平成 30年度の取組] 

・ ミナモダンスとミナモ体操を幼稚園等で継続的に行うよう働きかけた。 

・ ミナモ体操の脳トレバージョンを収録したＤＶＤを作成し、幼稚園のほか、学校、

各種団体、企業、レクリエーション関係団体へ配布した。 

・ 優秀選手活用事業でトップアスリート拠点クラブ等に配置した選手や指導者を、

小・中学校の授業や地域のクラブ活動、高校の部活動などに派遣する「トップアス

リート出前指導」を実施した。 

（全 162回実施：陸上競技 68回、バドミントン 13回、体操 11回、サッカー19回、

卓球８回、ハンドボール４回、バレーボール 19 回、クロスカントリー３回、 

野球２回、ソフトボール４回、水泳４回、タグラグビー７回） 

・「ぎふ清流国体」で活躍し、現在も岐阜県に在住し指導意志のある選手を調査し、岐

阜県体育協会が運営する「リーダーバンク」に登録した。（登録者数 8人） 
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取組による 

成果と課題 

【評価】 

[成果] 

・ ミナモダンスとミナモ体操には、運動に必要な多くの動きが取り入れられており、

幼児期に必要な多様な動きの獲得に貢献している。 

・ 162 回の「出前指導」を通して、児童生徒が一流の技に触れ、スポーツの楽しさを

体感し、自らスポーツに親しむ意欲を喚起することができた。 

[課題] 

・ ミナモダンスとミナモ体操を継続して実施する幼稚園等を拡大させること 

・ 現役選手・指導者を活用しており、依頼数の増加により、試合等の活動が重なり申

請者の要請に応えられないケースがあること 

施 策 名 ③ 「全国体力・運動能力、運動習慣等調査」等の結果を活用した取組の推進（体育健康課）  

平成26～30年

度の実施状況 

【点検】 

[平成 26～30年度の状況] 

・児童生徒の体力向上を推進するため、体力テストの結果を積極的に活用し、実態に

応じた体力つくりに取り組み、成果を収めた学校を表彰した。 

・小学校において自校の体力状況を分析し、学校全体で体力向上に取り組む「わが校

体力向上プロジェクト」、なわとびやボールパス等を学級単位で体力向上に取り組

む「チャレンジスポーツ inぎふ」を H27年度から実施し参加率の向上に努めた。 

[平成 30年度の取組] 

・ 上記取組を実施。 

取組による 

成果と課題 

【評価】 

[成果] 

・全国体力・運動能力、運動習慣等調査の結果は、小学校が全国平均程度、中学校は

平均より上位に位置している。 

 

 
H26  H27  H28  H29  H30  

男 女 男 女 男 女 男 女 男 女 

小学５年 22位 25位 25位 29位 22位 24位 24位 23位 27位 26位 

中学２年 13位 15位 13位 15位 16位 11位 15位 11位 24位 15位 

データは P93に掲載 

 [課題] 

・運動の苦手な生徒を対象とした体力の向上を目指す授業づくりを推進すること 

・ 各学校における結果分析と分析に基づいた体力向上の取組みを促進すること 

施 策 名 ④ 運動部活動の活性化（体育健康課） 

平成26～30年

度の実施状況 

【点検】 

[平成 26～30年度の状況] 

・県立高等学校・特別支援学校から社会人指導者の希望及び推薦を募った後、前年度

までの実績等を考慮し、100人の社会人指導者を年間 24回派遣した。 

（H26～H29年度全て述べ 100人を派遣、H30年度は、96人を派遣） 

[平成 30年度の取組] 

・ 専門的指導ができる社会人指導者を高校に派遣（延べ 100人）し、部活動の充実を

図った。 
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取組による 

成果と課題 

【評価】 

[成果] 

・ 専門的指導者を必要としている部活動（学校）に対して、効果的な配置を実施する

ことができた。 

（全国高校総体入賞者数 H26年度：53 H27年度： 51  H28年度： 36  H29年度：40 

H30年度：39） 

[課題] 

・ 生徒や保護者のニーズが多様化するとともに、学校によっては、少子化の影響によ

り単独ではチームが編成できず、部活動の存続が難しくなるケースが現れているこ

と 

 

（６）食育の推進 

■取り組むべき主な施策内容と評価 

施 策 名 ① 栄養教諭を中心とした食育の推進（体育健康課） 

平成26～30年

度の実施状況 

【点検】 

[平成 26～30年度の状況] 

・平成 26年度から３年間「スーパー食育スクール事業」（文部科学省指定）におい

て、平成 26 年度揖斐川町立大和小学校、平成 27年度揖斐川町立北和中学校、平成

28年度御嵩町立向陽中学校が指定校として、食と運動や健康等のテーマを設定

し、栄養教諭が中心となり、外部専門家を活用しながら、効果的な指導を実践、検

証する取組を行った。 

・平成 29年度は、「つながる食育推進事業」（文部科学省指定）のモデル校として、

下呂市立下呂小学校が、栄養教諭を中心に、家庭、地域の生産者や関係機関等と連

携し、学校における実践的な食育や保護者を巻き込んだ取組を行った。 

[平成 30年度の取組] 

・平成 31年度に岐阜で開催される全国栄養教諭・学校栄養職員研究大会に向けて、

各地区で研究テーマに沿った研究を進めた。 

取組による 

成果と課題 

【評価】 

[成果] 

・「つながる食育推進事業」の取組により、規則正しい食生活の形成や感謝の心等、モ

デル校の食に関わる実践力が向上した。また、下呂市の課題である減塩に対して、

市の関係部局と連携を図り、地域や家庭ぐるみで意識を高めることができた。 

 《評価指標》 

  ・朝食欠食率（朝食を１日でも食べない児童の割合） 

10.9％（H29.3）→7.6％（H29.11） 

  ・一人当たりの給食残量 26.2ｇ（H29.3）→6.5ｇ（H29.11） 

  ・家庭で「いただきます」をいう児童の割合 57.2％（H29.3）→92.1％（H29.11） 

  ・家族とともに朝食を食べる児童の割合（家族そろってまたは大人と食べる割合） 

   46.0％（H29.3）→59.0％（H29.11） 

  ・「うす味」の家庭の割合（１年生） 57.3％（H28.9）→65.8％（H29.9） 

  ・減塩を意識している児童の割合（とても意識している及びまあまあ意識してい

る６年生児童の割合） 94.0％（H29.11） 

・指定校では、栄養教諭等を中心として、学校と家庭、地域と協力して取り組み、食

の実践力を高めることができた。また、モデル校の実践を県内の小・中学校に普及・

啓発を行うことができた。 
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 [課題] 

・家庭の実態に応じて、児童生徒自ら食生活を改善することを目指し、個別的な指導

と家庭での実践とが結び付くような家庭との連携がさらに必要であること 

・指定校の実践を参考に、各学校の実態に合わせた取組を継続的に行うこと 

施 策 名 ② 学校段階に応じた食に関する実践力の向上（体育健康課） 

平成26～30年

度の実施状況 

【点検】 

[平成 26～30年度の状況] 

・平成 23年度より、小学６年生全員を「家庭の食育マイスター」として委嘱し、リー

フレットを活用し、家庭に働きかけを行った。 

・平成 26年度より、中学生を対象に「学校給食選手権」を実施した。 

・平成 27年度より、ライフスタイルに応じた健全な食生活を切り拓くことや食につい

て仲間に働きかけることができる「高校生食育リーダー」の育成をめざし、希望す

る高等学校に食の専門家を派遣した。 

[平成 30年度の取組] 

・ 上記取組を実施した。 

取組による 

成果と課題 

【評価】 

[成果] 

・児童が教科や学校給食における食育を生かし、家庭へ働きかけを行い、保護者への

啓発が図られた。 

・地域の食材を活用した学校給食の献立を立案することにより、栄養バランスのよい

食事の考え方や調理方法を学び、食に対して主体的な姿勢が見られた。また、入賞

した学校の献立は、地域の学校給食の献立として実際に提供され、食に関する関心

が高まった。 

〈一次審査の応募に 32校・二次審査に９校が進出しグランプリ賞等を決定〉 

・食の専門家の指導により、食に関する知識の深まりや調理技術を高めることができ

た。 

〈「高校生食育リーダー」の講師派遣回数：22回〉 

[課題] 

・「家庭の食育マイスター」のリーフレットの有効的な活用方法の事例を紹介し、学校

と家庭との連携を一層深めること 

・より多くの生徒が食の実践力を高めるために、栄養教諭等と家庭科の教科担任や学

級担任と連携を図り、生徒の主体的な取組を促し、「学校給食選手権」の参加校を増

やすとともに、学校給食調理場と協力し、献立の実現を図ること 

・高校生が食の自立を図るために、「高校生食育リーダー」を積極的に活用し、生徒の

実態に応じた指導を行う必要があること 

施 策 名 ③ 家庭における共食を通じた子どもたちへの食育の推進（環境生活政策課） 

平成26～30年

度の実施状況 

【点検】 

[平成 26～30年度の状況] 

・「食育」をテーマとした家庭教育研修を実施する企業に講師を派遣した。 

H26：１事業所   22人参加 

H27：１事業所   52人参加 

H28：２事業所   31人参加 

H29：３事業所  133人参加 

H30：１事業所  11人参加 

・学校で実施される家庭教育学級において、「食育」をテーマとした研修が行われ
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た。 

  H26：小学校 292校、中学校 101校 

H27：小学校 283校、中学校 102校 

H28：小学校 286校、中学校 107校 

H29：小学校 288校、中学校 112校 

H30：小学校 275校、中学校 105校 

[平成 30年度の取組] 

・市町村保健センターの管理栄養士や学校の栄養教諭など身近な方を講師に招き、「食

育」をテーマとした企業内家庭教育研修や家庭教育学級が開催され、家族でコミュ

ニケーションを図りながら食事をすることへの理解を深めた。 

取組による 

成果と課題 

【評価】 

[成果] 

・各地区の保健所や市町村の保健センターとの連携により、「食育」をテーマとした企

業内家庭教育研修に講師を派遣した。 

・文部科学省が推進する「早寝早起き朝ごはん」運動や岐阜県食育推進基本計画に基

づく取組と併せて食育をテーマとした家庭教育学級を実施し、「食」に対する意識を

高めることができた。 

[課題] 

・ 家庭教育支援条例に規定する「家庭教育を実践する日」と併せて、各家庭において、

家族が食卓を囲んで食事をする「共食」の実施を一層促進すること 

施 策 名 ④ 食農教育の推進（農産物流通課） 

平成26～30年

度の実施状況 

【点検】 

[平成 26～30年度の状況] 

・幼児等に対する食農教育の活動を深めるために、食材への関心を高め、地域の食文

化に触れることなどを目的とする調理体験（キッズ・キッチン）に必要な「幼児及

び児童用調理器具」の貸出を行った。 

・食と農への理解を深める農業体験及び生産者との交流活動を支援した。 

・ 県産の玄米、小麦粉、米粉、大豆、きのこ、野菜、果実、畜産物及び水産物の学校

給食への利用に際し、購入経費の一部を助成することで、県産農畜水産物の利用促

進を図った。 

・学校給食を通じて地産地消を推進し、児童生徒が「食」を選択する力を習得すると

ともに、県農業への理解を深めることで、県産農産物の継続的な消費の拡大を図っ

た。 

 [平成 30年度の取組] 

・ 「幼児及び児童用調理器具」の貸出（14 回）。 

・ 農業体験及び生産者との交流活動の支援（２団体、５回）。 

・ 県農業への理解を深めることで、県産農産物の継続的な消費の拡大を図った。 

取組による 

成果と課題 

【評価】 

[成果] 

・調理体験を行った幼児らが、自分で料理を作って食べる楽しさを知ることで、食へ

の関心を高めるなど、食農教育活動の促進が図られた。 

・ 本県では、米飯給食を週３回以上実施しており、県内全ての小・中学校の米飯給食

で県産米が使用されている。 

学校給食における県産農産物の使用割合（品目ベース）は、全国平均を上回ってい

る（平成 30 年度：岐阜県 34.1％、全国平均 26.0％）。 
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 [課題] 

・ 食農教育関係者の連携・協力体制を構築するとともに、県内産の野菜・果実等のさ

らなる利用拡大を図ること 

※ 「子どもの朝食欠食の割合」（公立小・中学校）のデータは P90に掲載。 
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（１）優秀な教職員の確保と人事システムの構築 

■取り組むべき主な施策内容と評価 

施 策 名 ① 優秀な人材確保のための教員採用選考の推進（教職員課） 

平成26～30年

度の実施状況 

【点検】 

[平成 26～30年度の状況] 

・教員採用選考試験について、志願資格「年齢制限」を撤廃（45 歳以下 → 59 歳以

下）するなど、見直しを図ってきた。 

・岐阜県教育のＰＲを本県及び他都県で実施した。 

・高等学校における教職キャリア教育を実施した。 

[平成 30年度の取組] 

・小学校教諭・中学校教諭・養護教諭・栄養教諭については、岐阜県教諭経験者及び

他都道府県現職教諭に対して筆記試験の代替としていた論文試験を免除し、面接試

験のみとした。また、スポーツ特別選考は、筆記試験（教科専門）を免除し、筆記

試験（教職教養）及び面接試験とした。 

・特別支援学校教諭については、受験資格に特別支援学校教諭の普通免許状の所持を

要件化した。 

・岐阜県教育のＰＲを４都県（岐阜、愛知、滋賀、東京）で実施した。 

・高等学校における教職キャリア教育を７校（岐阜北高、加納高、大垣東高、関高、

可児高、恵那高、斐太高）で実施した。 

取組による 

成果と課題 

【評価】 

[成果] 

・教員採用選考試験の見直しを図ることにより、該当教科等の教員として必要な能力や

専門性を身に付けた教員の採用選考を実施することができた。 

・志願種合計において採用予定数の 4.0 倍の志願者数を確保し、優れた人材を採用す

ることができた。 

[課題] 

・ 教員としての適格性を有する優秀な人材を確保するための選考方法等の改善、採用

選考における公平性・透明性を図るための改善に取り組むこと 

・ 岐阜県教育のＰＲにより、志願者数の確保を図る取組を一層推進すること 

基本目標３ 魅力ある教職員の育成と安全・安心な教育環境づくりの推進 

 優秀な教職員の確保を図るとともに、教職員の資質と指導力を高めることにより、教育

水準の維持向上を図り、信頼される教育環境づくりを目指します。また、教職員採用選

考や管理職登用、人事異動、勤務条件の在り方等について、様々な角度から改善の方策

を検討します。 

 一人一人の教職員の教科指導力、教育相談など生徒指導に求められる力、校務を遂行す

る力などを高めるとともに、管理職の学校マネジメント能力を高める研修の充実を図る

ことにより、魅力ある学校づくりを推進します。 

 体罰や不祥事は決して許されないものであり、全教職員が毅然とした態度で、体罰や不

祥事の根絶に努めます。 

 子どもたち一人一人が安心して学校教育が受けられるよう、防災教育や交通安全教育の

推進を図るとともに、学校ぐるみで危機管理体制の充実を図ります。 
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施 策 名 ② 学校を活性化する人事システムの構築（教職員課） 

平成26～30年

度の実施状況 

【点検】 

[平成 26～30年度の状況] 

・へき地小規模校への中堅教員の派遣、県と連携した岐阜大学教職大学院への派遣、

鹿児島県との派遣交流等を継続実施した。 

・学校訪問を計画的に実施し、初任教員（１～３年目）及び中堅教員（10年目～12

年目）と面談を実施した。 

[平成 30年度の取組] 

・へき地小規模校への中堅教員の派遣、岐阜大学教職大学院への派遣、鹿児島県との

派遣交流等を継続実施した（へき地小規模校教諭：７人、主幹教諭：３人、岐阜大

学教職大学院：小中１０人 高特４人、鹿児島県：３人）。 

・ 学校訪問を計画的に実施し、初任教員（１～３年目）、中堅教員（10年目～12年目）

及び講師（特に経験年数の浅い講師）と面談を実施した。 

取組による 

成果と課題 

【評価】 

[成果] 

・ 学校訪問での面談等を通して、新採３年目教員の成長や、中堅教員をはじめ各年代

に応じた勤務状況を把握することができた。 

・ 「キャリアデザインの手引書」を活用した研修や面談を通して、主体的に研修や派

遣に臨む意識を醸成した。 

[課題] 

・ 学校の活性化につながるへき地小規模校派遣、教職大学院派遣等の推薦と選考を一

層充実させること 

・ 知事部局への派遣、他県交流については、その効果の検証を含めた上で実施方法の

再検討が必要になってきていること 

施 策 名 ③ 校種間の連携・接続を図るための人事交流の充実（教職員課） 

平成26～30年

度の実施状況 

【点検】 

[平成 26～30年度の状況] 

・児童生徒にとっての円滑な接続と、教職員の研修を目的に他校種間の交流人事を積

極的に推進した。 

・小・中学校の特別支援教育を推進するため、特別支援学校籍の管理職を拠点校へ教

頭として配置し、小・中学校籍の教員を特別支援学校へ派遣した。 

[平成 30年度の取組] 

・ 児童生徒にとっての円滑な接続と、教職員の研修を目的に他校種間の交流人事を積

極的に推進した。 

・ 小・中学校の特別支援教育を推進するため、特別支援学校籍の管理職を拠点校へ教

頭として配置し、小・中学校籍の教員を特別支援学校へ派遣した。 

小・中学校と特別支援学校との人事交流：管理職10人、教諭27人（H30末） 

中学校と高校との人事交流      ：管理職６人、教諭４人（H30末） 

取組による 

成果と課題 

【評価】 

[成果] 

・ 交流完了者が元の学校籍に戻った際に、他校種での勤務による教職経験の広がりを

生かしたり、培った専門的知識や技能を発揮したりできた。 

・ 他校種での勤務により、校種間の連携の在り方について見識を深めることができ

た。 

[課題] 

・ 交流完了者をより積極的に活用できる校内人事や異動の在り方についての検討が

必要であること 
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・ 校種間交流の効果の検証結果を踏まえた上で、交流期間など実施方法についての改

善が必要であること 

施 策 名 ④ 教職員の多忙化解消に向けた取組の推進（教育管理課・教職員課） 

平成26～30年

度の実施状況 

【点検】 

 [平成 26～30年度の状況] 

・多忙化解消推進校（14校）を指定し、学校セルフチェックシートで明らかにした

課題の解決に取り組み、報告された成果を広く県内に紹介した。 

・外部有識者からなる岐阜県教職員コンプライアンス向上委員会を設置して多角的・

多面的な意見を徴収し、「信頼される学校を目指して～教師としての誇りとよろこ

びのために～」として施策大綱をまとめた。 

・本県の教員の勤務に関する状況を正確に把握するため、全教員を対象として勤務状

況調査を実施した。 

・平成２９年度から毎年度、教職員の勤務環境の改革に関する総合的な取組方針「教

職員の働き方改革プラン」を策定し、年７２０時間・月８０時間を超える時間外勤

務の根絶に向けて取り組んだ。 

[平成 30年度の取組] 

・ 教職員の長時間勤務の解消に向けた働き方改革を推進するため、教育管理課を設置

した。 

・ 教職員の勤務実態の詳細把握を目的として、教員出退勤管理システム「勤次郎」を

導入し、10 月よりその運用を開始した。 

・ ３月末に、教職員の勤務環境の改革に関する総合的な取組方針として、「教職員の

働き方改革プラン２０１９」を策定した。 

取組による 

成果と課題 

【評価】 

[成果] 

・ 全教職員に配布した「多忙化解消推進リーフレット」内の取組や、多忙化解消推進

校の取組等を参考に、各学校において多忙化解消の取組が展開されている。 

・ 勤務日の勤務時間外の在校時間が減少するなど、多忙化解消の取組の成果が現れつ

つある。 

 〇教員の時間外勤務の状況 

 平成 28年度 平成 29年度 平成 30年度 

小 学 校 13時間 33分 10時間 59分 11 時間 02分 

中 学 校 19時間 01分 15時間 40分 16 時間 11分 

高 等 学 校 15時間 31分 10時間 56分 10 時間 22分 

特別支援学校 8時間 41分 7時間 45分 6 時間 54分 

※11月の１週間を対象期間とした悉皆調査結果 

高等学校、特別支援学校における H30実績は、出退勤管理システムより算出 

[課題] 

・ 施策実施の計画に基づき、教職員のコンプライアンス意識の醸成や働きやすい職場

作りなどに着実に取り組むこと 

・ 勤務状況調査に加えて、教職員一人一人の日々の勤務状況を把握し、ストレスチェ

ック等と連携して、働きやすい職場環境づくりに取り組むこと 
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（２）教職員の資質能力の向上と体罰・不祥事の根絶 

■取り組むべき主な施策内容と評価 

施 策 名 ① 教職員としての魅力や資質能力を高める研修の充実（教育研修課） 

平成26～30年

度の実施状況 

【点検】 

[平成 26～30年度の状況] 

・教職員としての魅力や資質能力を高める研修として、教員の授業力を高めることを

主眼として授業改善講座の充実を図った。同様に管理職等の専門的力量を高めるこ

とを主眼として学校組織マネジメント・危機管理に関わる講座の充実を図った。ま

た、喫緊の教育課題に応えるために、情報教育・教育相談・特別支援教育に関わる

講座について、教員の多様なニーズを踏まえて内容を改善しながら実施した。 

・「教員育成協議会」を設置し、教員育成指標及び教員研修計画を策定するととも

に、研修体系の再構築を図った。 

・講座構築において継続的に見直しを図ることで、基本研修に関する講座は 58講座

（Ｈ30）、選択研修に関する講座は 151（H30）を実施した。同様に出前講座を６シ

リーズ、27 回（H30）を実施した。 

[平成 30年度の取組] 

・ 昨年に引き続き「岐阜県型初任者研修」を実施し、大学卒業後に直接採用となる小

学校の初任者の一部について、指導力のある教員の学級の副担任として配置し、１

年の前半に集中型研修、後半に実践型研修を実施し、研修の充実と効率化について

検証した。 

・ 教科指導力等を高める研修講座(73講座)を開設し、具体的な授業改善に重点をおい

た研修や、学級経営力の向上を図る研修の充実を図った。 

・ 教育課題対応力を高める研修講座（50 講座）等を開設し、危機管理（体罰・いじめ・

アンガーマネジメント）、特別支援教育（通常学級を想定した事例研究）、情報モラ

ル（ＳＮＳ・ゲーム機対応）、グローバル人材育成（海外派遣研修や短期集中型の国

内研修等）に係る研修を実施した。 

・ 各学校の課題により適切に対応するために事前の相談に応じて研修内容を構築す

る研修のオーダーメイド化を進めるなど出前講座の充実を図った。 

・ 教職員が学校外での研修等に参加しやすくするため、テレビ会議システム機材の常

設配備を５か所に拡大した。 

・ 教職員研修受講者数           （平成 24年度） （平成 30年度） 

  基本研修（経験年数・職務に応じた研修）   2,593人  →  3,105人 

専門研修（専門的知識を高めるための研修）    3,714人  →  10,715人 

出前講座（指導主事が学校等で行う研修）    2,223人  →  1,048人 

取組による 

成果と課題 

【評価】 

[成果] 

・ 出前講座を授業改善や学校組織マネジメント等の内容で実施し、校内研修の充実に

寄与することができた。 

・ 各講座において「大変満足」「満足」と答えた受講者の割合は、ほぼ 100％であった。 

・ 県又は市町村の教育委員会が行う教職員研修の受講率が向上した。 

データは P93に掲載 

[課題] 

・受講率を上げるだけでなく、教職員の各キャリアステージに応じた系統的な研修と

なるよう、教員養成段階の大学とも連携して見直していくこと 

・働き方改革と連動した受講しやすいシステムを構築すること 



第２章 第２次岐阜県教育ビジョン基本目標の取組状況 

基本目標３ 魅力ある教職員の育成と安全・安心な教育環境づくりの推進 

 

- 54 - 

 

施 策 名 ② 学校運営の充実を図るための管理職研修の推進（教育研修課） 

平成26～30年

度の実施状況 

【点検】 

[平成 26～30年度の状況] 

・学校運営の充実を図るための管理職研修を推進するために、平成 26年度に２校目校

長研修（小中）、２校目教頭研修（小中）を、平成 28年度に２年目校長研修（高特）、

２年目教頭研修（高特）を新設した。また、研修講師として外部人材を導入し、民

間企業経営者を講師に招聘するなどして、喫緊の教育課題に対応する力を継続的に

高めることができるような仕組みを構築した。 

[平成 30年度の取組] 

・ ２年目、２校目校長研修、２年目、２校目教頭研修の内容を「組織マネジメント」

と「リスクマネジメント」、「コンプライアンス」とし模擬演習などの実践的な研修

を行い、管理職研修の内容の充実を図った。 

・選択講座としても学校組織マネジメント講座、及び危機管理対応講座を実施した。 

取組による 

成果と課題 

【評価】 

[成果] 

・研修により、学校組織マネジメントの考え方や手法について理解が深まった。 

 [課題] 

・職務内容に応じたマネジメント力の育成を図ること 

・これまで十分ではなかった労務管理についての視点を強化すること 

・将来の管理職を育成するための研修を充実すること 

施 策 名 ③ 各学校・各市町村教育委員会と連携した教職員研修の充実（教育研修課） 

平成26～30年

度の実施状況 

【点検】 

[平成 26～30年度の状況] 

・校内研修リーダー研修（高・特）を悉皆研修として新設し、外部専門家を講師とし

て、校内研修をいかにマネジメントするかをテーマとして実施した。また、小・中

学校に対しては、市町村教育委員会及び市郡町教育研究所を通じて、各校での主題

研究や現職研修を支援する出前講座の周知を図った。このように各学校における校

内研修計画の体系化と求める効果の明確化を図る取組を継続して実施してきた。 

[平成 30年度の取組] 

・ 高校、特別支援学校における校内研修の充実のために出前講座を行った。 

・ 県内の教育研究所への講師派遣や各地区において研修講座の開催を促進すること

で、より多くの教職員が研修に取り組めるようにした。 

取組による 

成果と課題 

【評価】 

[成果] 

・ 県総合教育センターの支援による市町村や学校の研修実施数は目標値を上回った。 

（平成 26～28年度） 

データは P93に掲載 

[課題] 

・ 新たな研修課題への対応や、講師となる指導主事を確保すること 
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施 策 名 
④ 教職員の体罰・不祥事根絶に向けた取組の推進 

（教育管理課・教職員課、教育研修課、体育健康課） 

平成26～30年

度の実施状況 

【点検】 

 [平成 26～30年度の状況] 

・外部有識者からなる岐阜県教職員コンプライアンス向上委員会を設置して多角的・

多面的な意見を徴収し、「信頼される学校を目指して～教師としての誇りとよろこ

びのために～」として施策大綱をまとめた。 

・不祥事防止のための月重点目標を設定し、その目標を反映したセルフチェックシー

トを作成した。 

・体罰の根絶を目的として平成 26年度より全校種の新任教頭研修及び 12年目研修に

外部講師を招聘しアンガ-マネジメントの講義を新設した。 

・五大不祥事を中心とした不祥事根絶に関する研修については、経年研修及び職務研

修において、定期的に実施している。 

・メンタルヘルスについては、若手教員や管理職に対するメンタルヘルスに関する講

座を定期的に実施している。 

・ 高体連、高野連、中体連の各部顧問会議、理事会等で「体罰・不祥事根絶の講話」

を行った。 

・平成 27年度より毎年、社会人指導者の体罰根絶をねらいとして「運動部活動指導

に関する研修会」を開催した。 

[平成 30年度の取組]  

・県立の全ての管理職と主任等を対象に、コンプライアンス研修とマネジメント研修

を実施した。 

・経年研修では、「コンプライアンス・ハンドブック」を活用し、不祥事未然防止の

研修を実施した。 

・不祥事防止のための月重点目標を設定し、その目標を反映したセルフチェックシー

トを作成した。（参考）H31.2、3月の重点目標：個人情報の適正な管理に努めよう 

取組による 

成果と課題 

【評価】 

[成果] 

・ 運動部活動に係る体罰根絶の意識の向上が図られた。 

・ 怒りのコントロールの必要性やその具体を学ぶことで、不適切な指導の改善につい

て意識を高めることができた。 

・ 研修等により、教職員の危機管理意識が高まり、リスクマネジメントの考え方や手

法について周知することができた。 

[課題] 

・ 平成 28年度末に取りまとめた「岐阜県教職員 コンプライアンス・ハンドブック」

等を活用し、成果をあげること 

・ 各学校における研修を充実させること 

施 策 名 ⑤ 大学等と連携した教職員研修の充実（教職員課、教育研修課） 

平成26～30年

度の実施状況 

【点検】 

[平成 26～30年度の状況] 

・将来の各学校、地域のリーダーとなる教職員を育成するため、県と連携している岐

阜大学教職大学院へ教員を派遣した。 

・ 連携連絡協議会、派遣教員との懇談会、開発実践報告会などで大学等と連携し

た。 

・ ６年目研修（大学連携研修）を実施。平成 21年に、岐阜県知事と岐阜大学学長の

間で協定書を取り交わし、その後毎年、夏に大学連携研修を実施している。 
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[平成 30年度の取組] 

・岐阜大学教職大学院との協働により、教育法規、リーダーシップ論、学校組織マネ

ジメント論等、校内のリーダー育成を図る「スクールリーダー養成研修」を実施し

た。 

・ 将来の各学校、地域のリーダーとなる教職員を育成するため、岐阜大学教職大学院

へ 14人の教員を派遣した（小･中学校 10人、高校２人、特別支援学校２人）。 

・ 連携連絡協議会、派遣教員との懇談会、開発実践報告会などで大学等と連携した。 

・ ６年目研修において、大学と連携し、教科指導力に関わる研修を実施した。 

・ 管理職研修や 12 年目研修等で、大学教授を招聘し、メンタルヘルスやマネジメン

ト等の内容について専門的な研修を実施した。 

・ 教員育成協議会について、大学関係者を加えて組織し、実施した。 

・ 岐阜大学と連携協力に関する協定書を取り交わし、相互の機能を活用して児童生徒

と教員の学習開発に関わる開発研究を推進した。 

取組による 

成果と課題 

【評価】 

[成果] 

・ 修了後、各学校において中堅教員として学校をリードしたり、教育委員会等の教育

行政に携わったりするなど活躍の場を広げている。 

・ 管理職研修や 12 年目研修等のアンケートでは、多くの受講者が「大変満足」、「満

足」と回答し、高い専門性を発揮して授業改善に取り組もうとする意欲が増した。 

[課題] 

・ 教員の資質向上について、教員自らがキャリアデザインを意識し、目的を持ってキ

ャリアアップを図っていく仕組みを構築すること 

 

（３）学校マネジメントの推進 

■取り組むべき主な施策内容と評価 

施 策 名 ① 校長のリーダーシップに基づいた特色ある学校づくりの推進（学校支援課） 

平成26～30年

度の実施状況 

【点検】 

[平成 26～30年度の状況] 

・ 「県立高校改革リーディングプロジェクト推進事業」（平成 25年度～27年度）におい

て、グローバル化や少子高齢化等の急速な社会情勢の変化に対応した高校改革を推進

するため、特に優れた教育プロジェクトに取り組む県立高校を支援した（教育改革重

点推進校 10 校、研究協力校２校）。 

・「魅力ある高校づくり推進事業（次期学習指導要領を見据えたカリキュラム開発）」

（平成 28 年度～30 年度）において、それぞれの高校が、育むべき生徒像や育成方針

を明確に示し、生徒の夢や目標に合わせた選択が可能な、特色と魅力ある高校づくり

を実現するために、次のうちの指定された実践研究を行った（研究指定校５校、研究

協力校 13校）。 

  ア 課題発見・課題解決型の探究型学習を重視するカリキュラム開発      

    イ 大学入学者選抜の改革を踏まえ、一人一人の知識・技能や思考力・判断力・表

現力等の能力を伸ばすカリキュラム開発      

  ウ 「高校生のための学びの基礎診断」の実施を見据えた基礎学力強化のための

カリキュラム開発 

[平成 30年度の取組] 

・上記の「魅力ある高校づくり推進事業」の取組を実施。 
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取組による 

成果と課題 

【評価】 

[成果] 

・ 少子化の進展による生徒数の減少や、高大接続改革、急速なグローバル化の進展な

ど、高校を取り巻く教育環境が大きく変化していることを踏まえ、各校が中長期的な

将来を見据えた高等学校教育改革に取り組んだ。 

・ 学校課題を解決するための授業改善にとどまらず、各研究協力校と連携し、「思考力・

判断力・表現力」を問う評価問題の研究開発も行った。 

[課題] 

・ 「魅力ある高校づくり推進事業（次期学習指導要領を見据えたカリキュラム開発）」

の事業の検証及び事業成果の効果的な普及に取り組むこと 

施 策 名 ② 開かれた学校づくりのための教育活動の公開及び学校評価システムの充実（学校支援課）  

平成26～30年

度の実施状況 

【点検】 

[平成 26～30年度の状況] 

・ 全ての小学校、中学校及び義務教育学校では、学校評価（自己評価・学校関係者評価）

を実施し、結果を公表するとともに、学校評価の充実を図る研修（新任校長研修等）

を行った。 

・ 全ての高校では、学校評価（自己評価・学校関係者評価）や「生徒及び保護者等を対

象とするアンケート」を実施し、結果を公表した。 

・県教育委員会では、各学校が学校評価を実施するのための参考として、全ての県立

高校にリーフレットを配付した。 

 

[平成 30年度の取組] 

・ 上記の取組を実施した。 

取組による 

成果と課題 

【評価】 

[成果] 

・ 保護者や地域住民等の感想や意見を得るなどして、学校運営の改善に努めることがで

きた。 

[課題] 

・ 授業や学校行事等の教育情報をさらに多くの保護者や地域住民等に提供すること 

・ 自己評価や、保護者・学校運営協議会委員・学校評議員・地域住民等による学校関係

者評価について、各学校の課題を明らかにし学校改善につながる実効性のある評価シ

ステムを確立すること 

施 策 名 ③ 全県立高等学校における、教育目標や課題の改善方策等を明示した学校経営計画に基づく学校経営（学校支援課） 

平成26～30年

度の実施状況 

【点検】 

[平成 26～30年度の状況] 

・ 全ての県立高校で、学校経営計画（岐阜県立高等学校版マニフェスト）を作成し、

ホームページで公開した。 

・ 学校経営計画の「重点目標」について「重点目標の達成に必要な具体的取組及び方

策」、「達成度の判断、判断基準あるいは評価指標」を明示し、学校評価システムと

の整合性を図った。 

[平成 30年度の取組] 

・ 上記の取組を実施した。 
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取組による 

成果と課題 

【評価】 

[成果] 

・ 学校経営計画を公開することにより、学校の教育活動を地域住民に周知することがで

き、開かれた学校づくりにつながっている。 

[課題] 

・ 学校評価システムを有効に活用したＰＤＣＡサイクルに基づく具体的な学校改善を

一層進めていく必要があること 

施 策 名 ④ へき地学校における教育の充実と学校や地域の特性や資源を生かした魅力ある学校づくり（学校支援課）  

平成26～30年

度の実施状況 

【点検】 

[平成 26～30年度の状況] 

・少人数学級や複式学級における指導方法の工夫改善のため資料「岐阜県のへき地教

育」を作成し、市町村教育委員会、へき地学校、教育研究団体等に配付し、活用を促

した。 

・小学校、中学校及び義務教育学校においては、各学校の教育活動における地域人材の

活用状況を把握し、学校訪問時に各活動の実施状況に関わる指導・助言を行った。 

[平成 30年度の取組] 

・ 地域の特性や資源を生かしたへき地学校の教育実践を、「岐阜県ふるさと教育表彰」

において表彰するなど、「ふるさと教育の推進」に係る事業と連動して県内に発信し

た。 

取組による 

成果と課題 

【評価】 

[成果] 

・ 小学校、中学校及び義務教育学校の教育活動における地域人材の活用率は 100％であ

った。 

・ 「ふるさと教育の推進」など、特にへき地学校に優れた実践が見られる他の施策と連

動して本施策を推進していくことで、へき地に限らず多くの市町村、学校にへき地学

校の実践を広めることができた。 

[課題] 

・ 地域人材・地域資源を活用した教育に過大な負担なく取り組んでいくための、持続性

のある学校体制や地域組織を整備していくこと 

 

（４）安全・安心な学校づくりと危機管理体制の充実 

■取り組むべき主な施策内容と評価 

施 策 名 ① 自らの命を守るための防災教育の推進（学校安全課） 

平成26～30年

度の実施状況 

【点検】 

[平成 26～30年度の状況] 

・学校に専門家を派遣し、防災分野における安全点検や防災教育を行っている。 

[平成 30年度の取組] 

・防災分野における講師派遣は、104校であった。 

・ 防災意識の高揚を図るために、「岐阜県防災教育月間」（９月）を定め、命を守る訓

練や防災学習等の取組を行った。 

取組による 

成果と課題 

【評価】 

[成果] 

・ 命を守る訓練を３回以上実施した学校の割合が上昇した。  データは P93に掲載 

[課題] 

・ 防災教育及び命を守る訓練の内容を、学校の実情に応じた実効性のあるものとするこ

と 
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施 策 名 ② 交通安全教育、生活安全教育の推進（学校安全課） 

平成26～30年

度の実施状況 

【点検】 

[平成 26～30年度の状況] 

・「学校安全講習会」（５月～６月に県内５カ所で実施）において、公立学校（園）の

管理職（教頭）を対象に交通安全及び生活安全（防犯）に係る研修を実施している。 

[平成 30年度の取組] 

・ 学校安全の新たな課題であるＳＮＳへの対応について、研修会を行った。 

取組による 

成果と課題 

【評価】 

[成果] 

・ 児童生徒が「危険回避・危険予測」の力を身に付けるための指導法について学んだ。 

・ ＳＮＳへの書き込みについて、学校としての対応を研修内容としたところ、学校安

全上の新たな課題としての危機管理意識が高まった。県全体で 777 名（H30 年度）

が参加した。 

[課題] 

・ 学校での交通安全教育、生活安全教育活動の一層の充実を図ることで、児童生徒の

「危険回避・危険予測」の力を向上させること 

施 策 名 ③ 学校関係者の危機管理能力の向上（学校安全課） 

平成26～30年

度の実施状況 

【点検】 

[平成 26～30年度の状況] 

・「学校安全講習会」（５月～６月に県内５カ所で実施）において、公立学校（園）の

管理職（教頭）を対象に、交通安全及び生活安全、災害安全に係る研修を実施して

いる。 

[平成 30年度の取組] 

・センター研修で DIG（災害図上訓練）・HUG（避難所運営ゲーム）を新たに実施し

た。 

取組による 

成果と課題 

【評価】 

[成果] 

・大規模災害に備えて演習型の職員研修を実施したところ、教職員の防災に関する危

機管理意識が高まった。 

[課題] 

・ 学校安全 3領域（交通安全・防犯・防災）に係る校内研修を、学校安全計画に位置

付けること 

施 策 名 ④ 地域ぐるみの学校安全体制の充実（学校安全課） 

平成26～30年

度の実施状況 

【点検】 

[平成 26～30年度の状況] 

・県民生活課主催の安全安心まちづくりリーダー養成講座や安全まちづくり地域連携

協議会に講師として参加し、地域ボランティアへの指導を行っている。 

[平成 30年度の取組] 

・ 学校は、保護者、地域住民、行政及び警察と協力し、児童生徒が犯罪に遭わないた

めの教育や、犯罪を起こさないようにするための教育を実施した。 

・通学路の安全を確保するために、地域のボランティア等による巡回が行われている。 

取組による 

成果と課題 

【評価】 

[成果] 

・ 保護者・地域のボランティア等による通学路の同伴・見守り実施率は94.1％であっ

た。 

[課題] 

・ 学校の通学路に潜む危険等を、地域のボランティアに周知する必要があること 
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施 策 名 ⑤ 食物アレルギーを有する児童生徒が安全・安心に生活できる学校づくり（体育健康課） 

平成26～30年

度の実施状況 

【点検】 

[平成 26～30年度の状況] 

・ 医師、薬剤師、教職員及び市町村担当者等で構成する食物アレルギー対策委員会を

年２回開催し、具体的事例の検証と、学校における対策を協議した。 

・ 平成 26年度に配付した、県内版「学校における食物アレルギー対応の手引き」に加

え、平成 29 年３月に「ヒヤリ・ハット事例集」を作成し、配付した。 

・ 市町村が開催する研修会に、食物アレルギー専門医を派遣した。 

[平成 30年度の取組] 

・ 上記を実施した。 

取組による 

成果と課題 

【評価】 

[成果] 

・ 市町村が開催する研修会において、16 市町村に専門医 15 人を派遣し、延べ 637 人

を対象に研修会を実施した。 

[課題] 

・ 事例研修会等を引き続き実施し教職員の意識の向上と学校の管理体制の充実を図

ること 

・ 食物アレルギーを有する幼児児童生徒に対して、運動や食事など学校生活上の留意

点を記した「学校生活管理指導表」を活用し適切な管理を促進すること 

 

（５）学校施設の整備の推進 

■取り組むべき主な施策内容と評価 

施 策 名 ① 県立学校施設の耐震化の推進（教育財務課） 

平成26～30年

度の実施状況 

【点検】 

[平成 26～30年度の状況] 

・ 部室や食堂棟等の床面積 200㎡以上の「その他学校施設」については、平成 27年度

に、全ての耐震補強工事が完了した。 

施 策 名 ② 県立学校施設の改修の推進（教育財務課） 

平成26～30年

度の実施状況 

【点検】 

[平成 26～30年度の状況] 

・計画的に県立学校の校舎、体育館等の改修を行った。さらに、老朽化や自然災害に

よる学校施設の損傷に対して、学校要求に基づき必要な修繕を実施した。 

[平成 30年度の取組] 

・ 計画的に県立学校の校舎、体育館等の改修を行った。さらに、老朽化や自然災害に

よる学校施設の損傷に対して、学校要求に基づき必要な修繕を実施した。 

取組による 

成果と課題 

【評価】 

[成果] 

・ 280箇所の施設改修工事を実施した。 

[課題] 

・ 老朽化した校舎等施設改修の早期実施と、増加する施設修繕に対する必要な予算の

確保 

施 策 名 ③ 市町村立小中学校施設の非構造部材の耐震化の促進（教育財務課） 

平成26～30年

度の実施状況 

【点検】 

[平成 26～30年度の状況] 

・小中学校施設の構造体は、平成 27年度末に耐震化率 100％となったため、平成 28

年度以降は屋内運動場等の吊り天井等非構造部材の耐震化の促進、前倒し実施につ

いて重点的に働きかけを行った。 
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[平成 30年度の取組] 

・ 市町村に対して、吊り天井等非構造部材の耐震化事業の早期実施について働きかけ

を行うとともに、補助率の引上げ等の制度改善を国へ要望した。 

取組による 

成果と課題 

【評価】 

[成果] 

・ 市町村立小中学校屋内運動場等の吊り天井等非構造部材の落下防止対策は、未実施

の建物が平成 26 年４月は 96 棟であったが、平成 30 年度末までに吊り天井を有す

る建物が 40 棟、うち 35棟が対策済みとなり、順調に進捗している。未実施の５棟

も平成 32年度までに対策を完了する予定となった。 

施 策 名 ④ 環境衛生検査の適切な実施とその結果に基づいた改善（体育健康課） 

平成26～30年

度の実施状況 

【点検】 

[平成 26～30年度の状況] 

・ 学校環境衛生基準に基づき県内の学校（園）を対象に調査を実施し、定期点検及び

日常点検の実施状況及び課題発生時の対応等について指導した。 

・ 調査結果に基づき、優良校の実地審査を行い、現地指導を行うとともに被表彰校を

選定した（学校保健研究大会にて表彰）。 

・ 県学校薬剤師会と協同で、学校環境衛生に関する調査をＷｅｂで実施した。 

[平成 30年度の取組] 

・ 上記取組を実施した。 

取組による 

成果と課題 

【評価】 

[成果] 

・ 県学校保健会と連携して調査結果に基づき実地審査を行い、現地指導により、薬品

管理等の各学校課題の改善が図られた。 

・ 第 57 回学校保健研究大会において、41 校（園）を表彰し、学校環境衛生を推進す

る地域の拠点校としての意識付けを行った。 

[課題] 

・ 薬品の管理等、日常の記録、点検が不十分な学校が見られるため、引き続き調査及

び実地審査を行い、改善を図ること 
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（６）修学支援と学びの再チャレンジの推進 

■取り組むべき主な施策内容と評価 

施 策 名 ① 経済的な理由等により修学が困難な生徒等に対する修学支援の推進（子ども家庭課、教育財務課） 

平成26～30年

度の実施状況 

【点検】 

[平成 26～30年度の状況] 

・資格要件を満たす対象者に対し、下記のとおり貸付を実施した。 

・母子父子寡婦福祉資金は、平成 26年 10 月より父子家庭も貸付の対象として加わり

支援範囲が拡大された。 

 

奨学金 平成 26 年度 平成 27 年度 平成 28 年度 平成 29 年度 

選奨生奨学金 
件数（件） 396 316 293 261 

金額（千円） 111,264 88,812 87,044 75,440 

高等学校奨学金 
件数（件） 130 104 74 54 

金額（千円） 28,419 22,542 15,846 11,460 

子育て支援奨学金 
件数（件） 82 75 68 54 

金額（千円） 19,776 17,946 16,344 13,284 

計 
件数（件） 608 495 435 369 

金額（千円） 159,459 129,300 119,234 100,184 

 

母子父子寡婦福祉資金 平成 26 年度 平成 27 年度 平成 28 年度 平成 29 年度 

就学支度資金 
件数（件） 36 26 31 29 

金額（千円） 16,752 11,815 14,770 12,853 

修学資金 
件数（件） 247 201 168 175 

金額（千円） 135,464 110,082 94,704 110,390 

計 
件数（件） 283 227 199 204 

金額（千円） 152,216 121,897 109,474 123,243 

 

[平成 30年度の取組] 

・ 資格要件を満たす対象者に対し、下記のとおり貸付を実施した。 

奨学金 平成 30 年度  母子父子寡婦福祉資金 平成 30 年度 

選奨生奨学金 
件数（件） 284  

就学支度資金 
件数（件） 39 

金額（千円） 82,780  金額（千円） 15,868 

高等学校奨学金 
件数（件） 43  

修学資金 
件数（件） 179 

金額（千円） 9,324  金額（千円） 123,839 

子育て支援奨学金 
件数（件） 45  

計 
件数（件） 218 

金額（千円） 10,866  金額（千円） 139,707 

計 
件数（件） 372     

金額（千円） 102,970     
 

取組による 

成果と課題 

【評価】 

[成果] 

・ 奨学金は、資格要件を満たす対象者全員に貸付を実施した。 

・ 奨学金を必要とする生徒等のため、資格要件の見直し等を行い、利便向上を図った。 

・ 母子父子寡婦福祉資金は、要件に合致し委員会にて決定された希望者に貸付を実施

した。 
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[課題] 

・ 返還者の利便性向上や、増加傾向にある滞納へのより効果的かつ効率的な対策を講

ずるとともに、事務処理体制の在り方について検討を行うこと 

施 策 名 ② 各種修学支援制度の周知ときめ細かな相談対応（教育財務課） 

平成26～30年

度の実施状況 

【点検】 

[平成 26～30年度の状況] 

・県内の中学３年生に、本県の奨学金制度や就学支援金制度等を掲載した冊子を配布 

し、また、県広報などを通じて周知を図るとともに、支援体制に関する相談に対応

した。大学生及び高校生には、各大学、高校を通じ、奨学金制度や就学支援金制度

等の周知を図った。 

[平成 30年度の取組] 

・ 上記のとおり取り組んだ。また、日本学生支援機構と共同で、奨学金担当者説明会

を開催し、制度の周知を図った。 

取組による 

成果と課題 

【評価】 

[成果] 

・平成 30年度、新たに、選奨生奨学金は 98人（大学生等 89人、高校生 9人）、高等

学校奨学金は 16人、子育て支援奨学金は 10人に貸与を実施した。 

・ 平成 30年度、就学支援金を 38,490人、奨学給付金を 3,953人に支給した。 

施 策 名 ③ 各学校段階における不登校児童生徒への個に応じた学習支援の充実と学び直しへの支援（学校安全課）  

平成26～30年

度の実施状況 

【点検】 

[平成 26～30年度の状況] 

・小・中学校段階においては、不登校の状態にある児童生徒の個別の状況に応じて、

市町村に置かれている教育支援センターや各学校において学習支援が行われてい

る。また、県総合教育センターや各教育事務所においても、児童生徒の個別の状況

に応じて電話相談や面接相談を行っている。 

・高等学校段階においては、不登校の状態にある生徒に対し、学校や家庭以外の居場

所として県総合教育センター内に適応指導教室「Ｇ－プレイス」を設置し、個別の

状況に応じて学習支援等を行っている。 

[平成 30年度の取組] 

・ 不登校などの悩みをもつ児童生徒やその保護者に対し、個別の教育相談を実施し

た。              

県総合教育センター  面接相談799回、電話相談2,931回 

各教育事務所     面接相談 18回、電話相談 528回 

・ 県総合教育センター内に設置した、主に高校段階の生徒を対象とした適応指導教室

「Ｇ－プレイス」において、生徒一人一人の心に寄り添いながら、将来の社会的自

立に向けたきめ細かな支援を行った。 

適応指導教室での相談回数 面接相談 707回、出張相談 17回  

電話相談 224回  

・適応指導教室の担当者連絡会議を開催し、各適応指導教室への児童生徒の通室状況

などの情報を収集し、在籍校とのよりよい連携の在り方などについて協議した。 

取組による 

成果と課題 

【評価】 

[成果] 

・適応指導教室「Ｇ－プレイス」において、不登校児童生徒の集団生活への適応、情

緒の安定、学力の補充、基本的生活習慣の改善等のための相談を行い、不登校児童

生徒の学校復帰や社会的自立を支援することができた。 
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 [課題] 

・ 適応指導教室内の活動内容や支援体制の充実を図ること 

施 策 名 ④ ３部制高等学校や定時制・通信制の課程をもつ高等学校における教育の充実（学校支援課）  

平成26～30年

度の実施状況 

【点検】 

[平成 26～30年度の状況] 

・ 生徒の多様なニーズに対応した学習形態の具体的な方策を検討し、国語、数学、英

語等において習熟度別授業を展開した。 

・ 必要に応じて外国人児童生徒適応指導員を派遣し、外国人生徒に対する日本語学習

及び全般的な学習の指導や支援を実施した。 

・ 「教科書の購入について、経済的に自費購入が困難である」と判断される生徒に

対し、教育振興奨励費による継続的な補助を行った。 

[平成 30年度の取組] 

・ 上記の取組を実施した。 

取組による 

成果と課題 

【評価】 

[成果] 

・ 基礎的な内容を学ぶ科目や資格取得を目指した専門科目など、生徒の興味・関心や

進路に合わせた幅広い選択科目が可能な教育課程となっている。 

・ 定時制・通信制の課程をもつ高校に在籍する生徒数は、少子化の中においても横ば

いで推移しており、様々な困難を抱える生徒の支援に大きな役割を果たしている。 

[課題] 

・ 習熟度別授業や少人数指導の実施に向けた更なる工夫やより柔軟性のあるカリキ

ュラムの編成が必要であること 
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（１）家庭の教育力の向上 

■取り組むべき主な施策内容と評価 

施 策 名 ① 子育て中の親が家庭教育について学ぶ機会の充実（環境生活政策課） 

平成26～30年

度の実施状況 

【点検】 

[平成 26～30年度の状況] 

・各学校や幼稚園、保育所等で行われる家庭教育学級を推進する人材を育成する研修会を

県内各地域で開催した。 

  【家庭教育学級リーダー研修会参加者数（人）】 

   ＜小・中学校＞ 

年度 保護者リーダー 学校指導者 市町村担当者 その他 計 

H26 649 434 82 27 1,192 

H27 634 461 99 9 1,203 

H28 635 507 103 21 1,266 

H29 636 496 96 25 1,253 

H30 636 518 86 34 1,274 

   ＜乳幼児＞ 

年度 保護者リーダー 園指導者 市町村担当者 その他 計 

H26 344 135 61 26 566 

H27 316 142 64 1 523 

H28 311 107 68 0 486 

H29 396 142 65 31 634 

H30 375 135 84 32 626 

 

[平成 30年度の取組] 

・ 保護者のリーダーや学校、幼稚園、保育所関係者、市町村担当者等に対する研修会を６

地区ごとに２～３回開催した。 

取組による 

成果と課題 

【評価】 

[成果] 

・ 子育てサロン型の家庭教育学級の推進により、参加者が自分自身の子育てに関する迷い

や不安について話し合い、相談し合うことができた。 

・「話そう！語ろう！わが家の約束運動」として、子どもとのコミュニケーションを大切に

する在宅型の取組が多く実践された。 

 [課題]  

・ 幼稚園や保育所、未就園児への家庭教育を充実させるため、幼稚園や保育所への普及啓

発を進め、家庭教育学級を実施する機会を増やすこと 

基本目標４ 学校・家庭・地域の連携による教育コミュニティづくりの推進 

 学校がＰＴＡとの連携を一層深めるとともに、企業や地域の関係団体が家庭教育の支

援に積極的に取り組むことにより、社会全体で家庭の教育力の向上を図ります。 

 学校、家庭、地域、企業等が連携して、社会全体で子どもたちを育む地域社会づくり

を進め、地域の自然や歴史、文化、産業、教育文化施設等の身近な教育資源を有効に

活用しながら、子どもたちに活動の機会を広げていきます。 
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施 策 名 ② 子育て家庭を支援する地域社会の形成（環境生活政策課） 

平成26～30年

度の実施状況 

【点検】 

[平成 26～30年度の状況] 

・平成 26年 12月に岐阜県家庭教育支援条例が公布・施行されたことを契機に、平成 27

年度より、保護者、学校関係者、地域住民、市町村関係者等で構成する家庭教育推進委

員会及び地区ごとの家庭教育推進会議、知事部局、教育委員会、警察本部を含めた関係

各課で構成する庁内連絡会議から成る家庭教育支援体制を整備した。 

・平成 28年度からは、家庭教育に関する情報提供、相談対応、家庭教育をサポートする

人材の養成、学習機会の提供等を行う「家庭教育支援員」を配置する市町村を支援する

ことで、家庭の状況の多様性に配慮した家庭教育支援体制の強化を図った。 

・条例の内容を紹介するリーフレットや家庭教育を実践する日の具体的な取組である「話

そう！語ろう！わが家の約束」運動を普及・啓発するチラシを作成し、保護者以外にも

地域住民、事業者、関係団体等に配布した。 

[平成 30年度の取組] 

・ 家庭教育推進委員会を２回、地区家庭教育推進会議を各地区３回ずつ開催し、他地区の

取組事例の普及・啓発や現場の意見の収集を行うとともに、庁内連絡会議を２回開催し、

情報共有と事業の連携を図った。 

・４市町が配置した「家庭教育支援員」の実践例を県内に普及した。 

・ 「話そう！語ろう！わが家の約束」運動を普及・啓発紹介するチラシを作成し、小学１、

４年生の保護者、市町村、事業者等に配布した。 

取組による 

成果と課題 

【評価】 

[成果] 

・ 家庭教育推進委員会や地区家庭教育推進会議での意見や提案、現場における取組事例や

意見を家庭教育の担当者、関係者に周知して事業を進めることができた。 

[課題] 

・ 様々な家庭環境がある中、全ての家庭が家庭教育に取り組めるよう、関係機関のさらな

る連携、家庭教育の意義や方法の普及・啓発を促進すること 

施 策 名 ③ 企業・事業所と連携した家庭教育の支援（環境生活政策課） 

平成26～30年

度の実施状況 

【点検】 

[平成 26～30年度の状況] 

・社員研修の場等を活用して家庭教育について学ぶ「企業内家庭教育研修」を開催する事

業所に対して、講師派遣やコーディネート等の支援を行った。 

  【企業内家庭教区研修実施状況】 

H26：20事業所、24講座、 956人  H27：22事業所、27講座、1,270人 

   H28：25事業所、32講座、1,323人  H29：21事業所、25講座、1,308人 

H30：36 事業所、39講座、1,552人 

[平成 30年度の取組] 

・ 県内企業や事業所に対して企業内家庭教育研修の実施を呼びかけるとともに、テーマに

応じた講師を派遣し、子育て中の親やこれから親になる若い世代、子育てが一段落した

従業員、管理職などに、幅広く家庭教育を推進した。 

取組による 

成果と課題 

【評価】 

[成果] 

・ 企業内家庭教育研修の実施事業所数は増加した。また、実施事業所の満足度は高く、継

続的に実施する事業所が多い（１０年連続実施１事業所、８年１事業所、７年１事業所、

６年１事業所、４年３事業所、３年３事業所、２年９事業所）。 
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[課題] 

・ 働き方改革が、家庭教育の充実につながるよう、県や市町村が進める家庭教育学級の実

施に協力する企業の拡大を図ること 

施 策 名 ④ ＰＴＡ活動への支援及び指導者の資質の向上（環境生活政策課） 

平成26～30年

度の実施状況 

【点検】 

[平成 26～30年度の状況] 

・岐阜県ＰＴＡ連合会（小・中学校のＰＴＡを対象）の発行する機関誌「わが子のあゆ

み」に家庭教育に関する記事を掲載した。 

・ＰＴＡと協力して作成した「インタ－ネット接続機器利用の安全チェックシ－ト」の活

用を促進した。 

・条例の内容を紹介するリーフレットや「話そう！語ろう！わが家の約束」運動を普及・

啓発するチラシを作成し、保護者へ配布した。 

・家庭教育学級リーダー研修会に多くのＰＴＡ関係者が参加した。 

  【保護者リーダー参加者数】 

 H26 H27 H28 H29 H30 

小・中学校 649 634 635 636 636 

乳幼児 344 316 311 396 375 

計 993 950 946 1,032 1,011 

[平成 30年度の取組] 

・「話そう！語ろう！わが家の約束」運動を普及・啓発するチラシを作成し、小学１・４年

生の保護者を中心に配布した。 

・家庭教育学級リーダー研修会の開催案内を私立幼稚園にも送付した。 

取組による 

成果と課題 

【評価】 

[成果] 

・ 家庭教育学級リーダー研修会に多くのＰＴＡ関係者が参加し、研修会後のアンケートで

は、家庭教育学級運営に対する意欲が高まったとの回答があった。 

  平成 26年：993人 → 平成 30年：1,011人 

[課題] 

・ どの家庭でも家庭教育が実践されるよう、ＰＴＡとの連携を強化すること 

施 策 名 ⑤ 児童福祉等の関係機関との連携（子ども家庭課） 

平成26～30年

度の実施状況 

【点検】 

[平成 26～30年度の状況] 

・平成 27年度から市町村の児童相談体制強化のため、中央子ども相談センターに児童相談

派遣専門職を配置 

・平成 28年度から各子ども相談センターに警察ＯＢを配置 

・平成 29年３月に、県と岐阜県警察との間で、児童虐待に係る児童の安全確保を図るこ 

とを目的に、相互の連携を強化するための協定を締結 

・平成 29年 6月、子ども相談センターと医療機関との児童虐待の対応や連携のあり方を

協議する「子ども相談センター・医療機関連携会議」を設立 

・市町村職員等を対象に、家庭支援に関する研修を実施 

・子ども相談センターが警察と合同で、児童虐待の早期発見や未然防止を図るために、立 

入調査、臨検・捜索の実践的訓練を実施 

[平成 30年度の取組] 

・ 県内４カ所（中央、西濃、中濃、東濃）の子ども相談センターと市町村が警察と合同で、
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県警察学校において児童虐待の早期発見や未然防止を図るために、立入調査、臨検・捜索

の実践的訓練を実施した。 

・ 子ども相談センターと医療機関連携会議にて、医療機関向け児童虐待対応基本マニュア

ルを作成し、県内の医療機関に配布した。 

・ 市町村職員等を対象に、家庭支援に関する研修を実施した。 

・ 対応ケースに応じて会議を開き、市町村、教育、警察、主任児童委員等の関係者が児童の

処遇等を協議した。 

取組による 

成果と課題 

【評価】 

[成果] 

・ 対応ケースに応じて、市町村、教育、警察、主任児童委員等の関係者が連携できた。 

また、新たに、警察、医療機関との連携強化を図ることができた。 

[課題] 

・児童虐待を未然防止するためには、「早期発見・早期対応」が必要不可欠であり、関係機 

関との連携を継続的に行っていく必要があること  

※ 「家の人と学校での出来事について話をする児童生徒の割合」のデータは P90に掲載。 

 

（２）地域の教育力の向上 

■取り組むべき主な施策内容と評価 

施 策 名 ① 放課後子どもプランの推進と活動内容の充実（環境生活政策課） 

平成26～30年

度の実施状況 

【点検】 

[平成 26～30年度の状況] 

・全ての児童が放課後を安心・安全に過ごし多様な体験・活動ができるよう、放課後子ど

も教室と放課後児童クラブを一体的または連携して実施する放課後子ども総合プランを

推進した。 

【放課後子ども教室の実施状況】 

    H26：12市町村57教室（他に、岐阜市（中核市）において56教室） 

    H27：12市町村59教室（他に、岐阜市（中核市）において54教室） 

    H28：12市町村60教室（他に、岐阜市（中核市）において55教室） 

    H29：15市町村69教室（他に、岐阜市（中核市）において53教室） 

H30：15市町村79教室（他に、岐阜市（中核市）において53教室） 

・学校や公民館等を活動場所に、土曜日等に地域の人材を活用した特色・魅力のある教育

プログラムを実施する市町村を支援した（H26～）。 

【土曜日の教育支援体制構築事業の実施状況】 

H26：９市町村39箇所（他に、岐阜市（中核市）において５箇所） 

    H27：12市町村37箇所（他に、岐阜市（中核市）において５箇所） 

    H28：11市町村35箇所（他に、岐阜市（中核市）において５箇所） 

    H29：12市町村37箇所（他に、岐阜市（中核市）において５箇所） 

H30：14市町村40箇所（他に、岐阜市（中核市）において５箇所） 

・家庭での学習が困難、または学習習慣が十分に身についていない中学生等の学力向上を

図るため、地域人材を活用して地域未来塾を実施する市町村を支援した。 

【地域未来塾の実施状況】 

H28：３市町村４箇所 

    H29：３市町村８箇所 

H30：４市町村 11箇所 

・地域と学校をつなぐ「地域学校協働活動推進員」の配置や機能強化により、基盤となる
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「地域学校協働本部」の整備を推進するとともに、学びによるまちづくりや地域人材の

育成を行う市町村を支援した（H30～）。 

【地域学校協働活動の実施状況】 

  H30：２市町村２本部 

・ 「放課後子ども教室」「土曜日の教育支援体制構築事業」「地域未来塾」「地域学校協働

活動」等の市町村担当者及び従事者に研修会を実施した。 

 【研修会参加者数（人）】 

 H26 H27 H28 H29 H30 

市町村担当者研修会 41 57 46 38 48 

従事者研修会 287 481 431 323 259 

資質向上研修会＊ 171 238 189 351 461 

      ＊H26、H27は初任者研修会 

[平成 30年度の取組] 

・ 「放課後子ども教室」「土曜日の教育支援体制構築事業」「地域未来塾」に加え、「地域

学校協働活動」を実施する市町村を支援した。 

・ 引き続き市町村担当者研修会、従事者研修会を開催した。 

取組による 

成果と課題 

【評価】 

[成果]  

・ 「放課後子ども教室」等の実施市町村数等が増加した。 

「放課後子ども教室」       平成26年度：12 → 平成30年度：15 

「土曜日の教育支援体制構築事業」 平成26年度：９ → 平成30年度：14 

「地域未来塾」          平成28年度：４ → 平成30年度：11 

・従事者研修会を基礎編、資質向上研修を応用編とし、差別化を図った。 

[課題] 

・地域と学校をつなぐ地域学校協働活動推進員やコーディネーター、学習支援を行う地域

人材を継続的に育成・確保すること 

施 策 名 ② 社会全体で子どもたちの学びを支援する取組の推進（環境生活政策課） 

平成26～30年

度の実施状況 

【点検】 

[平成 26～30年度の状況] 

・地域と学校をつなぐコーディネーターの養成と資質向上を図る研修会を実施した。 

  【参加者延人数】 

    H26：27人  H27：61人  H28：51人  H29：75人  H30：109人 

・学校や公民館等を避難所として想定した被災時生活体験等の防災教育プログラム（「防

災キャンプ推進事業」）を、地域住民や保護者の協力を得て実施した。 

  【実施場所】 

    H26：郡上市立西和良小学校、中津川市立第一中学校、御嵩町立上之郷小学校 

H27：岐阜市立合渡小学校、中津川市立坂本中学校 

H28：郡上市明宝コミュニティセンター、土岐市土岐津公民館 

H29：美濃加茂市立伊深小学校 

H30：実施なし 

・ 子ども会、ボーイスカウト、ガールスカウト等の少年団体の活動を支援することを通し

て、参加した子どもたちが社会の一員として必要な知識・技能・態度を身に付けた。 

[平成 30年度の取組] 

・ 社会教育主事等研修会兼地域コーディネーター等研修会を計４会場で開催した。 

・ 引き続き、子ども会、ボーイスカウト、ガールスカウト等の活動を支援した。 
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取組による 

成果と課題 

【評価】 

[成果]  

・ 地域コーディネーター研修会にコミュニティ診断士や生涯学習コーディネーター、学校

教育関係者の参加を促し、地域と学校をつなぐ人材の育成を図った。 

・ 「防災キャンプ推進事業」では、子どもたちが地域の一員であることを自覚し、地域の

人たちと協力することの大切さや地域の一員としての役割意識を高めることができた。 

・ 各少年団体との連携により、青少年の健全育成のための指導者の育成ができた。 

[課題] 

・ 地域と学校をつなぐ人材を育成し、活躍の場を確保すること 

施 策 名 ③ 青少年に対する相談体制の充実（私学振興・青少年課） 

平成26～30年

度の実施状況 

【点検】 

[平成 26～30年度の状況] 

・青少年や保護者等が抱える悩みに対応するため、青少年ＳＯＳセンターにおいて、フリ

ーダイヤル・365日・24時間体制で、電話・ＦＡＸ・メール・面談による相談対応を実

施した。 

・また、臨床心理士（H21～）と社会福祉士（H26～）、統括責任者としてのセンター長

（H28～）を配置し、相談体制を強化した。 

[平成 30年度の取組] 

・上記取組みについて以下のとおり実施した。 

 青少年ＳＯＳセンター相談窓口の運営（相談件数：述べ 2,451件） 

取組による 

成果と課題 

【評価】 

[成果] 

・ 青少年ＳＯＳセンターの運営により、青少年からの相談に対応し、関係機関へつなぐこ

とで連携強化を図ることができた。 

 [課題] 

・ 青少年ＳＯＳセンターにおける相談内容が複雑・多様化してきており、各相談機関との

連携体制の強化を進めていくこと 

施 策 名 ④ 健全な青少年を育む社会環境づくりの推進（私学振興・青少年課） 

平成26～30年

度の実施状況 

【点検】 

[平成 26～30年度の状況] 

・岐阜県青少年健全育成条例に基づき、健全な青少年を育む社会環境づくりを推進するた

め、以下の取組を実施した。 

有害図書類の個別指定・包括指定の例示 

立入調査員の指定、委嘱及び立入調査員研修会の開催 

興行場、図書類等取扱業者、刃物取扱店、携帯電話販売店への立入調査の実施 

図書類等自動販売機設置に対する指導 

青少年育成審議会、及び部会の開催 

青少年健全育成条例の改正 

[平成 30年度の取組] 

・上記取組について以下のとおり実施した。 

 有害図書類の包括指定の例示（34件） 

立入調査員の指定及び委嘱（426人） 

立入調査員研修会の実施（県内６地区） 

立入調査の実施（6,186回） 

青少年育成審議会（２回）部会（２回） 
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取組による 

成果と課題 

【評価】 

[成果] 

・ 立入調査員の指定及び委嘱に伴い、研修会を実施することにより、立入調査を実施する

体制づくりを行うことができた。 

・ 図書類取扱業者へ有害図書の個別指定及び包括指定の例示を通達することにより、有害

図書類から青少年を守る環境整備に資することができた。 

・図書類等自動販売機設置に対する指導により、県内の販売機の撤去につなげた。 

・ 条例の周知状況の遵守率は９割以上を維持している。 

・ 青少年の携帯電話へのフィルタリング利用の徹底に伴う条例改正により、フィルタリン

グ利用率が向上した 

平成 26年度：小学校高学年 68.2％ 中学生 66.8％ 高校生 62.2％  

→ 平成 30年度：小学校高学年 64.4％ 中学生 65.7％ 高校生 72.5％ 

[課題] 

・ 青少年が使用する携帯電話へのフィルタリングの利用を徹底すること 

施 策 名 ⑤ 社会生活を円滑に営む上での困難を有する青少年への支援（私学振興・青少年課） 

平成26～30年

度の実施状況 

【点検】 

[平成 26～30年度の状況] 

・「子ども・若者支援地域協議会」を設置して関係機関との連携を強化し、施策の協議や

事例検討を行うとともに、各相談機関の相談員の資質向上のための研修を実施した。 

 [平成 30年度の取組] 

上記取組みについて以下のとおり実施した。 

相談窓口担当者研修会・情報交流会（全 11講座 延べ 376人参加） 

市町村担当者研修会（１回） 

子ども・若者支援地域協議会 代表者会議（１回）担当者会議（２回） 

取組による 

成果と課題 

【評価】 

[成果] 

・ 相談・支援機関担当者情報交流会や相談窓口担当者研修会の開催により、資質向上を図

ることができた。 

・ 関係する相談機関・団体間で情報共有がされ、連携先が明確化されるとともに、市町村

における現状や課題を共通理解できた。 

[課題] 

・ 青少年が抱える問題が複雑・多様化してきており、県民に身近な市町村での地域に根差

した体制づくりを進めていく必要があること 
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（１）文化活動の推進 

■取り組むべき主な施策内容と評価 

施 策 名 ① 文化芸術振興基本条例の理念に基づいた文化芸術活動の推進（文化創造課、文化伝承課） 

平成26～30年

度の実施状況 

【点検】 

[平成 26～30年度の状況] 

・子どもたちが文化芸術を身近に感じられるようにするため、県社会教育施設（県博物

館、県美術館、県現代陶芸美術館、高山陣屋）において、引き続き高校生以下の観覧料

等を無料化した。 

・毎年 11月 3日(文化の日)は「岐阜～ふるさとを学ぶ日」として、県有の 4文化施設

「県博物館」、「県美術館」、「県現代陶芸美術館」、「国史跡高山陣屋」を無料開放した

（平成 30年度は「岐阜かかみがはら航空宇宙博物館」も無料開放）。平成 28年度から

は、県美術館と県図書館間の市道を歩行者天国とした「文化の森の秋祭り」を開催し

た。 

・ 県美術館、県現代陶芸美術館において、「岐阜県美術館周辺 MAP」、「現陶美まちかど案内

版（平成 26・27年度）」を制作した。 

・ 県美術館において、平成 28年度から「ナンヤローネ・プロジェクト」を立ち上げ、新し

い鑑賞方法の提案などを行い、より親しみやすい美術館を目指すとともに、ぎふ清流文

化プラザ等、他館と連携して、ワークショップギャザリング（平成 27年度～）を開催し

た。 

[平成 30年度の取組] 

・上記の取組みを実施した。 

＜岐阜～ふるさとを学ぶ日＞ 計 5,112人 

県美術館 926 人（高校生以下 278 人、「文化の森の秋祭り」関連イベン

ト等は高校生以下人数をカウントしていないため不明） 

県現代陶芸美術館 263人（高校生以下 8人） 

県博物館 1,153人（高校生以下 312人） 

高山陣屋 2,770人（高校生以下 179人） 
 

取組による 

成果と課題 

【評価】 

[成果] 

・4文化施設の来場者が増加 

平成 26年度 4,179人 → 平成 30年度 5,112人 

基本目標５ 生涯にわたる学習・文化・スポーツの推進 

 子どもたちが郷土の文化、歴史、自然に誇りと愛着をもてるよう、地域の伝統芸能

や行事などに触れ親しむ機会を提供します。 

 子どもたちが生涯を通じて、自主的・継続的にスポーツに親しむことで、地域の絆

づくりや活性化を推進するとともに、地域に根差したスポーツ環境の整備をするこ

とにより、明るく豊かな地域社会づくりを目指します。 

 地域住民が様々な学習を通じて、主体的に地域社会に参画し、学んだ成果を地域社

会に役立てる「地域づくり型生涯学習」などを実施することにより、活力ある地域

社会の実現を目指します。 
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・文化の森の秋祭りの来場者が増加 

平成 28年度 12,188人 → 平成 30年度 13,672人 

・ 子どもたちや保護者などに対し、岐阜の自然・歴史・文化に触れる機会を提供するこ

とができた。 

【施策実施目標】 

県社会教育施設の高校生以下入館者数 

（県美術館、県博物館、県現代陶芸美術館、高山陣屋） 

H24年度：77,853人 →H30年度：68,236人       データは P94に記載 

[課題] 

・子どもたちが文化芸術に触れ親しむ環境の一層の整備を図ること 

・最新の情報を取り入れた各美術館周辺マップを適時作成すること 

施 策 名 
② 文化芸術に親しみ創作活動に参加できる環境づくりの推進（文化創造課、文化伝承

課） 

平成26～30年

度の実施状況 

【点検】 

[平成 26～30年度の状況] 

・青少年美術展本展（県美術館）、高山移動展（飛騨世界生活文化センター）及び多治見

移動展（現代陶芸美術館）を開催 

・県美術館において、美術館の展示室を学校に再現し、鑑賞を行う「スクールミュージア

ム」の開催や、近隣の学校を中心に鑑賞や造形の出前講座を実施した。 

・県現代陶芸美術館において、３年に一回県内の小学校・中学校・特別支援学校の児童・

生徒が制作したやきものの展覧会「大地のこどもたち」展を開催している。直近では平

成 29年度に開催。 

[平成 30年度の取組] 

・上記の取組みを実施した。 

＜県美術館＞ 

スクールミュージアム 郡上特別支援学校（6/29）生徒・保護者等参加数 71名 

鑑賞・造形の出前講座 21回 

＜現代陶芸美術館＞ 

  小学校・中学校・高校を対象とした出張授業の実施 41回 

  教員研修・研究会・公開講座などの出前講座 10回 

  鑑賞教育に関心のある方を対象とした「鑑賞学習交流会」の実施 3回 

  「MoMCAの小さな図工室」気軽に参加できる造形ワークショップを立ち上げた。 

本年度実施 3回（次年度へ継続する） 

取組による 

成果と課題 

【評価】 

[成果] 

・ 「スクールミュージアム」を郡上で開催し、なかなか岐阜県美術館に来る機会のない

方々に鑑賞していただいた。アンケートでは「美術館に行ってみたくなった。」と回答を

いただき、文化芸術に親しむ環境づくりの推進に努めることができた。 

・ 「大地のこどもたち」展において学校の教育活動で作られたやきものを大規模に展示す

る場を設けることにより、児童・生徒や教員が展示作品を鑑賞し交流し合う機会を提供

することができた。 

・ 出張授業、出前講座の増加・図画工作、美術科の授業づくりに対する相談への対応が増

加し、地域の学校との連携が深まった。 

・ 学校を超えて、地域の子供からお年寄りまでの幅広い世代が気軽に楽しむことができる

仕組みづくりができた。 
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青少年美術展の来場者数が増加 

平成 26年度 8,155人 → 平成 30年度 10,237人 

青年部、少年部ともに応募点数が増加 

青年部：平成 26年度  1,451人 → 平成 30年度 1,554人 

少年部：平成 26年度 39,113人 → 平成 30年度 42,848人 

[課題] 

・青少年美術展への応募を促す方策を検討すること 

・ 「スクールミュージアム」において、実施した後も美術館へ足を運んだり、文化芸術に

親しんだりすることが継続する方法を検討すること 

・ 「大地のこどもたち」展において、東濃地区以外の学校にも出品校を拡大できるように、

県内の学校への広報の方法を検討すること 

・ 学校のニーズに対し、即対応できるような館の人的環境、物的環境が整っていない。 

施 策 名 ③ 文化施設における文化芸術体験の充実（文化伝承課） 

平成26～30年

度の実施状況 

【点検】 

[平成 26～30年度の状況] 

・ 県美術館では、県民の文化活動を発表する場として、豊かな美術活動の振興に寄与す

るため、充実した所蔵品展示を行うとともに、平成 28年度から「ナンヤローネ・プロ

ジェクト」を立ち上げ、所蔵品展示を活用した新たな鑑賞プログラム「Such Such 

Such (あんな こんな そんな)」を行うとともに、国内外の多彩なテーマの企画展や

日比野ディレクションによるアートまるケット（平成 27年度～）、アーティストが滞

在して制作過程を公開したりワークショップを開催するアーティスト・イン・ミュー

ジアム（平成 28年度～）等、多様な企画を開催した（その他は、基本目標２（４）①

に同じ）。 

[平成 30年度の取組] 

・上記の取組を実施した。 

アートまるケット「Nadegata Instant Party 養老公園プロジェクト パーキング・プ

ロムナード（テーマを毎年度設定）」  （10/13～11/25）入場者数 26,258名 

アーティスト・イン・ミュージアム ２回、来場者 2,315名 

取組による 

成果と課題 

【評価】 

[成果] 

・ 「ナンヤローネ・プロジェクト」による鑑賞プログラム「Such Such Such(あんな こん

な そんな)」の活用を通して、新たな所蔵品展示の魅力が広がり、アートツアーの参加

者が、これまでの親子を中心とした客層から一般の方まで拡大した。 

・ 幼児から成人まで幅広い年齢層を対象とした講座やワークショップが好評であった。 

・ 休館中には他の施設で出前ワークショップやイベントを行い、リニューアル後にどんな

美術館になるのか広報活動を行うことができた。 

・ 「Such Such Such」の実施方法を工夫することで、館外でも広く楽しんでもらうことが

できた。 

[課題] 

・ 長期休館中においてもアウトリーチ活動により教育普及事業を継続し、美術館の魅力を

より向上させること 

・ 「Such Such Such」を県有施設で実施するための体制を整備すること 

施 策 名 ④ 学校等における文化活動の活性化（文化伝承課） 

平成26～30年

度の実施状況 

[平成 26～30年度の状況] 

・ 県立高等学校文化部活動振興費補助金の交付、全国高等学校総合文化祭への生徒・指導
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【点検】 者の派遣、岐阜県高等学校総合文化祭及び岐阜県特別支援学校文化祭の開催費負担金の

助成を行った。 

[平成 30年度の取組] 

・ 各学校の文化系部活動の成績等に基づき、適切に推進指定校（29 校 49 部）を選定し、

その活動に対する振興費補助金を配分した。 

岐阜県高等学校総合文化祭参加生徒数：5,637人 

全国高等学校総合文化祭派遣人数：413人 

上位入賞 将棋部門女子団体戦 準優勝 

上位入賞 放送部門アナウンス部門 優秀賞 

上位入賞 日本音楽部門 優良賞 

（参考） 
産業部門マイコンカーラリーアドバン

スクラス 

優勝 

 

取組による 

成果と課題 

【評価】 

[成果] 

・ 高等学校の文化部活動の振興により、文化芸術のすそ野の拡大に努めた。 

 [課題] 

・ 県高等学校総合文化祭、県特別支援学校文化祭への参加の一層の促進を図ること 

・ 各部門のより高い専門性の獲得、大きな大会を運営できるように、組織体制の強化を図

ること。 

 

（２）文化財の保存・活用の推進 

■取り組むべき主な施策内容と評価 

施 策 名 ① 文化財の調査・研究と指定の推進（文化伝承課） 

平成26～30年

度の実施状況 

【点検】 

[平成 26～30年度の状況] 

・岐阜県文化財保護審議会を年間２回開催し、県文化財の指定を行った。 

・岐阜県内の祭り・行事の悉皆的調査を実施し、県内の民俗文化の現状把握に向けた取り

組を開始した。 

[平成 30年度の取組] 

・ 岐阜県文化財保護審議会を２回開催し、２件の文化財について新たに県指定を行っ

た。 

県重要無形民俗文化財：木造釈迦如来坐像（関市）、船来山古墳群出土品（本巣市） 

・ 「岐阜県の祭り・行事総合調査」の基礎調査を開始し、県内民俗文化の現状把握に向

けた取組を開始した。 

・ 「岐阜県古代・中世寺院跡総合調査」を開始し、寺院跡の所在や範囲等を把握する取

組を開始した。 

取組による 

成果と課題 

【評価】 

[成果] 

・新たな文化財の指定により、文化財保護の措置がとられた。 

[課題] 

・ 「岐阜県の祭り・行事総合調査」、「岐阜県古代・中世寺院跡総合調査」の実施による

文化財の研究と保護措置を一層推進すること 
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施 策 名 ② 文化財の保存と後継者育成の推進（文化伝承課） 

平成26～30年

度の実施状況 

【点検】 

[平成 26～30年度の状況] 

・民間所有の国指定文化財および県指定文化財の保存修理事業への支援を行い、継続的な

県内文化財の継続的な保存・伝承を実施した。 

・伝統芸能の伝承と継承のため、岐阜県地歌舞伎保存振興協議会、岐阜県文楽・能保存振

興協議会、岐阜県獅子芝居公演実行委員会が行う事業への支援活動を行い、伝統文化の

保存・継承を図った。 

[平成 30年度の取組] 

・ 岐阜県地歌舞伎保存振興協議会加盟団体及び岐阜県文楽・能保存振興協議会加盟団体

に、文化財の保存に必要な伝承教室開催費の一部を助成した。 

・ 伝統芸能の公開を促進するため、岐阜県文楽・能大会実行委員会や飛騨・美濃歌舞伎大

会実行委員会及び岐阜県獅子芝居公演実行委員会に大会開催費の一部を助成し、伝承・

広報活動の支援を行った。 

取組による 

成果と課題 

【評価】 

[成果] 

・ 文化財の保存に必要な修理事業等を推し進めた。 

・ 地歌舞伎、文楽・能のいずれの大会においても、観覧者の 80％以上から「満足」との回

答を得た。 

[課題] 

・ 文化財の保存に必要な修理事業への助成を継続するとともに、より良い保存事業を検討

すること 

・ 伝統芸能（民俗芸能）の後継者育成への助成の継続と、大会開催支援（助成・広報）を

充実させること 

施 策 名 ③ 文化財の活用の推進（文化伝承課） 

平成26～30年

度の実施状況 

【点検】 

[平成 26～30年度の状況] 

高山陣屋及び県文化財保護センターにおいて教育普及活動を実施している。内容を拡充

することにより、参加者も増えてきており、県民の文化財に対する理解・関心を深めるこ

とができた。 

[平成 30年度の取組] 

・ 県民の文化財に対する理解・関心を深め、文化財保護意識の高揚を図るため、教育普及

活動を実施した。 

＜高山陣屋＞ 

「おもしろ歴史教室」（対象：小学校４年生から６年生の児童及びその家族）及び「歴  

史教室の夕べ」・「ブラ高山」（対象：一般市民）  118人参加 

＜県文化財保護センター＞ 

「岐阜県発掘調査報告会」  97人参加 

「発掘調査現地見学会」３か所で実施  137人参加 

「出前授業」小中高 100校 175クラスで実施  5,028人参加 

「タイムスリップ探検隊」（発掘・整理体験） 18人参加 

「バックヤードツアー」  19人参加 

取組による 

成果と課題 

【評価】 

[成果] 

・ ほとんどの参加者から「大変良かった」「ためになった」との回答を得た。 

[課題] 

・ 教育普及活動を一層充実させること 
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施 策 名 ④ 文化財の防災・防犯の推進と保護・継承の気運の醸成（文化伝承課） 

平成26～30年

度の実施状況 

【点検】 

[平成 26～30年度の状況] 

・文化財の現状を把握し、適切な保護、管理を推進するため、国指定文化財については県

が任命する巡視員による巡視活動を、県指定文化財については岐阜県文化財保護協会が

委嘱する巡視員による巡視活動を実施した。 

[平成 30年度の取組] 

・ 国指定文化財については 29人の巡視員が月２回の巡視活動（文化財パトロール）を、県

指定文化財については 64人の巡視員が随時巡視活動（文化財パトロール）を実施し、文

化財の防災・防犯等の推進に努めた。 

・ 文化財愛護思想普及のため、文化財保護団体に対して活動費の一部を助成した。 

・ 文化財の保護の気運を醸成するため、岐阜県伝統文化継承功績者顕彰について市町村教

育委員会への周知を徹底した。 

取組による 

成果と課題 

【評価】 

[成果] 

・岐阜県文化財保護協会による会誌の発行や文化財保護功労者の表彰、文化財現地研修会

の開催などにより、文化財の保護、継承のための気運が醸成された。 

[課題] 

・ 巡視活動における巡視員の高齢化や後継者難への対応のため、巡視員養成機関である岐

阜県文化財保護協会の組織強化を図ること 

・ 伝統文化継承功績者顕彰の推進と市町村との情報共有 

 

（３）スポーツの推進 

■取り組むべき主な施策内容と評価 

施 策 名 ① スポーツ推進条例の理念に基づいたスポーツの推進（地域スポーツ課、競技スポーツ課） 

平成26～30年

度の実施状況 

【点検】 

[平成 26～30年度の状況] 

・国のスポーツ基本計画を参酌し、県の実情に即したスポーツ推進に関する施策の総合的

かつ計画的な推進を図るため、「清流の国ぎふスポーツ推進計画」を平成２６年度に策

定した。 

[平成 30年度の取組] 

・ スポーツ推進条例に基づき策定した「清流の国ぎふ スポーツ推進計画」の６本柱である

「競技スポーツの推進」「地域スポーツの推進」「学校体育の推進」「障がい者スポーツの

推進」「スポーツによる地域振興」「スポーツ環境の整備」に沿って取り組んだ。 

取組による 

成果と課題 

【評価】 

[成果] 

・ 「競技スポーツ」では、次世代のアスリート育成を進めるトップアスリート拠点クラ

ブの支援、2020年東京オリンピック・パラリンピックに向け、中・高校生のトップア

スリートを支援する事業などを実施した。 

・ 「地域スポーツの推進」では、県内全域の各年齢層を対象に、レクリエーションの指

導者を派遣した教室を開催（計 222回）するとともに「全国レクリエーション大会 in

岐阜」を開催し、会期前に大会機運の盛り上げを目的に行った啓発キャラバンやイベ

ントも含めると参加者数が延べ 17万人を超えた。 

・ 総合型地域スポーツクラブでは、安定した運営を目的とし、有資格者数の充実、クラ

ブ基盤の整備等に係る支援事業を行った。 
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・ 小・中・高生も出場する「ぎふ清流郡市対抗駅伝」では、最多 29郡市の参加であっ

た。 

・ 「障がい者スポーツ」では、特別支援学校の児童生徒を対象としたレクリエーションスポー

ツ教室の開催や、障がい者スポーツの日本代表合宿やスポーツ大会の誘致を行った。 

・ 「スポーツによる地域振興」では、飛騨御嶽高原高地トレーニングエリアにおける 2020

年東京オリンピック事前合宿に係る合意書をイギリス及びフランスと締結したほか、

「アジアジュニア陸上競技選手権大会」、「日本スポーツマスターズ岐阜大会」など国際・

全国レベルのスポーツイベントを誘致するなど地域活性化につながる成果があった。 

[課題] 

・ スポーツを取り巻く環境に対応した施策を展開していく必要があること 

・ スポーツ実施率 65％に向けた効果的な施策を検討し実施すること 

施 策 名 ② レクリエーションスポーツによる体力・健康づくり支援（ねんりんピック推進事務局） 

 

 

 

 

 

平成26～30年

度の実施状況 

【点検】 

 

 

 

 

 

 

 

平成26～30年

度の実施状況 

【点検】 

 

 

[平成 26～30年度の状況] 

・レクリエーションの普及・拡大を図るため、県内全域の各年齢層を対象に、レクリエー 

ションの指導者を派遣した（H26：80回、H27：106回、H28：117回、H29：222回）。 

・平成 28年度には、本県で初めて「第 70回全国レクリエーション大会 in岐阜」を開催

した（9月 23日～25日）。 

大会期間中は、県内全 42市町村で過去最多の 38の種目大会を開催。 

期間中参加者 延べ 6万 6千人 

会期前を含む参加者 延べ 17万 2千人超（過去最大規模） 

・全国レク大会の開催に合わせ、平成 28年度からは、日頃からレクリエーションに積極  

的に取り組む学校・団体・企業等を「レクリエーション推進団体」として認定してい

る。（H28：176団体、H29：80団体） 

・平成 29年度には、全国レク大会の成果を継承するため、県民皆が１つはレクリエーシ

ョンを実践し、体、心、頭の健康を増進させ、健康長寿につなげる「ミナレク運動」を

展開した。その一環として、ミナモ体操の脳トレバージョンのＤＶＤを作成・配布。 

・併せて、全国レク大会を継承する「ぎふ清流レクリエーションフェスティバル」を、全

市町村で初開催（9月～11月）。 参加者 約 5万 5千人 

[平成 30年度の取組] 

・レクリエーションの普及・拡大を図るため、幼児、児童・生徒、高齢者、障がい者、企 

業、一般の各ターゲット層向けに、レクリエーション指導者の派遣を行い、レクリエー 

ションを体験できる機会を創出した（合計 298回）。 

・日頃からレクリエーションに積極的に取り組む学校・団体・企業等を「レクリエーショ 

ン推進団体」として 80団体認定した。 

・全国レク大会の成果を継承するため、県民皆が１つはレクリエーションを実践し、体、 

心、頭の健康を増進させ、健康長寿につなげる「ミナレク運動」を展開し、その一環と 

して、ミナモ体操の脳トレバージョンのＤＶＤを作成・配布したほか、9月から 11月

に県内全市町村で「ぎふ清流レクリエーションフェスティバル」を開催し、約 5万 5千   

人の参加があった。 

・レクリエーションの普及・拡大事業の取組みの一環で、市町村レクリエーション協会の

設立支援を計 54回実施し、３団体を設立した。 
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取組による 

成果と課題 

【評価】 

[成果] 

・県内全域の各世代に対して、レクリエーションの魅力や楽しさを普及できたほか、体を 

動かし、健康づくりにつなげるきっかけづくりを行った。 

・レクリエーションの普及・拡大事業に合わせて、「ミナレク運動推進リーダー」の養成講 

習会を開催し、各地域における自主的なレクリエーション普及活動を促進できた。 

 [課題] 

・ 講習会を受けた人が、日常生活の中にレクリエーションスポーツを取り入れることがで

きているか検証する必要があること 

・各市町村、スポーツ推進委員連絡協議会、総合型地域スポーツクラブ等、様々な組織や 

 団体との連携をさらに密にし、より多くの県民がレクリエーションに触れる機会を提供

すること 

施 策 名 ③ する・観る・支えるスポーツ文化の確立（地域スポーツ課） 

平成26～30年

度の実施状況 

【点検】 

[平成 26～30年度の状況] 

・大規模なスポーツイベントの開催により、する・観る・支えるスポーツへの県民参加を

広めるとともに、県民のスポーツへの関心を高め、参加者同士の一体感を醸成し、地域

全体の絆づくりを促進した。 

・「ぎふスポーツフェア」の主要イベント、カンガルーカップ国際女子オープンテニス

は、賞金総額を 26年度～７万５千ドル、29年度から８万ドルにグレードアップし開催

した。 

・「第８回高橋尚子杯ぎふ清流ハーフマラソン」は世界陸連よりゴールドラベル認定大会

として、トップランナーをはじめ、多くの一般ランナーが注目する大会となった。 

・「県民スポーツ大会」は、平成 28年度の「全国レクリエーション大会ｉｎ岐阜」の開催 

を受けた「ぎふ清流レクリエーションフェスティバル」の実施により、平成 29年度か 

らレクリエーション種目と分けて実施することになった。 

・「第 10回ぎふ清流郡市対抗駅伝」は、第８回大会より９区間から 10区間に変更して開

催した。 

[平成 30年度の取組] 

・ 「第 11回県民スポーツ大会」を開催し、県民の参加を促すことで「する」スポーツの振

興を図るとともに、「第 30回ぎふスポーツフェア」を開催し、「観る」スポーツの充実を

図った。 

・ また、「第８回高橋尚子杯ぎふ清流ハーフマラソン」、「第 10回ぎふ清流郡市対抗駅伝」

では、ランナーとして参加する「する」スポーツ、沿道等の応援による「観る」スポー

ツ、ボランティア等への参加による「支える」スポーツへの参加を促進した。 

取組による 

成果と課題 

【評価】 

[成果] 

・ 「県民スポーツ大会」では、郡市代表種目 43種目、フリー参加種目 12種目、交流体験

種目３種目の計 58種目を実施し、地区大会を含め約１万６千人が参加した。 

・ 「ぎふスポーツフェア」では、４月から５月の 17日間に、カンガルーカップ国際女子オ

ープンテニスなどの国際大会や競技会を開催し、約 16万７千人が来場した。 

・ 「高橋尚子杯ぎふ清流ハーフマラソン」に以下の参加があった。 

＜す る＞ 出場者数 11,213人（ハーフ：10,370人、３km：843人） 

＜観 る＞ 大会当日の観客数約 138,000人（沿道・スタンド・会場来場者含む） 

＜支える＞ ボランティア 3,117人、ハートサポートランナー251人 
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[課題] 

・ 全ての県民が何らかの形でスポーツに参加できるよう、県民へのさらなる周知が必要で

あること 

施 策 名 ④ 地域スポーツの育成支援（地域スポーツ課） 

平成26～30年

度の実施状況 

【点検】 

[平成 26～30年度の状況] 

・ 総合型地域スポーツクラブの創設・育成を目的に、（公財）岐阜県体育協会への委託事業

を通じて、資格取得補助事業、クラブマネジャー活用事業、クラブ巡回相談など支援を

行った。 

・世界及び日本で活躍するトップアスリートからの指導やパフォーマンスを見る事でスポ

ーツへの意欲・関心を高めるため出前指導を行った。（基本項目２（５）再掲） 

[平成 30年度の取組] 

・クラブ基盤の安定を目指し、基盤強化に対する補助事業を実施した。 

・日本スポーツ協会公認クラブアドバイザー資格を有する者をクラブへ派遣するなど、人

材の有効活用事業を行った。 

・ トップアスリート拠点クラブの創設支援と同クラブ所属のトップアスリートが学校を

含めた地域のスポーツ団体へ出向いて行う「出前指導」の支援を行った。 

取組による 

成果と課題 

【評価】 

[成果] 

・ 総合型地域スポーツクラブ運営の核となるクラブマネジャー資格取得者数は昨年同様

20名であった。アシスタントマネジャー資格の取得者は新たに２名増となった。 

 データは P94に掲載 

・有資格者をクラブに派遣する事で、課題解決につながった。 

・ 県内スポーツ団体にトップアスリートの「出前指導」が定着し 162回の指導を行った。 

[課題] 

・ 日スポ協公認クラブマネジャー資格取得者数のさらなる充実と有効活用 

・ 資格取得者の高齢化等による資格更新者の減少 

施 策 名 ⑤ ジュニア選手の強化及び指導者の育成支援（競技スポーツ課） 

平成26～30年

度の実施状況 

【点検】 

[平成 26～30年度の状況] 

・平成 28年度までは、ジュニアグロウアップ作戦事業として、発掘、育成、強化を実施 

してきたが、平成 29年度に見直しを図り、事業名及びメニュー事業変更による取組の 

再構築を実施した。 

・指導者育成事業も、ライセンス取得を平成 28年度末をもって廃止し、スキルアップの 

観点に特化して、平成 29年度より再スタートを切った。 

[平成 30年度の取組]  

・ 本県のジュニア選手の競技力向上を目的に、小・中学生段階から地区・県選抜練習会の

開催や環境整備を目的とした、全種別合同での練習会を実施する等取組の方向性を見直

し「未来の清流アスリート育成事業」を実施した。 

・ 強豪チームへ出向き、指導法を習得する事や優秀な指導者を招聘し広くジュニアに係る

指導者のスキルアップ講習会を開催するなど育成事業を実施した。 

取組による 

成果と課題 

【評価】 

[成果] 

・ 未来の清流アスリート育成事業にて、地区、県トレベースプログラム 17団体 290回や、

普及・発掘プログラム 13 団体 166 回、清流アスリート合同プログラム 10 団体 36 回、

国体選手育成プログラム 28団体 189回を実施し競技力の向上充実を図ることができた。 
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・ 指導者養成は、常勝指導者（チーム）研修事業は６団体７名、優秀指導者招聘事業は  

16団体 25名を実施し、指導者のレベルアップを図ることができた。 

[課題]  

・ 小・中学生を指導者する社会人指導者は、仕事を持ちながら土日を中心に指導している

ため、ライセンス取得や研修を受ける時間がないのが現状である。そのような指導者に

対して、指導技術や知識を向上させるため、どのように講習会を開催するかの検討が必

要である。 

・ 中学校運動部活動指針により、運動部活動が、基本的活動を焦点とした取組となったた

め、中学生期の競技力指標を、これまでの全国中学校体育大会だけではなく、その他の

全国大会も含めて検証するとともに、今後も未来の清流アスリート育成事業の成果に注

視していく必要がある。 

施 策 名 ⑥ トップアスリートの強化支援を通したスポーツの推進（競技スポーツ課） 

平成26～30年

度の実施状況 

【点検】 

[平成 26～30年度の状況] 

・平成 25年度に取組を開始し、平成 27年度には対象クラブを７→８クラブに増やし、 

取組の充実を図ってきた。 

[平成 30年度の取組] 

・ 日本一を目指して日本リーグに参戦するクラブの中で、地域のスポーツ活動に貢献し、

次世代のジュニアアスリート育成を行うクラブを対象に「トップアスリート拠点クラブ

活動費補助金事業」を実施した。 

・ トップアスリートと地域スポーツとの好循環を目的に、優秀選手活用事業を実施した。 

取組による 

成果と課題 

【評価】 

[成果] 

・ トップアスリート拠点クラブの定期的なスポーツ教室の開催や出前指導の開催により、子ども

たちがトップアスリートから直接指導を受けることができ、競技力向上につながった。 

・ 優秀選手活用事業の選手や指導者９人をトップアスリート拠点クラブ等に配置し、日常の練

習に対する指導や出前授業をおこない、トップアスリートと地域スポーツとの好循環を推進

することができた（上記 9人の選手・指導者による教室等指導実績：5競技 1,249回）。 

[課題] 

・優秀な選手は現在でも現役で競技を継続しているため、競技者としてのオンシーズンに、

学校や地域からのニーズに応えられるようできる限り調整をしたが、実現できなかった

ケースもあったこと 

施 策 名 ⑦ ２０２０年東京オリンピック・パラリンピックに向けたトップアスリートの育成（競技スポーツ課） 

平成26～30年

度の実施状況 

【点検】 

[平成 26～30年度の状況] 

・平成 26年度に、中・高校生に特化し、世界で活躍する可能性を秘めた選手を対象とし 

た「２０２０ターゲットエイジ強化支援事業」を新設し強化を開始した。 

・平成 27年度より、成年を含めた事業に見直しを行った。 

・平成 29年度から、12～18歳の全国で活躍する選手を支援対象者として拡充し、更なる

充実を図っている。 

[平成 30年度の取組] 

・ ２年後に開催される東京オリンピック・パラリンピックで活躍できる選手の輩出を目的

に、中・高校生（特別支援学校を含む）のトップアスリートに対して成年選手も含めた

「オリンピックアスリート強化支援事業」「パラリンピックを目指すアスリート強化支

援事業」を実施した。 
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取組による 

成果と課題 

【評価】 

[成果]  

・ 中、高校生（県ゆかり選手含む）67 名を強化指定し、うち 24 名は日本代表及びカテゴ

リ別代表としての遠征等にかかる費用を手厚く助成した結果、海外等で行われた国際大

会に出場し、優勝を含め入賞する選手が多数輩出された。 

また、全国大会等で活躍する 58名に対して、活動費の助成以外に、スポーツ科学の基礎

知識を学ぶ機会を提供し、計画的な科学サポートを受けられる等支援の充実を図った。 

・ 高校生（特別支援学校在籍者含む）７人を強化指定し合宿や遠征等にかかる費用を助成

した結果、日本選手権優勝及び上位入賞者３名を輩出した。その他、国際大会には 4名

を輩出することができた。 

[課題] 

・ 指導者が更なる科学的知見を習得し、効果的な指導を実施できるよう、指導者育成事業

も併せて実施していくこと 

・障がい者アスリートが効果的に練習できる環境の整備に努めること 

 

（４）生涯学習の推進 

■取り組むべき主な施策内容と評価 

施 策 名 ① 「地域づくり型生涯学習」の推進（環境生活政策課） 

平成26～30年

度の実施状況 

【点検】 

[平成 26～30年度の状況] 

・「地域づくり型生涯学習」の推進を図るため、県内市町村の生涯学習担当者及び公民館

を含む生涯学習施設の職員等を対象に、研修会を実施した。 

  【参加者延人数】 

    H26：54人  H27：42人  H28：49人  H29：139人  H30：125人 

・ 「地域づくり型生涯学習」の推進を図るため、県内市町村の生涯学習担当者や地域団

体、ＮＰＯ法人・ボランティア団体、企業、学校、大学等高等教育機関、生涯学習施設

等の関係者を対象に、各主体間の横の連携を図る総合推進会議を開催した。 

【参加者数】 

    H26：54人  H27：37人  H28：66人  H29：94人     H30：80人 

[平成 30年度の取組] 

・担当者研修会は、社会教育主事等研修会と統合実施するとともに、地域コーディネータ

ー研修会を兼ねて計４会場で実施した。 

・関連事業を効果的に進めるために、担当者研修会と生涯学習総合推進会議の研修テーマ

に統一性を持たせた。 

取組による 

成果と課題 

【評価】 

[成果] 

・ 担当者研修会と総合推進会議を一体的に扱い、複数会場で開催することで参加者を増や

すとともに、関連事業に関わる社会教育委員や地域コーディネーター、学校教育関係者

まで参加者の属性も拡大したことで、多様な立場での交流が実現した。 

・総合推進会議では、圏域別に加え、役職別グループも活用した意見交換会を実施し、高

い満足度を得た。 

 [課題] 

・ 「地域づくり型生涯学習」をより広く浸透させ、各主体間の横の連携を強化していくとと

もに、地域と学校との協働活動のコーディネーター等の活躍の場を確保する必要がある

こと 
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施 策 名 ② 「地域づくり型生涯学習」の推進を支える人材の養成、踏み出すきっかけづくり、学習の成果を生かす場づくり（県民生活課） 

平成26～30年

度の実施状況 

【点検】 

 [平成 26～30年度の状況] 

・これから地域活動を始めたい人や関心のある人を対象に講座を実施し、自ら地域づくり

活動を実践できる人材を養成した。 

[平成 30年度の取組] 

・自ら地域づくり活動を実践できる人材を養成するため、市町村と連携して「地域づくり

人材養成講座」を実施した。 

・瑞穂市「地域の絆づくりを学ぼう」：参加者 20人 

 ・御嵩町「御嵩町地域づくり人材養成講座」：参加者 20人 

取組による 

成果と課題 

【評価】 

 [成果] 

・自ら地域づくり活動を実践できる人材の養成を図ることができた。 

[課題] 

・ 市町村の地域の絆づくりに対する意識醸成を図ること 

施 策 名 ③ 公民館を拠点とした生涯学習の推進（環境生活政策課） 

平成26～30年

度の実施状況 

【点検】 

[平成 26～30年度の状況] 

・地域住民の生涯学習の中核施設としての公民館の役割・機能を高めるため、各地域で年

２～３回ずつ、公民館関係者、社会教育関係者を対象に、地域の教育力向上、社会教育

に資する公民館の在り方等をテーマとした研修会を実施した。 

 

  【地区別公民館研修会・地区別社会教育委員等研修会参加者延人数（人）】 

 岐阜 西濃 美濃 可茂 東濃 飛騨 計 

H26 345 141 194 310 206 101 1,297 

H27 359 259 161 245 589 97 1,710 

H28 366 255 121 265 105 35 1,147 

H29 294 278 65 575 197 74 1,483 

H30    253    611    115    306    134     78  1,497 

[平成 30年度の取組] 

・公民館職員の資質向上を図る「公民館研修会」と社会教育委員等が社会教育の実践の場

である公民館との交流を深め、地域の社会教育に携わる関係者の連携強化と資質向上を

図る「社会教育委員等研修会」を実施した。 

取組による 

成果と課題 

【評価】 

[成果] 

・ 研修会においては大学教授等による専門的な講義により知識を深めるとともに、実践事

例等をもとに意見交換することにより資質の向上を図ることができた。 

[課題] 

・ 地域活動団体が家庭及び学校等と連携して家庭教育を支援することなど、公民館等を拠

点とした地域の教育力の一層の向上を図ること 
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第３章 第２次岐阜県教育ビジョン重点政策の取組状況 
  

第２次岐阜県教育ビジョン「第５章 重点政策」に掲げた３つの政策「学力向上を核とした小・中学校教

育の改善」「中長期的な将来を見据えた高等学校の改革」「卒業後を見据えた特別支援学校の充実」について、

平成 26～30年度の点検評価は、次のとおりです。 

 

 
 

  変化の激しい現代社会を子どもたちが主体的に生き抜いていくためには、基礎的・基本的な知識や技

能、自ら課題を見つけ解決する力やコミュニケーション能力、将来を切り開くたくましさなどを育成す

ることが必要です。 

これまでも、習熟度別少人数指導などの個に応じたきめ細かな指導を実施し、一定の成果を上げてい

ますが、特に小学校において、知識や技能を習得・活用することや学習意欲が高まっていないことなど

の課題があることから、小・中学校段階における学力向上を核とした新たな取組を推進します。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

平成26～30年

度の実施状況 

【点検】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

平成26～30年

度の実施状況 

[平成 26～30年度の状況] 

（１）全ての小・中・義務教育学校における「指導改善サイクル」の確立 

・ 各市町村教育委員会及び学校の関係者を対象に、全国学力・学習状況調査（以下この

章では「全国調査」という。）の結果を踏まえた指導の改善・充実について示す「指導

改善説明会」（年１回）及び、各教育事務所において「学力向上推進会議」（年３回）

を実施した。 

・ 各教育事務所が各学校の指導改善サイクルの確立を見届け指導するために、平成 26～

28年度にかけ「学力向上徹底訪問」を実施した。 

・ 各学校の指導改善の取組を評価し、更なる改善を図るために、県独自の学習状況調査

（以下この章では「県調査」という）を毎年度１月に実施した。 

・ 各学校に全国調査や県調査の経年比較ができる分析ソフトを配信するとともに、指導

を工夫改善できるよう「指導改善資料」を配信した。 

（２）個に応じたきめ細かな指導の充実 

・ 児童生徒の学力・学習状況を見届け、個に応じたきめ細かな指導の充実が図られるよ

う、県調査（対象：教科…小学校第４、５学年：国・社・算・理、中学校第２学年：

国・社・数・理・英）を毎年度実施した。（平成 30年度は中止） 

・ 小学校において、児童が主体的に学習に取り組み、教師の個に応じた指導を充実させ

るために、ＩＣＴを活用した教科学習Ｗｅｂシステムを構築するとともに、先行実施

協力校において各種試験を行い、平成 29年度から全面実施した。 

（３）「小学校からの教科専門性向上による教科の授業の充実」、「オール岐阜による学力向

上支援プラン」の実施 

・ 平成 26～27年度の２年間において、「小学校からの教科専門性向上新システム研究

開発実践校」（６地区 15校）に学力向上アドバイザー（大学の教員）を派遣し実践

研究を深めるとともに、地区協議会を開催し、その成果を普及した。 

・平成 27年度は、大学と連携した学力分析を行い、大学から全国調査について専門的

な見地からの結果分析とそれに基づく授業改善案の提供を受け、指導改善に生かし

た。 

・平成 28年度からは、大学と市町村教育委員会が連携して学力分析を行い、専門的な

学力向上を核とした小・中学校教育の改善 
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【点検】 

 

 

 

見地からの結果分析とそれに基づく授業改善の指導・助言を受けた。 

[平成 30年度の取組] 

（１）全ての小・中・義務教育学校における「指導改善サイクル」の確立 

・各市町村教育委員会及び学校の関係者を対象に、全国学力・学習状況調査（以下この

章では「全国調査」という。）の結果を踏まえた指導の改善・充実について示す「地区

学力向上推進会議」（年３回）を実施した。 

・ 各教育事務所において、学校が抱える学力向上に係る課題に応じて、指導主事等が重

点的・継続的に学校訪問する「学力向上推進訪問」を実施した。 

・ 各学校に全国調査の経年比較ができる分析ソフトを配信するとともに、指導を工夫改

善できるよう「指導改善資料」を配信した。 

（２）個に応じたきめ細かな指導の充実 

・ 小学校において、児童が主体的に学習に取り組み、教師の個に応じた指導を充実させ

るために、ＩＣＴを活用した教科学習Ｗｅｂシステムを構築し、全面実施した。 

（３）「オール岐阜による学力向上支援プラン」の実施 

・大学と市町村教育委員会が連携して学力分析を行い、専門的な見地からの結果分析と

それに基づく授業改善の指導・助言を受けた。 

取組による 

成果と課題 

【評価】 

[成果] 

・ 平成 26～28年度（９～10月）にかけて「指導改善説明会」を実施し、教育関係者約 800

～900人が参加し、教育活動を充実・改善していこうとする意欲を高めることができた。 

・平成 29年 10月に「学びに向かう力を育む会」を実施し、教育関係者約 600人が参加し、

教育活動を充実・改善していこうとする意欲を高めることができた。 

・平成 27～29年度にかけて「学力向上推進会議」を実施し、各学校、市町村教育委員会、

県教育委員会が一体となった学力向上の取組を行い、授業改善を進めることができた。 

・ 全国調査の自校採点結果の分析に基づく「指導改善資料」を５月末に発出することによ

り、調査問題や結果を踏まえた授業改善を早期から行うことができた。 

・平成 26～27年度にかけて実施した「小学校からの教科専門性向上新システム研究開発実

践校」において、小中兼務教員による相互乗り入れ授業、小学校における教科担任制、

小・中学校が合同で行う研修会の実施等、工夫ある実践が進められ、その成果を地区協

議会において各学校に普及させることができた。 

・教科学習Ｗｅｂシステムを構築し、平成 29年１月末より、先行実施協力校 45校におい

てシステムを先行実施し、平成 29年４月より本システムの全面実施が円滑に行われるよ

うにした。 

・平成 29年２～３月に、県内６地区 22か所において、希望校の教員及び市町村教育委員

会担当者を対象に「教科学習Ｗｅｂシステム操作説明会」を実施した。 

・平成 29年度は３～６学年、平成 30年度には１～６学年で活用できるようにした。 

[課題] 

・ 全ての学校、全ての教員が「短期のスパン・長期のスパンで定着状況を見届ける」を意

識して指導改善に取り組むことができるよう、大学、市町村教育委員会等と連携を強化

すること 

・ 一人一人が課題に応じて主体的に学習を進めることができる教材を作成・提供し、個に

応じた指導の充実を図ること 

・平成 30年１月に実施した県調査において、指導改善プランの「計画」、「実施」、「評価・

改善」について、小学校は 99.0％、中学校は 97.2％で「行った」と回答しているが、そ

の内、「十分に行った」と回答しているのは、「計画」約 75.1％、「実施」約 61.4％、「評
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価・改善」約 44.2％にとどまっていること 

・児童及び学校等の実態に応じた教科学習Ｗｅｂシステムの有効な活用の在り方を開発・

実践し、有効な活用方法の普及を図ること 

 
 
 

 

人口減少・少子高齢化が一層進展しており、生徒数の減少により、将来的に学校規模が縮小する中で、

各高等学校の教育水準の向上や教育の機会均等を図ることで、子どもたちがそれぞれの夢の実現に向か

って挑戦できる環境を提供することが必要です。 

また、産業構造や社会のニーズ等の変化に対応した教育内容や教育体制の整備も求められており、今

後の人口減少社会の中、中長期的な将来を見据えた高等学校の改革によって、各学校・学科が特色をも

ち、地域と連携しながら、生徒の能力を引き出すことができる魅力ある高校づくりを推進します。 

 

平成26～30年

度の実施状況 

【点検】 

[平成 26～30年度の状況] 

平成 26、27年度 

○ 外部有識者による「岐阜県立高等学校活性化計画策定委員会」を設置し、全 16回の

委員会のほか、委員出席による地区別意見交換会、先進校視察、学校訪問などを実施。 

→ 地区別意見交換会：６地区×２回、先進校視察：滋賀県、京都府、大阪府 

学校訪問：小規模校 10校 

○ 県内全ての市町村を訪問し、首長、教育長などから魅力ある高校づくりに関する意見

聴取を実施。また、中高一貫教育校に関するアンケート調査を実施。 

○ 平成 28年３月、活性化計画策定委員会より「審議まとめ」が提出される。 

平成 28年度 

○ 「審議まとめ」について県議会議員、学校関係者、ＰＴＡ等からの意見聴取を実施。 

→ 県議会議員：５圏域別 意見聴取：６地区９会場（学校関係者、ＰＴＡ、市町代表） 

○ 小規模化が懸念される高校 10校に対し、協議会を設置し、単独校としての活性化策の

検討を実施。 

○ 県立高校の魅力づくりに関するアンケート調査を実施。 

→ インターネットによる実施、回答数 5,712件 

○ 意見聴取、アンケート調査結果等から、高校の特性に応じた活性化の基本的な考え方

を定め、具体的な活性化策を例示したものを活性化の「グランドデザイン」として整理

し、意見交換会を実施。→ 意見聴取：６地区（学校関係者、市町関係者） 

○ 平成 29年３月、「県立高校の活性化に関する平成 28年度の検討まとめ」を発表。 

平成 29年度 

○ 平成 30年度に実施する学科改編を発表、県立高等学校の通学区域に関する規則の廃止

（全県一区）、及び特色のある学科や部活動を設置する 11校において県外募集を開始 

○ グループ１に続き、小規模化が懸念される高校６校（グループ２）に対し、協議会を

設置し、単独校としての活性化策の検討を実施。 

○ 平成 31年実施予定の学科改編の検討（H30.4発表） 

○ 「県立高校の活性化に関する平成 29年度の検討まとめ」を策定（H30.4発表） 

[平成 30年度の取組] 

〇 平成 31 年度に実施する学科改編等を発表、40 人未満の学級定員の設定の拡充、県外

募集の継続 

中長期的な将来を見据えた高等学校の改革 



第３章 第２次岐阜県教育ビジョン重点政策の取組状況 

- 87 - 

 

〇 グループ２の残り３校（専門高校）にも協議会を拡充し、活性化策を検討・具体化 

〇 地産審の答申を受けて専門高校地区検討委員会において、地区ごとに専門学科間の連

携、グローバル人材の育成などについて協議 

○ 「県立高校の活性化に関する 2018年度の検討まとめ」を策定（H31.4発表） 

取組による 

成果と課題 

【評価】 

[成果] 

平成 26、27年度 

○県立高等学校活性化計画策定委員会「審議まとめ」 

 今後、検討を進めていく県立高校活性化の基本理念（※）が確立されたこと 

  （※）各地域において、高校の特性や学科配置のバランス等を考慮した教育環境を整

備し、魅力ある高校づくりを推進 

 小規模化の進行が懸念される高校の方向性が示されたこと 

   → 市町関係者、経済界、産業界代表からなる協議会を各校に設置し、地域課題を

踏まえた活力ある学校づくりについて組織的・計画的に検討 

   → 高校への出願状況等、再編統合に関する一定の基準が必要 

 個別の高校における活性化の方向性が示されたこと 

平成 28年度 

○県立高校の活性化に関する平成 28年度の検討まとめ 

 小規模化の進行が懸念される高校について、当面は単独校として維持することを明

確に示したこと 

→ 意見聴取の内容や総合教育会議等における議論を踏まえ、入学者数等といった

一律の評価により再編統合の必要性を検討するのではなく、単独校としての活性

化策を徹底的に議論し、実施していくことで、当面は単独校として維持 

 高校の特性に応じた活性化の基本的な考え方を定め、具体的な活性化策を例示した

ものを活性化の「グランドデザイン」として整理できたこと 

 検討課題が整理できたこと 

   → 生徒減少期を見据えた学校規模、通学区域、国際バカロレア 等 

平成 29年度 

○県立高校の活性化に関する平成 29年度の検討まとめ 

 活性化のグランドデザインに基づき、平成 30年度及び平成 31年度実施の学科改編

等を決定したこと 

   平成 30年度 岐阜、各務原、岐阜工業、多治見 

   平成 31年度 岐阜北、羽島北、山県、揖斐、大垣南、大垣西、郡上北、郡上 

関、恵那南、益田清風、斐太、吉城 

 全県一区、県外募集の実施を決定したこと 

 生徒減少期を見据えた生徒募集について具体的な手法を示したこと 

  →１学級 40人未満の入学定員設定、学科群による募集、県外募集 

平成 30年度 

○県立高校の活性化に関する 2018年度の検討まとめ 

 小規模化が懸念された高校における活性化協議会の議論をもとに、活性化策が具体

化され、出願者数の安定や地元就職など生徒の多くが進路実現を果たしたこと 

 活性化のグランドデザインに基づき令和２年度実施の学科改編等を決定したこと 

令和２年度 八百津、瑞浪、恵那、大垣養老、大垣工業、飛騨高山 

 岐阜県地方産業教育審議会からの答申を受け、地区ごとに専門高校地区検討委員会

を開催し、県内産業の状況や人材ニーズを見据えた地域人材の育成を議論したこと 



第３章 第２次岐阜県教育ビジョン重点政策の取組状況 

- 88 - 

 

→ 岐阜県教育振興基本計画（第３次岐阜県教育ビジョン）にも反映 

 今後の方向性としてふるさと教育の推進を掲げ、その基盤となるＩＣＴ環境を整備

を具体化したこと 

[課題] 

・高校における地域連携体制の一層の強化に向けて、コミュニティ・スクール（学校運営

協議会制度）の拡充について検討すること 

・ふるさと教育の進捗状況の管理、及びＩＣＴ環境の日常的・効果的な活用を図ること 

・生徒減少期における柔軟な定員設定について検討すること 

 

 

 

 

 

障がいのある子どもたちが年々増加しており、一人一人の障がいの状態や発達の段階に応じて、その

特性を踏まえたきめ細かな教育を受けられるようにするため、教育内容や指導方法の改善・充実が必要

です。 

また、障がいのある子どもたちが地域で確実に就労するため、より専門的な職業教育の導入が求めら

れており、職業教育に関する各分野の教育内容・指導方法の研究や一般企業などへの就労支援、就職後

の職場への定着を推進するとともに、多様なニーズに対応するための教職員の専門性の向上を図りま

す。 

 

平成26～30年

度の実施状況 

【点検】 

[平成 26～30年度の状況] 

・ 卒業後に必要な知識・技能の習得を目指して、学校と企業が連携し開発した「職業教育

プログラム」を各学校に導入した。 

・岐阜城北高校旧藍川校舎を利活用し、岐阜清流高等特別支援学校の整備を進め、平成 29

年４月に開校した。 

・ 岐阜清流高等特別支援学校に、企業就労のための支援を強化するため、実習先を巡回す

る進路指導専任職員、企業開拓を行う就労支援コーディネーターを配置した。 

・県内２校目となる高等特別支援学校として、西濃高等特別支援学校を平成 30年４月に開

校した。 

・「働きたい！応援団ぎふ」登録企業の開拓や、ジョブプラン（就職支援のための指導計

画）の蓄積や開発など、生徒と企業をつなぐ就労支援の充実を図った。 

[平成 30年度の取組] 

・ 西濃高等特別支援学校に、企業就労のための支援を強化するため、実習先を巡回する進

路指導専任職員、企業開拓を行う就労支援コーディネーターを配置した。 

・ 高等特別支援学校で専門教科を指導する教員の指導力向上、養成のために研修を行っ

た。 

・ 特別支援学校の実習先、雇用先を確保するため関係機関と連携して、「働きたい！応援団

ぎふ」登録企業の開拓を行った。 

取組による 

成果と課題 

【評価】 

[成果] 

・ 岐阜清流高等特別支援学校及び西濃高等特別支援学校を開校し、福祉、工業等専門教科

の授業を実施した。 

・ 岐阜清流高等特別支援学校及び西濃高等特別支援学校において、就労支援コーディネー

ターによる企業開拓や企業向け学校見学会等で、実習受け入れ企業新規 345社を開拓し

卒業後を見据えた特別支援学校の充実 
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た。 

・高等特別支援学校に関しては、教員の専門教科の指導力向上をめざし、専門教科に関連

する企業での研修や岐阜清流高等特別支援学校での授業研究を行った。 

・ 「働きたい！応援団ぎふ」登録企業が増加し、平成 29年度卒業生は、登録企業 57社に

72 人の特別支援学校高等部生徒が就職し、特別支援学校高等部の卒業生の就職率は、

30％台である。                       データは P91に掲載 

[課題] 

・ 岐阜清流高等特別支援学校では学年進行で生徒が増えていくことや西濃高等特別支援

学校が開校したことにともない、高等特別支援学校で専門教科を指導できる教員を一層

養成する必要があること 

・ 高等特別支援学校の生徒が増えることから、専門教科の各分野において、企業内実習を

受け入れてもらう企業を開拓する必要があること 

・ 今後も知的障がい高等部の生徒が増加していく傾向があり、さらに企業と連携を深める

ため企業との協定連携を行う必要があること 
 

  



第４章 第２次岐阜県教育ビジョンの数値目標の達成状況 

- 90 - 

 

第４章 第２次岐阜県教育ビジョンの数値目標の達成状況 

 

 第２次岐阜県教育ビジョン「第４章 施策の体系」に掲載した「３主な施策の目標水準」の達成状況

は、次のとおりです。 

 

【長期目標】 

 指  標 基準値(※) 平成 30 年度 目標値 

学校の授業が分かる児童生徒の割合 

【学校支援課】 

小学校 89.9% 87.1% 100% 

中学校 76.4% 73.8% 100% 

自分から進んで勉強しようという気持ちがある児童生徒

の割合 

【学校支援課】 

小学校 79.2% (H29)75.6% 100% 

中学校 63.7% (H29)74.4% 100% 

自分にはよいところがあると思う児童生徒の割合 

【学校支援課】 

小学校 75.2% 83.8% 100% 

中学校 65.9% 80.8% 100% 

将来の夢や目標を持っている児童生徒の割合 

【学校支援課】 

小学校 85.8% 84.8% 100% 

中学校 71.5% 71.6% 100% 

自然の中で遊んだことや自然観察をしたことのある児童

生徒の割合 

【学校支援課】  

小学校 79.7% 89.1% 100% 

中学校 74.4% 79.1% 100% 

今住んでいる地域の行事に参加している児童生徒の割合 

【学校支援課】 

小学校 81.7% 80.9% 100% 

中学校 57.6% 64.4% 100% 

子どもの朝食欠食の割合 

【体育健康課】 

小学校 3.4% 1.3% 0% 

中学校 5.7% 3.6% 0% 

家の人と学校での出来事について話をする児童生徒の割

合 

【環境生活政策課】 

小学校 75.8% 80.1% 100% 

中学校 65.8% 75.1% 100% 

 

※ 基準値は平成 24年度又は平成 25年度の値。目標年度の設定はなし。 
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【施策実施目標】 

 指  標 
基準値

( a ) 
平成 30年度

( b ) 
評価 

目標値 
( c ) 

教育に関する継続的な検証改善サイクルを確立し

ている小・中学校の割合 

【学校支援課】 

小学校 61.5% 98.3% → 100% 

中学校 57.2% 98.4% → 100% 

[現状分析] 

「学力向上推進会議」、「指導改善資料」等において、全国学力・学習状況調査や県の学習状況調査

結果を分析し、課題を踏まえた指導改善の在り方を具体的に示した成果といえる。「十分に行った」と

回答した学校は５割程で、今後その割合を増やしていく必要がある。 

[今後の取組] 

指導改善プランの「計画」「実施」「評価・改善」の内、「評価・改善」の取組が一層充実していく

よう、全国調査結果に基づいた指導の工夫改善を図る「指導改善資料」や、各教育事務所で実施される

「学力向上推進会議」等を充実させ、各学校の指導改善の取組を支援する。 

特別支援学校における教諭の特別支援学校教員免許保有率 

【特別支援教育課】 
67.9% 76.6% → 80% 

[現状分析] 

平成 26年度から免許の取得のために必要な認定講習の期間を２年から１年に改善したことにより、

保有率が上昇傾向にあるが、目標値には達していない。 

[今後の取組] 

さらなる取得率の向上のため、各特別支援学校において校長が免許を保有していない若手教職員を中

心に面談を行い認定講習や放送大学、国立特別支援教育総合研究所の講座等の受講を促すことにより、

保有率の向上を図る。 

特別支援学校高等部の卒業生の就職率 

【特別支援教育課】 
31.9% 38.0% → 50% 

[現状分析] 

一般就労と福祉就労を合わせた特別支援学校の就職者数は、年々増えているが、雇用ニーズの多様化

に伴う就労継続支援Ａ型事業所への福祉就労の増加により就職率が横ばいとなっていると考えられる。 

[今後の取組] 

各学校で職業教育プログラム導入を進める等、職業教育の内容改善を図る。また、関係機関と連携し

て早期からキャリア教育を推進し、職業適性を見極める進路指導を行う。 

高等特別支援学校における知的障がいの程度が軽度である生徒の職業教育の充実を図り、新たな分野で

の就労を目指す。 

「働きたい！応援団ぎふ」登録企業数 

【特別支援教育課】 
446 社 871 社 ↗ 800 社 

英検準 1級以上、TOEFLiBT72点以上又は TOEIC 

L＆R785点以上、TOEIC S&W310 点以上相当の英語力

を有する教員の割合 

【教育研修課】 

中学校 22.0% 24.5% → 50% 

高 校 69.0% 81.0% ↗ 80% 

[現状分析] 

海外派遣研修、英語教師の英語力向上講座等の実施に加え、平成 29 年度より中学校教員の経年研修

（４、６、12年目）に e-Learning を導入し、外部検定試験を実施してきた。中学校の数値が下がった

要因としては、中学校において資格を有する教員が小学校に異動したことやＴＯＥＩＣの基準が変更さ

れ、求められる英語力が高くなったことが考えられる。 

[今後の取組] 

資格取得を支援するとともに、授業の中で教員自身が積極的に英語を使用し、英語力を高めていくこ

とを奨励していく。また、英語力向上研修ではこれまでの４，６、12年目の教員の悉皆研修から、全校

種の教員を対象とした希望研修に変更し、初任から 10年目までの未取得者に特化した研修を行う。 
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 指  標 
基準値

( a ) 
平成 30年度

( b ) 
評価 

目標値 
( c ) 

卒業時に英検３級以上相当の英語力を有する中学生の割合 

【学校支援課】 
28.0% 45.1% → 50% 

[現状分析] 

 目標値には到達していないが、平成 29 年度より実績値が 8.7pt 伸びている。外部検定の受検により

CEFARA1 レベル相当以上の生徒が増加したことや学習到達目標の活用により CEFARA1 レベル相当の力と

見なす率も上昇したことが理由と考えられる。 

[今後の取組] 

英語力を更に高めるには、実際に英語を使って自分の考えや思いを伝え合う活動の充実が不可欠であ

る。従って、県として、ここまでの英語力を身に付けてほしいというレベルを明示したパフォーマンス課

題を示す。また、基礎的な表現を身に付けるための表現集を作成し、授業で活用できるようにする。 

卒業時に英検準２級以上相当の英語力を有する高校生の割合 

【学校支援課】 
23.0% 38.0% → 50% 

[現状分析] 
「CEFAR A2 以上 ＋ CEFAR A2以上相当の英語力を有すると思われる生徒数」の全国平均が上がる

中で、岐阜県のパーセンテージが平成 29年 39.1％から平成 30年 38.1％と 1.1％下がっているが、基準
値からみると 15％伸びており、大学入学共通テストの英語民間試験の導入を見据えて、実際に試験を受
ける生徒の割合も大幅に伸びているため、今後の伸びが期待できる。 

[今後の取組] 
英語拠点校区成果検証事業を実施するとともに、授業改善研究委員会で４技能をバランスよく育成す

る授業改善及び評価方法の研究を一層進める。 

専門高校における産業教育に関する全国規模のコンテスト・

大会の最上位入賞数【学校支援課】 
11個 15 個 ↗ 15個 

授業中にＩＣＴを活用して指導できる教職員の割合 

【教育研修課】 
75.6% 82.1% ↗ 80% 

情報モラルなどを指導できる教職員の割合 

【教育研修課、学校安全課】 
83.3% 88.7% → 90% 

[現状分析] 

学校における教育の情報化の実態等に関する調査を分析した結果、小学校は 91.2％と目標を達成して

いるが、特別支援学校は 81.1％と校種の中では低い傾向にある。 

[今後の取組] 

「情報モラル指導者養成講座」（希望研修）、「情報教育に関する研修（著作権･情報モラル指導･情

報管理等）」（初任者研修及び基礎形成期選択講座）を実施し、指導できる教職員の割合をより改善を

図る。特別支援学校への情報モラル指導について機会があるごとに実施する。 

幼保小の連携における教育課程の編成･指導方法の工夫をし

た割合【学校支援課 
61.2% 84.0% ↗ 80% 

地域社会などでボランティア活動に参加したこと

がある児童生徒の割合 

【学校支援課】 

小学校 51.0% 56.4% → 65% 

中学校 65.4% 74.9% → 75% 

[現状分析] 
小学校においても中学校においても実績値が前回を上回っている。「１家庭 1ボランティア」運動の

啓発等による成果があったと考えられる。 
[今後の取組] 

「１家庭１ボランティア」運動の趣旨を改めて周知するとともに取組方法を改善するなど、その主催
団体である「道徳教育振興会議」を起点として、各学校はもちろん、他の公共機関や外郭団体に対して
周知を図る。 
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 指  標 
基準値

( a ) 
平成 30年度

( b ) 
評価 

目標値 
( c ) 

いじめ相談に関して、スクールカウンセラーや相談

員及び養護教諭等を積極的に活用して相談した学

校の割合【学校安全課】 

（平成 30年度のデータは、令和元年 10月頃、文部科学省よ

り発表） 

小学校 77.3% （H29）100% ↗ 100% 

中学校 95.7% （H29）100% ↗ 100% 

高 校 48.6% （H29）100% ↗ 100% 

全国における岐阜県の小・中学生の体力状況 

【体育健康課】 

小学校 25位 26 位 ↘ 10位 

以内 中学校 13位 16 位 ↘ 

[現状分析] 
体力合計点は、ここ数年小・中学校ともに男子は大きな変化は見られず、女子は伸びが大きい。各種

目別にみると、男女とも反復横とび、ボール投げが全国平均を上回る一方で、20mシャトルラン、上体
起こしは、全国平均を下回るなど持久力や筋力に課題がある。 

[今後の取組] 
平成 27年度から取り組み始めた「わが校体力向上プロジェクト」の内容を運動能力テストの９種目に

し、より一層の参加率の向上を図る。また、各種研修や講習会を活用し昨年度の取組の紹介をする。 

学校全体で児童の体力・運動能力を向上させる取組（体育の

授業は除く）をしている小学校の割合【体育健康課】 
76.7% 89.4% → 100% 

[現状分析] 
直近５年間の運動習慣等調査によると、児童の「１週間の総運動時間」が増加し、「総運動時間が 60

分未満の児童」の割合が大幅に減少している。今後も、学校生活の中で、意図的に体育的活動を位置付
け、運動の楽しさ・心地よさを体験できるようにする必要がある。 

[今後の取組] 
チャレンジスポーツｉｎぎふや体力優良校表彰に加え、就学前の幼児期の運動遊びの充実など、子供

の体力向上に係る各事業を効果的に進める。小学校体力向上マネジメント講習会において、体力向上を
推進するリーダーを養成することで、各校の取組の充実を図る。 

県又は市町村の教育委員会が行う教職員研修の受講率 

【教育研修課】 
80.0% 95.2% → 100% 

[現状分析] 
研修の必要性の周知を図ることにより、課題であった高等学校の教職員の研修受講率が上昇した。 

[今後の取組] 
センター通信の配信や管理職研修等を通じ、講座を PRしたり、学校のニーズを把握し、講座内容の改

善、更新を図っていく。加えて平成 29年度に策定した教員育成指標・教員研修計画の周知を合わせて行
う。 

県総合教育センターの支援による市町村や学校の研修実施数 

【教育研修課】（*） 
55件 27 件 ↘ 50件 

[現状分析] 
H25～H28まで継続して目標値(100件)を超える出前講座の要請があった。 
 ※総合教育センターにおける研修講座の充実、テレビ会議システムの活用や自校での研修など研修

体制の整備が進むとともに、出前講座の要請が減少傾向にあったため、H29に目標値を見直し 50
件とした。 

[今後の取組] 

総合教育センターにおける研修講座を更に充実させるとともに、テレビ会議システム及び Web会議シ

ステムの活用を進め、出前講座は重点施策である授業における ICT活用についての講座に限定してい

く。 

「命を守る訓練」を年間３回以上実施する学校の割合 

【学校安全課】 
76.7% 100% ↗ 100% 

地域住民が学校の教育活動を組織的・継続的に支援

する仕組みを有する割合【環境生活政策課】 

小学校 73.2% 92.6% ↗ 80% 

中学校 68.3% 85.3% ↗ 80% 
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 指  標 
基準値

( a ) 
平成 30年度

( b ) 
評価 

目標値 
( c ) 

教育普及活動参加者数【文化伝承課】 
10,958

人 
143,963 人 ↗ 12,000人 

県社会教育施設の高校生以下入館者数【文化伝承課】 
77,853

人 
68,236 人 ↘ 85,000人 

[現状分析] 
県美術館、県博物館及び高山陣屋において、児童生徒の利用が伸び悩んでいる。また、平成 30 年度

は県美術館がリニューアル工事のため 11月 4日より休館したことも影響した。 
[今後の取組] 

各施設において、児童生徒が文化芸術に親しむことのできる企画や展示の充実に努め、入館者数の増
加を図る。 

クラブマネジャー又はアシスタントマネジャーの資格取得者数 

【地域スポーツ課】 
102 人 173 人 → 174 人 

[現状分析] 

資格取得補助事業の利用者数に大きな変化はないが、4年に 1度の更新手続きをしない者が増加して

きていることから、全体として資格取得者数が前年度比 2名増にとどまり、目標達成には至らなかっ

た。 

[今後の取組] 

県主催会議及び巡回訪問等において資格取得補助事業の活用を促すとともに、資格保有者の活躍の場

を広げることで、4 年に 1度の更新手続きに対する意識の高揚を図る。 
 
※ 基準値は平成 24年度又は平成 25年度の値。目標値は平成 30年度の値。 

※ 評価については、b ≧ cのとき ↗ ， a ≦ b ＜ c のとき → ， b ＜ a のとき ↘ 

（H29実績は、b ≧ a +
4(c−a)

5
のとき ↗ ， a ≦ b < a +

4(c−a)

5
のとき → ） 

*  平成 25～28年度まで継続して目標値を超える出前講座の要請があった。テレビ会議システムの活
用や自校での研修など研修体制の整備が進むとともに出前講座の要請は減少傾向にあり、H29 に
目標値を見直し、50件とした。 
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第５章 外部有識者の意見  

 第１章から第４章までの報告を踏まえ、外部有識者で構成される「岐阜県教育委員会点検評価委員会」

からいただいた意見の要旨は、次のとおりです。 

 

確かな学力の育成について 

○ ＩＣＴを授業に活用することによって、子ども達の視野が広がったり、応用力が高まり、学力の向

上につながっていくことに期待する。 

 

○ 「学校の授業が分かる児童生徒の割合」の数値が下がっているが、「分かる」というのはファジーな

部分があって、人によって「分かる」、「分からない」の基準が異なるため、それほど問題ではない

気がする一方で、「自分から進んで勉強しようという気持ちがある児童生徒の割合」が下がっている

方が気になっている。「もっと今より良くなりたい」とか、「もっと深く知りたい」、「分からないこ

とに対して、興味関心を示す」、こういう気持ちを持つ子どもに育てたい。そのため、この項目の数

値が下がっていることを問題視する必要があると思う。この数値を上げる手段として、ＩＣＴが有

効かもしれない。試行錯誤して、失敗した経験、成功した喜びを経験することで、自分の現状を把

握し、興味関心をもつことを評価していかないと、これからの時代をたくましく生きていくことに

つながっていかないと思う。 

 

○ プログラミング教育やＩＣＴの活用は、一律に実施するよりも、一人一人の理解度や取り組む姿勢

に違いがある中で、どのように教えていくかという入り口を増やす手段と捉えると、小中高におい

て、様々な工夫ができると思う。 

 

多様なニーズに対応した教育 

○ 特別な支援とまではいかないが、何らかの支援を要する子どもが多くいる。多様な学びのためには、

特別支援に着目するだけでなく、普通学級にいる子ども達の学び方の違い、スピード感の違い、も

のの見方の違い、直感的に学ぶ子どもであったり、論理的に学ぶ子どもであったり、そういう部分

に着目しながら、その子が達成感を味わったり、楽しいと感じたりする学びに結び付くことが大切

だと思う。 

 

キャリア教育・産業教育の充実について 

○ ソフト会社や製造業、建設業といった産業界の方から、ＣＡＤを利用したり、プログラミングがで

きる人材が足りない、また、これからＡＩが進展していくため、いわゆるソフト人材を増やしてい

くような方向でないといけないという意見を聞いた。ＩＣＴを利用するということは当然大事だが、

簡易なプログラミングでもよいので、自ら作って動かす経験をすることが、プログラミングの面白

さを理解し、将来的にはプログラミング人材となるための第１歩として大切なことだと思う。 

 

○ 子ども達に、進路には無限の選択肢があるというスタンスで接していると、自分で決められない子

どもはどうすればよいのか。そのような場合には親がある程度方向性を示すことができる状態にす

ることが大切ではないか。また、関わる大人がもっと増えて、親ももっと積極的に関わって、最終

的には親が一緒になって考え、方向性を示していくとよいと思う。 

 

いじめ等の問題行動や不登校への対応と教育相談体制の充実について 

○ いじめ、不登校の対策として、スクールカウンセラー等を活用しているが、それでも解決が難しい
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状況があると感じる。精神的に大きな負荷を感じる子ども達もおり、精神的な面で医者との関わり

を積極的に取り入れるとさらに予防につながるのではないか。 

 

○ いじめが発生した場合に、クラスの担任が、自身の評価が下がることを気にして、公にしにくいの

ではないかと感じる。いじめが発生したことだけをもって、評価を下げる対象にならなければ、も

っと早く、いじめ発生の事実を共有されやすいと思うので、そのような教員の環境として欲しい。 

 

○ いじめについての危機意識をすべての教員がもつべき。いつどこで起こっているか、また、新たに

起こるか分からないという視点、サポートが万全でも起こる可能性があるという視点で、担任以外

にも様々な多くの職員の目で、子ども達をみるべき。教員が自分のクラスで重大な事件を起こさな

いために、情報交換等のコミュニケーションをとったり、様々な得意分野をもつ職員、専門家に頼

ったりするノウハウを培うことを研修の中で重要視する必要がある。 

 

学校・家庭・地域の連携による教育コミュニティづくりの推進について 

○ 若者の多くが合理主義であると感じる。これまではグレーであった部分を、今ははっきりさせる社

会になっており、これにより、はっきりと優劣がつけられてしまう。グレーな状態であることでう

まくいくこともある。そのグレーな部分を教えられるのは、学校教育より親と子との関わりの中で

だと思う。 

 

○ 働く両親の支援として、預かり保育や留守家庭児童会、地域の方による土曜日のクラブが増えてい

る一方で、親が子育てに関わる機会が減っていると感じる。地域や幼稚園などは、単に預かるだけ

でなく、積極的に親と関わりながら、子育ての楽しみや子どもが育つ過程を味あわせてあげること

が大切で、親として子どもを育てることは省略してはいけないと思う。地域教育を広く捉え、地域

の中で子どもを育てる中に、これまで以上に親も加わるような、親の子どもへの関わりを支えるよ

うなコミュニティがあるとよい。 

 

○ 若い社会人の多くは、他者とのかかわり方が下手で、コミュニケーションを上手に取れなかったり、

勉強はできるが、働いたり、人を思いやったり、気づいて何かをすることが苦手であると感じる。

関わる楽しみを味あわせてあげるような心の教育の中に親が入ると、そういう思いも自然と生まれ

てくると思うため、そのような取組みがあることが望ましい。 

 

働き方改革について 

○ 社会全体で進められている働き方改革の中で、仕事の効率化によりできた時間を、何に利用するか

が重要だと思う。この時間を利用し、ＰＴＡなど、子どものため、社会のための活動を推進する取

組みをして欲しい。働き方改革を子どもの教育につなげていくように変えていってもらいたい。 

 

○ 働き方改革を進めるためには、男女共同参画の視点を子どもの頃から教えていくことが大切である。

産休や育休をとることに対する偏見をなくし、また、子育てやＰＴＡ活動も女性だけでなく、男性

もすることが当たり前である社会にしている必要がある。すぐに結果がでるのは難しいかもしれな

いので、長期的に粘り強く取り組んで欲しい。 

 

教育ビジョンの目標設定及び評価について 

○ 様々な数値目標があるが、これらは実際に子どもたちの成果としてのアクションに結び付くものを

設定して欲しい。つまり、教える側が用意した環境（アウトプット）に対して、学び手がどう変わっ

たか（アウトカム）をできるだけ目標として設定した方がよいのではないか。 



第５章 外部有識者の意見 

- 97 - 

 

□ 岐阜県教育委員会点検評価委員会 委員一覧           （敬称略、五十音順） 

氏 名 主 な 職 名 備 考 

國井 重宏 岐阜県高等学校ＰＴＡ連合会会長  

嶋﨑 吉弘 公認会計士・嶋﨑公認会計士事務所所長 副委員長 

清水 優子 中部学院大学・中部学院大学短期大学部附属桐が丘幼稚園園長  

益子 典文 岐阜大学教育学部附属学習協創開発研究センター教授 委員長 

松野 英子 たんぽぽ薬局株式会社代表取締役社長  

 


